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環境問題 とエネルギー技術

東 京 ガ ス株 式会 社

専務取締役 山 本 洋 平

、

蒙

巌 墜;・

釦
今年 は1992年 の リオデジャネイロでの地球 サ ミッ トか ら5年 とい う節 目の年で あ り,

環境 に関わ る国内外 での会議が 目白押 しである。12月 には第3回 の気候変動枠組み条約

締約 国会議(COP3)が 京都 で開催 され る。 とりわけ我が国は主催 国 としてこの重要 な

会議 において,地 球温暖化 防止 に向け て リー ダー シップ を発揮 しなければならない立場

にあ る。

18世 紀末,森 林 資源 の乱用 による薪炭不足 とい う深刻なエネルギー危機 をイギ リスは

石炭へ の代替 に よって切 りぬけた。蒸気機関 などの発 明や さまざまな技術革新 を介 して

産 業革命 と称 され る大規模 な工業化へ の道 を辿 り,人 類は化石燃料 の多用 によ り豊か さ

を享受 して きた。そ してや がて,そ の排 出す るCO、 によって地球 温暖化 とい う環境問題

が懸念 され るに至 ったのであ る。

東南ア ジア を中心 とす る環太平洋地域 のめ ざま しい経済発展 に よ り,エ ネルギー需要

の急速な増大が見込 まれ る。 人々の豊か さに対す る欲求は極 めて強い ものが ある。 そし

て,ま た経 済発展 な くして,森 林 の保護や生物 多様性の維持 はおぼつ かないであろ うこ

とも理解 で きる。

未来の人類は太陽エネルギーや核融合 を うま く使 いこなす ことが出来 るよ うになるか

も知 れない。 しか し,今 現在 そこに至 るシナ リオを読み切 ってい るわけではない。 もし

うま くで きなければ人類 はパ ニ ックに陥 るこ とになる。 そこで未来技術 に果敢 にチャレ

ンジす る とともに,今 出来 ることと今読め ている技術 を駆使 してエネルギー 資源 を効率

よ く余 す処 な く使 い切 る努 力が必要 であ る。 デマ ン ドサ イ ドにおいては,例 えば建物の

断熱性能の向上や エネル ギー変換効率 の高 い機器 を用 いたコジェネ レー ション をは じめ

とす る省エ ネルギー技術 を積極的に取 り入れ,供 給側 においては,石 炭液化やガ ス化 の技

術は将 来の技術 としてではな く,例 えば中国 で今 必要 な技術 として早急 に実用化すべ きで

はないだろ うか。太陽エネルギー をポー タブルな液体水素 に して利用す るシステムにつ い

ての研 究 も盛んであ る。 石炭 の水添に この水素 を利用す る組み合 わせ も考 えられ る。

それ ぞれの国の経済成長,雇 用,生 産性,貿 易収支及 び環境 問題 な どを総合 して施策 を

講ず るため には知恵が必要 である。 まさにエネルギー総合工学 の出番で ある。
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本格的プルサーマル時代の展開へ
一総合エネ調原子力部会中間報告をめぐって一

藤

富

瀬

葉

近

中

早

稲融

駿 介(東 京大学 大学院工学系研究科 教授)

泰 三(通 商産業省 資源エネルギー庁 公益事業部原子力発電課 新型炉開発企画官)

佑 一(電 気事業連合会 原子力部長)

裕 イ菱((財)エ ネルギー総合工学研究所 専務理事)
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司会 本 日は,通 商産業大臣の諮問機関であ

る「総合エネルギー調査会原子力部会」(以 下

「原子力部会」)が本年1月20日 に とりまとめ

られた中間報告書の策定作業に深 く関わられ

た,原 子力部会の部会長である東京大学近藤

駿介教授,通 産省資源エネルギー庁原子力発

電課の中富泰三新型炉開発企画官,そ して電

気事業連合会の早瀬佑一原子力部長のお三方

にお集 まり願い,報 告書のとりまとめの背景

や苦心談,報 告書の要点,ま たその後の対応

等について語っていただき,今 後の原子力政

策について伺いたい と存 じます。

司会は,(財)エ ネルギー総合工学研究所専

務理事の稲葉がつ とめさせていただきます。

原 子 力 を め ぐ る 動 き

2

原子力部会再開の背景

司会 さて,原 子力開発 をめ ぐりましては,

ここ一年あまりの間に大 きな動 きがあ りまし

た。発端は,平 成7年12月 の高速増殖炉 「も

んじゅ」における2次 系ナ トリウム漏洩事故

であ ります。この事故を契機に平成8年1月,

原子力発電所立地地域 として重要な地位 を占

季報エネルギー総合工学



める3県,福 島,新 潟および福井の3知 事か

ら,商 業用軽水炉でのプル トニウム利用(プ

ルサーマル)な ど核燃料サイクル政策の推進

に当たっては,今 後,国 民的合意を形成す る

よう国に対 し提言がなされました。

このようななかで原子力部会は,昨年6月,

部会を再開 し,本 年1月,中 間報告書が取 り

まとめ られたわけですが,こ の部会再開に至

った理由は何 なので しょうか。

中富 日本 を取 り巻 くエネルギー事情か ら,

省エネルギー,新 エネルギー とあわせ,原 子

力が,今 後 とも,わ が国の長期エネルギー供

給上重要な位 置づけを有す るのは変わ らない

と思います。そのなかで,原 子力発電の推進

にはプルサーマルの開始 とか,使 用済燃料貯

蔵能力の拡充など,緊 急解決を要する課題が

あ ります。

ところが,立 地地域には,プ ル トニウム利

用関連事業の進め方にこれまで不透明な形で

の変更がなされてきたという批判があり,平

成7年 の 「もんじゅ」事故 を契機 として,核

燃料サ イクル政策全体に対する不信感の顕在

化につなが りました。

もう一つの背景は,大 競争時代になった現

在,わ が国経済の高 コス ト構造 の是正が命題

とな り,エ ネルギー供給に も一一層の効率化が

望 まれてお ります。そういうなかで,民 間事

業化 された核燃料サイクル事業につ きまして

も,経 営環境の変化に合 わせた事業計画の柔

軟な変更もなすべ きとのご意見がありました。

この ようないわば相反す る2つ の要 請 を受

け,今 回,原 子力部会 に核燃料サイクルをめ

ぐる課題への取 り組みについてご検討いただ

いたわけです。

公開された審議会

司会 ところで,今 回の原子力部会の審議は,

傍聴 も含め公開で進められたと伺ってお りま

す。公開など,審 議方法の変更について,コ

メン ト願います。

中富 今 回の原子力部会再開の背景 の一つ

に,「 もん じゅ」事故における情報公開面での

不適切な対応が きっかけ とな り,国 民の皆さ

んに,原 子力開発そのものが情報隠 しを行 っ

ているかのような不安 と不信感 を与えたのは

否めないと思います。それを契機 とし,情 報

公開を求める声が高まりました。そのなかに

は,政 策決定過程の透明化,安 全規制等行政

の情報公開,さ らに事業者が日常行なう施設

運転情報の公開,事 故情報の速やかな通報な

どと,非 常に多岐にわたる論点があります。

これ らが全体 となって透明性 を求める大 きな

流れにな りました。

特に原子力政策の決定過程では,過 去にも,

例 えば新 型転換炉実証炉の建設計画中止 な

ど,「原子力開発利用長期計画」(以 下 「長期

計画」)に位置づけられていた事業や研究開発

の進め方の変更に際して,検 討過程の透明性

の確保が十分でなかったという批判が,関 係

自治体 を中心に提起 されました。このような

ご批判に応えるべ く,原 子力委貝会は,平 成

8年9月25日,政 策決定過程への国民参加,

原子力に関する情報公開の充実に関す る委員

会決定 を行 ってお ります。

実は,原 子力部会 も,こ の原子力委員会の

決定に先立ち,今 回の審議 を当初か ら傍聴 も

含めて公開 して進めてまい りました。さらに,

審議 を進め るなかで,例 えば全国主要都市で

「一 日総合エネルギー調査会」 を開催 して地

第20巻 第1号(1997) 3



域の人々との意見交換をす るとか,ま た原子

力部会ワーキンググループも数度にわたって

各地で開かれ,特 に原子力政策に大 きな関心

を寄せ る地元 自治体 の方々との間で意見交換

が行なわれ ました。

留意 した透明性,公 平性,わ かりやすさ

司会 原子力部会は,半 年に亙 る審議の末,

立派な報告書 をまとめられました。部会長 と

してとりまとめの中心的役割を果たされた近

藤先生か ら,苦 労された点,留 意された点に

ついての感想をお願いします。

近藤 苦労 したのは,一 つは公開の場での審

議会の進め方です。

会議 を運営するには規則が必要です。国際

会議では,パ ーラメンタリールールあるいは

コミッティルールで といえば,そ れでどんな

運営か共通理解が成立す るのですが,日 本で

は,そ うい う共通理解がない ところにもって

きて,従 来の審議会では,座 長が 「まだまだ

議論 もおありかと思いますが,こ の案 で細か

な修正は事務局一任 ということでいかがでご

ざいましょうか」 ということもあ りえたわけ

です。 しか し,会 議を公開 します とこれはで

きません。何がどういう論理で決 まったかが

見 えるように審議が進 まねばいけませんか

ら。そこで,従 来の慣習の良い面は生か しつ

つ,し か しなるべ く外から見て議論の流れが

見えるように議事 を運営するべ く努力 しまし

た。 うまくいったとはとて も言えませんし,

宿題 も多いと思っていますがね。

もう一つは,先 ほ どのお話にもあ りました

が,関 心がある国民や利害関係のある地元市

町村の方々のご意見を伺 う,あ るいは,こ ち

らの考 えを披露してご批判をいただ く,そ う

いうプロセスをもったことです。円卓会議の

結論 もそうですが,公 平性 とか,公 正さとい

う観点か ら,政 策決定にあたってその影響 を

受ける方々のご意見 を事前に伺 うことの重要

性が指摘 されてお ります。 この部会ではこの

仲介役をワーキンググループにやっていただ

きました。 これ もどこまでやればよいのか迷

うところで,今 後 とも工夫が必要 と思ってい

ます。

第3に 注意 したのは,わ か りやすい報告書

にまとめることです。多様 な意見 をどのよう

に政策提言に絞 り込んでいったか見えるよう

にす ることが重要 なのですが,実 際にはなか

なか難 しい。例 えば環境問題についての中央

環境審議会の報告書などを見ます と,こ れこ

れの意見 もあ り,し か じかの意見 もある,だ

けど本会 としてはか く考 えるというように,

意思決定上のプロセスを報告書に明示 してい

るものもあ ります。政策決定過程の透明化に

関 しては,公 開された議事録を見ればその経

緯がわかるとい う意見 もありますが,実 際は

議事録 を一々見る人はないでしょうか ら,報

告書を読むだけで何がどう決 まったかわかる

方がよいわけです。今 回の報告書は,大 きな

括 りではそうしたものの多様な意見の刻明な

記載 にまでは手が廻 っていません。 この点で

は少なか らず宿題があると思 っています。

また,用 語法につ きましても,国 民のわか

る言葉でとい う原則にしました。一歩前進 し

たつ もりですが,過 去の報告書 との整合性な

どから硬い表現が入 り混った文章になってい

て,マ スコミか らはなお分か りに くいとのご

批判をいただいてお り,今 後 も努力が必要 と

思 っています。
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エネルギー供給に果す原子力の役割

司会 さて,わ が国最初の商業用原子力発電

所が1966年 に稼動 して30年 以上がたち,現在,

日本の原子力発電は総発電電力量の約3割,

またエネルギー供給の12%を 占め るに至って

お ります。今後,ま すますその重要性 を増す

もの と思いますが,エ ネルギー供給のあ り方

と原子力の意義,原 子力の今後の開発量など

について,各 論に入 ります前にお話 しを伺い

たいと思います。

中富 今回の原子力部会 と並行 しまして,「総

合エネルギー調査会基本政策小委員会」(以下

「基本政策小委」)で,原 子力の役割 を含めた

今後のエネルギー供給のあ り方についてこ議

論 をお願い しました。平成8年12月 に出され

た中間報告の中で,原 子力の重要性 を2点 か

ら位置づけています。一つがエネルギー ・セ1

キュ リティであり,他 の一つが,地 球環境問

題への対応です。

エネルギー ・セキュリティについて申しま

す と,原 子力は,燃 料費の割合が コス トの中

で比較的低 く,燃 料費の変化が発電原価へ及

ぼす影響が小さいこと,燃 料 となるウランが

先進国かちも多 く産 出されて供給安定性に優

れていること,ま たエネルギー密度が高 く輸

送や貯蔵が比較的容易であるという利点を持

ってお り,こ れらが,エ ネルギー ・セキュ リ

ティ上,原 子力の持つ大 きな利点 となってい

ることです。

もう1つ は,地 球環境問題への対応です。

わが国は,1992年 の 「気候変動枠組条約」に

コミッ トしてお り,「地球温暖化 防止行動計

画」に基づ いて 「1人 当たりのCO2発 生量を

2000年 以降は概ね1990年 レベルで安定化 を図

近 藤 駿 介 氏

(東京大学 教授)

る」ことを目標 としています。 この達成には,

省エネルギーの推進,新 エネルギー と併せて,

CO2発 生量が極め て低 い原子力の積極的な

導入が必要 という位 置づけが再確認されてお

ります。

司会 開発 目標量ではどうなりますか。

中富 目標量については,今 回の基本政 策

小委の検討で特に新 しく設定されたわけでは

あ りませんが,そ こでのシミュレーション結

果 を紹介 します と,2030年 の時点において

CO2の 排 出総量 を1990年 レベルに抑 えると

した場合 に必要 な数字 を出 してお ります。

これは,省 エネル ギー,新 エネル ギーの促

進 に最 大限の努力 を払 うのに加 えて,今 の

「長期計画」が2030年 に想定 している原子力

1億kWの 設備容 量 を実現 して初 めてCO2

の発生量の抑制が可能 というものです。

早瀬 電力業界 としましては,過 去2度,3

度 とあったオイルショックや湾岸戦争の経験

から,エ ネルギー安定供給には,エ ネルギー

源,供 給元の多様化により選択肢を広 く持っ

てお くことが最重要 という認識 を持 ってお

り,い わゆるエネルギー源のベス トミックス
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を目指 し,原 子力,火 力,そ の他の開発 をし

てまい りました。

その中で,先 ほど司会の方が話 されたよう

に,原 子力発電は,今 や全発電電力量の約3

割を占める重要な電源 としてようや く定着 を

してきてお り,年 間稼動率 を見まして も,平

成7年 度に80.2%と 初めてわが国で80%の 大

台に乗 り,平 成8年 度 も80.8%と これを更新

しました。このように供給信頼度が大巾に向

上 し,私 どもは,将 来 とも原子力を電源の中

軸 として位置づけ,着 実に開発 してい くこと

が重要 と考えてお ります。

省エネ,新 エネにつ きましても,電 力業界

として最大限の努力 をしてお り,特 に新エネ

で,太 陽光発電,風 力発電,燃 料電池 を3本

柱にして研究開発を行 ってお ります。しか し,

私 どもの今 までの評価結果では,将 来の需要

増加に対応 していくためには,エ ネルギー密

度の低い新エネ導入だけでは不十分なことに

も,ぜ ひ冷静に判断していかなければいけな

いと考えてお ります。

環境問題は,電 力業界 も21世紀における重

要課題 と見てお り,こ の点からもCO2発 生量

が極めて少ない原子力を着実に進めたい と考

えてお ります。2030年 に1億kWと い う設備

開発は,私 どもとしても容易ならざる目標 と

十分認識 しています。しか し,基 本政策小委,

また今回の原子力部会 中間報告の議論が契機

となって,エ ネルギー問題について国民の幅

広い層での理解が深 まり活発な議論が展開さ

れて,少 しでもエネルギー問題の解決に結び

つくことを期待 したいと思います。

国民の視点に立った原子力政策

積極的に進めたい情報の公開

司会 次に報告書の各論に入 りたいと思いま

す。報告書は,第 一に 「国民の視点に立った

原子力政策」 として,情 報公開を取 り上げて

います。情報公開は,す でに先にもお話に出

ましたが,世 の基本的潮流 となってお ります。

特に 「もん じゅ」の事故 を契機 として強める

声が高 まり,情報公開による透明性の確保は,

原子力政策に対する信頼の確保 の基本である

と考えられます。情報公開に関する今後の進

め方につき,ま ず行政の立場か ら,お 話 し願

いたいと思います。

中富 行政情報の公開は,原 子力に限らず,

現在,政 府部内で 「情報公開法」の整備が検

討されてお ります。既に平成8年11月,「 行政

改革委員会行政情報公開部会」において,政

府が国民に対する説明責任,「アカウンタビリ

ティー」 と呼んでいますが,説 明責任 を果た

す制度の整備が必要 という趣旨の報告書が ま

とめ られました。

したがって,情 報公開法が制定 されれば,

原子力に関する行政情報 も,公 開範囲,手 続

きなど,当 然ながら法律に基づ いて進め られ

ることになりますが,原 子力の場合,国 民の

信頼回復が当面の急務ですので,情 報公開法

の制定 を待つことな く,積 極的な行政情報の

公開 を推進することが必要ではないかと,今

回の原子力部会でも指摘があ りました。

行政情報で,実 は原子炉設置許可申請書な

どの許認可関係の書類は,こ れまでも一般の

閲覧に供 されてお ります。 また,原 子力発電
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所の トラブル時の情報についても,例 えばプ

レス発表などを行い,報 道機関やパ ソコン通

信などを通 じて提供 されてお ります。

しか し,国 民の皆 さんに必ずしも直接に情

報が届いてないこともあ り,情 報公開がなさ

れていないのではないか という批判が依然 と

して強いのも事実です。そのため,今 回の原

子力部会において も,既 に公開されている情

報について,公 開の事実,情 報の種類 とか,

また入手方法を周知す ることが重要 とのご指

摘 を受けてお ります。

また,行 政の情報は,特 に原子力の場 合,

単に公開す るだけではなく,ア クセスを容易

にすること,さ らに,専 門的な技術用語や単

位が多い原子力 を,よ りわか りやす くする配

慮が必要 とのご指摘 も受けてお ります。

司会 引き続 きまして電気事業者の立場 で早

瀬さんからお願いします。

早瀬 情報公開 も行政側 と私 ども事業者 とで

若干異なる部分があ りますが,私 どもも,今

まで必要な情報は必要に応じて公開をしてき

た と思ってお ります。具体的に申します と,

電力会社の本社,原 子力発電所のPR施 設な

どでは,設 置許可申請書,保 安規定,事 故報

告書,こ れちを一般の方がいつでもご覧にな

れるよう用意 してお ります。これ を 「情報公

開 コーナー」 と呼び,各 社 それぞれに展開し

てお ります。

最近はや りのインターネ ットを使 ったホー

ムページを設定 してる会社 もあ り,発 電所の

運転か ら放射性廃棄物管理の状況,環 境放射

能の測定値など,こ れらをインターネットで

ご覧いただけるところもあります。

あとは,先 ほど企画官がおっしゃったよう

に,ア クセス性の問題が若干あ ります。我々

は,こ ういう情報 を確かにアクセスできるよ

うに用意は してきましたが,な かなか これが

必要 とされる方に十分かつ簡単に伝達できて

いないのではないか。これが 「もん じゅ」以

降,国 民一般の不安不信の原因の一つではな

いか と,我 々 も反省しています。こちらから

は伝達情報を見ていただくようお願いをし,

逆に見たい方,必 要 とする方がす ぐさまアク

セス可能な方法に改善 していかなくては と考

えています。

まずは,情 報公開コーナーがどこにあ り,

いかなる情報が閲覧できるか ということ自体

のPRが 必要です。さらに,提 供資料の中身

をなるべ くわか りやすい形に整理 しなければ

なりません。その一例が,電 気事業連合会で

計画 してお ります 『原子力発電四季報』でし

て,一 般国民の方が必要 とされる情報 を,ビ

ジュアルでわか りやすい形で発刊す るよう準

備を進めております。

課題多い情報提供

一双方向性 ,若 年層教育,誤 情報の対処一

司会 いまのお話にあ りましたが情報の提供

も,情 報公開と並び,重 要な課題です。社会

経済生産性本部の調査では,6～7割 の国民

が原子力発電の必要性 を認めてお りますが,

同時に国政 モニ ターか らの意見聴取 におい

て,約7割 の人が安全性に不安 を示 してお り

ます。安全性に関す る信頼を得 るには,何 よ

り安全運転の実績 を積み重ね ることが大切で

すが,同 時に原子力発電の安全確保 について

わか りやすい説明を十分に行っていくことが

必要です。情報の提供 と交流に関 して,通 産

省のお考 えをお聞かせいただきたいと思いま

す。
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中富 まず,「 情報の提供 と交流」とい う言葉

です。私 どもは,従 来,「 広報」という言葉 を

使っていました。これは,今 回の原子力部会

における審議のなかで,広 報 というのは,国

が国民の皆さんを一方的に説得す るというニ

ュアンスが強い,む しろ,情 報 を提供 して考

えていただくこと,そ して双方向で情報 を交

流す ることが今後に望 まれる情報提供のあ り

方ではないか,と のご指摘 をいただきました。

情報提供の目的は,正 確でわか りやすい材

料 を提供 し,国民の皆さんの認識をいただ き,

信頼 を回復することにあ ります。 これには,

情報の正確 さと中立性が非常に重要 です。

情報交流では,国 民の皆さんが,今 後 ます

ますエネルギー問題への参加意識を持ち,国

との間で直接対話を行 うことが重要 と考えて

お ります。その意味で,例 えば 「一 日資源エ

ネルギー庁」などの取 り組みは,今 後 も継続

したいと思 ってお ります。

それか ら,立 地地域 と消費地の情報交流 も

重要です。原子力立地の問題は,立 地地点だ

けではな く,電 力消費地を初めとする全国的

な問題であ り,立 地地域 と消費地 との対話の

場が重要です。既に平成8年,大 阪で対話の

場,「 一 日資源エネルギー庁」を開催 しました

が,今 後 もこのような取 り組みを続けたいと

考 えております。

国民の皆さんにエネルギー問題を考えてい

ただくためには,基 礎的,科 学的な知識が不

可欠で,特 に,将 来を担 う若い世代の方々に

正確 な知識を提供するという意味で,教 育の

重要1生が増します。それゆえ,今 後,エ ネル

ギーの重要性,省 エネルギーの推進,新 エネ

ルギーの開発,原 子力の利用,環 境 との調和

など,教 育におけるエネルギー問題に関する

取 り組みの強化が必要 と考えてお ります。

情報提供では,ま ず,国 民の皆さんが原子

力情報に日常的に接することが重要です。 そ

の場合,先 ほど申しましたように,通 常,国

が提供す る直接的な情報ではな く,例 えばマ

ス ・メディア,報 道などを通 じた二次的な情

報が主たる情報源になっています。国の取 り

組み としましては,正 確 でわか りやすい報道

が可能 となるよう,ま ず情報の発信者である

国自体が タイムリー,か つ誤解 を与えずわか

りやすい情報の提供に努力 していきたいと考

えてお ります。

また,国 自体あるいは事業者の方が誤解 を

招 きやすい情報提供 をしたとき,ま た誤解 に

基づ くような報道があったとき,そ れらを放

置するのは,誤 解の拡大,定 着につなが りか

ねず,ひ いては情報提供その ものの正確 さに

対す る信頼の喪失に繋 りかねません。

したがって,誤 解 を招 きやすい情報提供が

あったとき,個 別的に指摘 し,対 応すること

の重要性が,今 回の報告書に も指摘 されてお

ります。

司会 電気事業者 としての取 り組みについて

お話 しいただけますか。

早瀬 基本的なところは,い ま中富企画官か

ら説明され ましたので,繰 り返 しは避けます

が,や は り双方向交流が,一 つの重要なポイ

ン トかと思います。われわれ事業者は,原 子

力発電所そのものを所有 していますから,一

番生の情報を持 っています。 したがって,タ

イム リーでわか りやすい情報提供の第一義的

発信者ということを十分生か してや ってい く

必要があ ります。

もう一つ,電 気事業者は,そ れぞれ全国9

つの地域で,必 ず消費地 と立地地域 とをかか
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えてお ります。つま り,我 々は,お 客様に消

費地 と立地地域の方々の両者 をかかえる事業

であ り,双 方 を結ぶ大 きな役割 を我々 も果た

せ るのでははないか と思っています。それゆ

え,エ ネルギー問題についてお客様 とともに考

える活動 をぜひ展開したいと考えています。

時代 に即 した情報供給ルー トと

的確,ク イックな リスポンスを

司会 いまお話がありましたように,原 子力

開発には国民の理解を得つつ進めることが不

可欠ですが,情 報の公開,提 供ならびに双方

向の政策形成などについて,近 藤先生の所感

をお伺い したいと思います。

近藤 この議論の出発は,な んちかの決定が

なされる場合,そ の決定によって影響を受け

る関係者は発言する権利があるとい うことで

す。で,発 言するには,基 礎情報 ならびに政

策情報 を知 らされていなければいけませんか

ら,政 策の決定過程においては,政 策が もた

らす影響を国民に知 らせ る必要があることに

なります。

これまでは,そ れでも社会における各組織

の役割分担が明確で,分 担者がそれぞれしっ

か りやれば世の中はうまくい くということで

したが,情 報流通ネットワー クが充実 し,一

方,国 民の個人個人が トータルな人間として

さまざまな分野で活躍する今 日では,昼 間は

平凡なサラ リーマンでも夜は地域の リーダー

として活躍するというような人も出現 してい

ます。そこで,今 やすべての人が当事者だ と

考 えるべ きで,行 政は,当 然 なが ら,従 来 と

違 う情報供給ルー トを積極的につ くり出さね

ばなりません。

しか も,交 流 とい うか ちには,当 然に国民

中 富 泰 三 氏

(通商産業省 資源エネルギー庁)

の リスポンスを行政が早 く的確にキャッチす

ることも重要です。そこで広報 という概念で

はだめで,コ ミュニケーションを重視す る趣

旨で情報交流の推進 を施策の柱にする必要が

生 じたわけです。

求められる立地地域 との共生

自主的 ビジ ョン,長 期の支援,新 しい知恵

司会 原子力発電所の立地推進には,地 域住

民を初めとする国民一般の理解 を得てい くこ

とが重要です。併せて,原 発の立地を一つの

契機に,立 地地域がその特性に応 じた,自 立

的かつ長期的な発展が図れることも重要で,

両者の共生が原子力部会の報告書にもうたわ

れています。これについてそれぞれのお立場

からお話 し願います。

中富 従来か ら,電 力消費者から電気料金の

一部 として集め られている電源開発促進税収

を財源 として,い わゆる電源三法に基づ く公

共施設の整備など,種 々の地域振興策が講 じ

られてまいりました。

ただ,基 本的には,立 地地域の自治体 自ら

が,地 域の 自然的 ・地理的条件,産 業特性な
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どを踏 まえて,地 域の 自立的かつ長期的な発

展に向けた ビジ ョンをつ くることが重要 で

す。さらに,そ のビジョンに基づ き,発 電所

の立地に伴 う雇用機会の拡大,地 方税収の増

大,電 源地域振興対策 としての交付金,補 助

金などの有効活用 を図っていただ くことが重

要です。

国による支援は,従 来までの電力移出県等

交付金,原 子力発電施設等周辺地域交付金な

どの制度に加 えて,今 後,地 域振興に対する

継続的な支援策の一層の拡充を実施すること

にしてお ります。

早瀬 立地地域 との共生は,電 気事業者が,

常 日頃か ら,地 域の方 とともに考 え,と もに

悩みなが らや っている問題です。 とにか く,

われわれの事業は,原 子力発電はもちろん,

地域 との共生なくして成立せずという基本認

識を持ってお ります。

特に原子力発電所は,他 の商工業 と同様に,

地域の一構成員 として,つ まりわが町の産業

として受け入れ られるよう努めて きたつもり

です。現実に 日本の原子力発電も30年 以上の

歴史を持 ってお り,そ の間,各 電力会社がそ

れぞれの地域で,そ の地域の特性に応 じた活

動を地道に続けてきた と思ってお ります。

国民生活 と経済活動の基礎 をなすエネルギ

ーの需要は,こ れからも伸び続けると思いま

すが,エ ネルギーの問題は,100年 のオーダー

をもって考 えるべ きです。 日本経済が成熟,

安定期に入る21世 紀において,原 子力を引き

続き進め るには,地 域共生に今 までとは違っ

た新 しい視点なり,知 恵が必要 であり,我 々

も,今 後,い ろいろな知恵の創出に努めます。

先ほど中富企画官からもお話がありました

が,既 設の発電所の地域共生 も非常に大 きな

課題です。今回,長 期発展対策交付金の制度

が創設されましたが,我 々 も今後は,発 電所

設立の当初から最終の廃炉に至 るまで,地 域

との親密な共生をぜひ実現 したいもの と考え

てお ります。

よき隣人,鹿 島アン トラーズ型の共生を

近藤 私は,現 代社会においては,国 民の夢

と希望が四極構造,つ まり国民,事 業者,地

方 自治体,そ して国の4者 の緊張 と協力の関

係の うえに実現されると,そ ういう状況認識

が重要ではないか と考えています。そのなかで

も特 に重要な関係は,国 民 と事業者の関係で

す。国民は,国 の統治の利益の受け手であ り

働 き手ですが,一 方,事 業者は,財 産権 を活

用して社会に雇用の場 を提供 し,資 本の有効

活用により新 しい価値 を提供するわけです。

ここで,極 めて自明なことは,事 業者は,

どこかに地面をもたねばならず,も てば,当

然その社会の一員として,社 会 と共生せ ざる

を得ないわけです。コンクリー トの塀で隔離

しての住み方 もあ りますが,そ れは国民社会

の常識に反 してお り,地 域に存在す る以上共

生するべ きなのです。そこで大事なのは,共

生の是非ではな く,共 生の仕方であることが

わか ります。前の原子力部会 でしたか 「人に

優 しい原子力」という目標を提出 しましたが,

地域においてよき隣人たるを目指すならば,

何 をすべ きか,こ れは事業者の検討があって

しか るべ きだと思います。

もちろん,地 域社会には共同体 として追求

すべ き文化があ り,趣 味がある。 したがって

必ず しも事業者 との二体問題 でその全てが解

決できるわけではあ りません。 しか し,相 互

神益の観点か ら,事 業者が地域社会にさまざ
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まな資源 を提供できる条件 を整えれば,地 域

社会がそれをうま く利用 して地域を振興 し,

文化的な活動,目 標 を達成 してい くことがで

きる可能性は高いと思います。

これか らは,地 域社会がそれぞれ文化的に

特徴ある発展 を目指 し,自 らがプランニング

す る時代 です。緊張 と協調の関係の うちに事

業者がこれにいかに協力 してい くか,こ れは

多 くの創造力を要す ることでしょうが,そ う

いう時代が きていると思っています。

最近 よく話題になるのは,サ ッカーの川崎

ヴェルディと鹿島アン トラーズ,野 球の読売

巨人軍 と神戸オ リックスの対比です。要する

に全国区 と地方区。いまや事業者も鹿島アン

トラーズやオ リックスのような生 き方でない

といかん というわけです。つ まり,経 営者に

とって地域社会に独特の文化的環境をつ くる

のに,い かに協力できるか も,経 営手腕のも

う1つ の見せ どころという時代がきているの

だと思います。

「原子力発電なんてただの迷惑施設なんだ。

えらそうな口をたた くな」 という人 もいます

が,そ のような心の まずしい人に同調す るの

か,心 と心の通い路の設計が可能になるとす

るのか,そ れは当事者の選択の問題だと思い

ます。

核燃料サイクル をめ ぐって

試行錯誤の開発過程にあった 「もん じゅ」

技術的連続上にあるプルサーマル

資源制約に備える高速増殖炉

司会 報告書では,今 後の核燃料サイクルの

課題 と対応 も一つの柱 をなしてお ります。わ

が国では,こ れ までウラン濃縮施設お よび低

レベル放射性廃棄物埋設施設を国内で事業化

し,再 処理施設 も建設段階に入 り,ま たプル

サーマルの実施準備が進むなど,わ が国の核

燃料サイクルは.総 じて商業規模による事業

が順次開始される段階に至ってお ります。

核燃料サイクルの在 り方について,い かな

る新政策提言がなされたのか,伺 いたいと思

います。

近藤 エネルギー政策 としての日本の原子力

政策は,第1に 軽水炉によるエネルギー供給

体系を確立し,そ れを維持発展 させ ること,

第2に,高 速増殖炉の実用化 を長期 目標 とし

て燃料 リサイクル技術の実用化 をはか り,そ

の助走区間としてATR(新 型転換炉)と プ

ルサーマルの活用 をはか るというもので し

た。 ところが95年 の夏,コ ス ト高を理由に,

ATRの 実証炉計画 をフルMOX(ウ ラン ・

プル トニウム混合酸化物燃料)のABWR(改

良型沸騰水型原子炉)で 代替するとして中止

しました。ところが,こ れに対 して国民か ら,

国の基本方針 を示す 「長期計画」が改訂 され

てす ぐさまの方針変更 とは一体 どういうこと

だろうか,と いう疑問あるいは不信の念が表

明されました。

そういうところに 「もんじゅ」が トラブル

を起こして原子力開発を担 う組織への不信 と

あわせて,わ が国はこれまで軽水炉か ら高速

炉へを基本路線 として原子力政策を進めてき

たけれど,本 当に大丈夫なのか という感 じを

多くの人々が持つに至ったわけです。

そのこともあってでしょうが,欧 州業者に

委託 した再処理が順調に進みプル トニウムが

回収 され始め ました し,下 北の再処理工場の
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建設が進んで回収 され るプル トニウムの利用

を計画的に進めるべ き時期が到来 しつつある

ことから,プ ル トニウムをウランと一緒に軽

水炉で燃やすプルサーマルの導入を電気事業

者が立地県に申し出ようとしたわけですが,

自治体 としては時節柄そう簡単には了承 しか

ねるということになったのです。

プル トニウムを軽水炉 で使 うプルサーマル

については,わ が国では新 しいことですが,

ヨーロッパでは既に実用されています し,炉

心特性 もこれまでの炉心 と比較 して何 ら飛躍

はないので,新 燃料の管理以外には新 しいこ

とがないのですが,国 際的にも話題を呼ぶグ

リーンピースが騒 ぐようなものを電気事業者

から申し込 まれて,「 はいそ うですか」と二つ

返事で了承はできない というわけです。

ここのところを解 きほ ぐす作業を進めてわ

かって きたことは,「 もん じゅ」の トラブルが

高速増殖炉や 日本の核燃料サイ クル,い わば

原子力政策の推進に齪酷をきたす と思われて

いることでした。 しか し,「 もんじゅ」は高速

増殖炉開発の一段階で,こ れを実用技術 とす

るために今後 どういう開発努力が必要かを考

えるための ものですか ら,さ まざまなことが

起こるのは当然です。積極的にさまざまな試

験を行 う場 という性格のプラン トですか ら,

その過程 で思わぬ難問に遭遇 し,思 案投首 と

いうこともあるでしょう。そ ういう性格のプ

ラン トなのです。

ですから,こ うい う試行錯誤の時間は,当

然,原 子力開発計画,あ るいは原子力政策に

繰 り込んであるべ きものであ り,実 際に織 り

込んであるのです。つま り,2030年 頃までに

実用化することを目途に開発するといってい

るか らといって,2030年 からのエネルギー供

給計画にこれを考慮 しているわけではないの

です。開発 目標年度はあ りますが,こ れは今

日,明 日,あ さって何 をすべ きかを考えるた

めの枠組なのです。ですけれ ど,国 民にはそ

うとは見えなかったわけです。

そこで,こ ういう誤解を与えることになっ

たのは,軽 水炉か ら高速増殖炉への道は平坦

な一本道 と見える政策スタンスをとってきた

ことに原因がある,そ ういう誤解 を与えない

ためにより正確な政策整理の枠組を示すべ き

ではないか と考えたのです。

短期,中 期,長 期計画 として整理す る方法

も考えましたが,報 告書に採用されたのは,

原子力利用は3段 階の発展段階を有す るとい

う予言的な ものです。

再処理が 目指す,資 源の有効村用

廃棄物発生の抑制,プ ルサーマルへの期待

司会 いま近藤先生がおっしゃった3段 階の

発展段階ですが,報 告書では,軽 水炉による

エネルギー供給 を主力 とする第一段階,濃

縮 ・再処理の商業化 とプルサーマルを進め る

第二段階,高 速増殖炉利用の第三段階の3段

階に区分 して,政 策の整理がなされています

ね。

近藤 ええ,そ して,現 在は第二段階の入 ロ

にあ り,こ の時期 になすべ きは,第1に はプ

ル トニウム ・リサイクルを原子力発電事業 と

して取 り入れていく,こ れによるエネルギー

供給 を行 ってい くことができるようにす るこ

とであ り,第2に はこの先の高速増殖炉によ

りエネルギー供給を行 う第三段階への準備 と

して高速増殖炉の研究開発を進め,実 用技術

を実証炉 などで確認 してい くこととしたの

で,こ の入口にあたって取 り組むべ き最大の
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問題は,な ぜ我々は使用済燃料 を再処理 して

プル トニウムを利用す るかについて,国 民の

間に共通の理解 を確立することです。我々が

営々 として原子力開発 をや っているのは,原

子力 を21世紀のエネルギー供給 を支 える技術

とす ることにあ ります。 この報告書では,資

源の有効利用 と廃棄物の抑制,こ れは人類が

21世紀においてさまざまな行動 を計画す る際

に考慮すべ き重要事項ですが,こ の観点か ら

再処理による資源の リサイクル利用は望 まし

いことだ としています。 リサイクルの代替案

は使用済燃料の直接処分ですが,軽 水炉の運

転か ら出る使用済燃料,こ れには未燃焼のウ

ランそしてプル トニウムが含まれていますか

ら,そ れをそのまま処分するのは,こ の原則

に反 します。使 えるものはなるべ く回収 し,

本当に使えない ものだけを廃棄物として処分

す る。そうすると結果的に処分すべき廃棄物

の発生量 を少な くす ることが可能にな りま

す。で,そ うすることが21世 紀の技術のとる

べ き姿 ということで,再 処理の道を選択すべ

きとしたわけです。

その結果,回 収ウランとともにプル トニウ

ムを積極的に使ってい くべ きであ り,こ れが

利用可能にな りつつあるこの時期に,電 気事

業者がこれに着手するのは適切 であるとした

のです。

もちろんプル トニウムの利用に あたって

は,核 不拡散への配慮が重要です。米国政府

が現状において再処理を行わないとしている

のも,各 国がこれを行 うと核拡散 リスクが増

大するとい うものです。わが国 としては,「ふ

げん」ですでにプルサーマルの経験を積んで

きてお り,転 用のないことを確認する保障措

置について もIAEAと 協力 してプル トニウ

ム ・リサイクルを念頭において技術の改良開

発 を行ってきています。そこで,こ れ らにつ

いて内外の批判をいただきながら,引 続 き改

良してい くべ きところを改良しつつ,こ れの

利用を次第に拡大 していくことが適切である

と判断 したのです。

十数基に拡大が見込 まれるプルサーマル

司会 次に,今 後のプルサーマルの具体的進

め方はどうなっているのですか。2000年まで,

あるいは2000年 代に,何 基 ぐらいやってい く

かのスケジュールですが。

中富 先ほど近藤先生からも説明され ました

が,わ が国が海外に再処理を委託 し回収 した

プル トニウムを着実に利用 してい くのは,核

不拡散への配慮の観点からわが国の責務であ

ります。 また,こ れから六ヶ所村再処理施設

が稼動 して国内でプル トニウム利用が本格化

します と,プ ルサーマルによるプル トニウム

利用体系の早急な確立が必要です。

具体的には,ま ず,既 に海外再処理によっ

て一定程度のプル トニウムを回収 してMOX

燃料加工の準備 を行 っている一部の電気事業

者によ り,2000年 までに3～4基 程度でプル

サーマルを開始す ることが適当か と考えられ

ています。

それ以外の電気事業者は,国 内外でのプル

トニウム回収状況 などを見なが ら,逐 次計画

的にMOX燃 料の加工その他の準備 を進めて

い くことが必要であると考 えられています。

電気事業者による海外再処理の状況,現 時点

の準備状況などを勘案 します と,2000年 代前

半 にさらに数基程度プルサーマルの追加,

2000年 代後半にはその時期の国内再処理工場

の稼動状況や高速増殖炉の研究開発用の需要
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早 瀬 佑 一 氏

(電気事業連合会 原子力部長)

にもよりますが,全 体では十数基程度まで拡

大すると見込 まれてお ります。

ウラン炉心 に変わらぬ安全性

司会 世間には,プ ルサーマルの安全性に不

安 もあると思います。わか りやす く説明して

いただ くとどうなので しょうか。

近藤 プルサーマルの安全性について注目す

べ き点は2つ あ ります。一つはプル トニウム

を含む燃料 の取扱いに関する安全性,も う一

つがプル トニウムを装荷 した原子炉の安全性

です。

プルサーマル用の使用前の燃料集合体は,

中性子レベルとい うか,放 射線 レベルが高い

ものですか ら,ウ ラン燃料 とは違 った取 り扱

いが必要です。ですけれ ども,幸いに して我々

は既に 「ふげん」でMOX燃 料 をかなり燃や

していて,そ の製造,輸 送,取 り扱いには経

験があり,ま ったく新 しいことを行 うわけで

はあ りません。軽水炉 自体 について も,MO

X燃 料について少数体の照射 を行 ってきてい

るわけですから,そ うした経験に基づいてそ

れなりの配慮がなされれば,特 に問題はない

と考 えてよろしい。

次に炉心については,大 事なことは,ウ ラ

ン燃料 を使用する現在の軽水炉においても,

炉心には運転開始の極 く初期 を除いてプル ト

ニウムがあ り,原 子炉中で起 こる核分裂の少

なか らぬ割合がプル トニウムの核分裂なので

す。

炉心特性は,核 分裂を担っているプル トニ

ウムの割合でおよそ決 まりますか ら,最 初か

らある程度の量のプル トニウムを装荷 した炉

心であってもその特性は今のウラン燃料の炉

心において既に経験ずみといえる範囲なので

す。

もちろんプル トニウムの装荷割合 を大 きく

し,燃 焼度 を上げていきます と,こ れによる

核分裂の占める割合がこれ までの軽水炉のそ

れよりも大きくな りますが,そ れによる炉心

特性の変化 は炉心安全性,こ れは燃料破損に

至る余裕で考えますが,こ れを減 じるもので

はありません。

以上のことから,プ ルサーマルだからとい

ってもプル トニウム装荷燃料 を現在の軽水炉

の炉心の%程 度に装荷す る場合には,そ のた

めに安全上の対応を付加する必要はない,そ

うしなくても,ウ ラン炉心同様の安全性 を確

保できると申しあげられます。

10銭程度,吸 収可能なコス トアップ

司会 プルサーマルの経済性に疑問を持つ向

きもあると思いますが,こ の点についてコメ

ン トをいただければと思います。

早瀬 私 どもも,2月21日,電 事連会長から

電気事業におけ るプルサーマルの全体計画を

発表いたしました。 その際にも,経 済性につ

いての質問が,安 全性 と並んで相当寄せ られ
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ました。 その背景は,プ ル トニウムという特

殊 な物質 を使 うがゆえに,プ ルサーマルはコ

ス ト高にならないかとのご質問でした。

ここでは,例 えば回収プル トニウムか らつ

くるMOX燃 料の取得価格がウラン燃料の2

倍 と仮定 します。原子力発電の発電 コス トに

占める燃料費の割合は,全 体の1割 程度にな

っています。また,MOX燃 料の装荷量は,

今の ところ,全 原子力発電所の燃料装荷量の

10分 の1程 度にとどめることになってお りま

す。 したがって,発 電コス ト全体に与える影

響はさほど大 きくな く,先 ほどの仮定の もと

で も1kWhあ た り10銭程度 とみています。こ

の程度であれば,今 後,燃 料の高燃焼度化,

原子力発電の稼動率向上その他の努力を重ね

ることにより十分吸収可能であり,電 気料金

の値上げには結びつかずプルサーマルを実施

し得 ると考えてお ります。

裏付けを持つ

使用済MOX燃 料の再処理技術

司会 プルサーマルに関連 しまして,MOX

燃料の加工,プ ルサーマル後の再処理 につい

て,電 気事業者の立場からお願いしたいと思

います。

早瀬 繰 り返 しになりますが,電 気事業連合

会は,先 日,日 本原子力発電,電 源開発 を含

めた全電力会社の,プ ルサーマルの全体計画

を発表 しました。その中で,ま ず第一グルー

プ として東京電力 と関西電力が実施す る。そ

の後,他 の電力会社が2010年 までに順次実施

をしてい くというものです。この公表を受け,

東京電力は,早 速3月6日 に福 島,新 潟両県

を訪 問 し,ま ず福 島第一発電所 の3号 機 で

1999年 に装荷開始,そ れから柏崎刈羽発電所

の3号 機で2000年 に装荷開始 という計画 を両

県知事,並 びに地元の方々に説明いた しまし

た。 この後,3月28日 には関西電力と日本原

電が福井県 と地元市町村に計画を説明 しまし

た。今後,他 の電力会社が順次計画 を実施に

移 していきます。

プルサーマルに使 うMOX燃 料は,当 面,

イギ リス,フ ランスに電力会社が委託した再

処理から抽出されるプル トニウムを使用 しま

すので,加 工 もヨーロッパの工場で という計

画です。

さらには六 ヶ所村の再処理工場が操業を開

始 します と,当 然そこからプル トニウムが発

生 します。電力は,こ れにあわせて国内のM

OX加 工工場 を建設す ることを考えてお り,

その加工工場で製造 した燃料を原子炉の中に

装荷 して燃や してい く計画 をもってお りま

す。

使用済MOX燃 料の再処理には,現 在のピ

ューレックス法で可能 と聞いてお ります。海

外,特 にフランスでは既に実績があり,ま た

日本では動燃が東海の再処理工場で一部試験

をや ってお り,技 術的な裏付けは既にあると

のことです。

ただ し,ウ ラン燃料 と違 うMOX燃 料 を効

率 よく再処理するには,最 終的には 「長期計

画」にいう第二再処理工場で実施す るのが適

当であろうと私 どもは考えてお ります。した

がって使用済のMOX燃 料は,現 実問題 とし

ては,再 処理工場が建設されるまでの間,適

切に貯蔵することになろうか と思います。

貯蔵に柔軟性を高める制度整備を

司会 使用済燃料の貯蔵 も重要テーマ として

取 り上げ ちれてお ります。近藤先生か ら何か
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稲 葉 裕 俊 氏

((財)エネルギー総合工学研究所 専務理事)

コメン トございました らお願 いします。

近藤 原子力発電所には使用済燃料の貯蔵施

設があ り,現 在 も使用済燃料が再処理 を待つ

間貯蔵 されています。一方,再 処理工場 をつ

くるときには,そ の経済性 と使用済燃料発生

量の予測のもとに再処理設備 と受け入れ貯蔵

設備それぞれの規模 を決めます。再処理能力

については,例 えば現在の使用済燃料の発生

量が毎年600ト ン,20年 先のそれが2,000ト ン

とします と,い ま2,000ト ンの再処理工場 をつ

くると,当 初は設備が遊んでしまいます。 ど

うして も全ての使用済燃料からなるべ く早 く

プル トニウムを回収 したいとい うなら,い つ

でも十分な再処理能力が必要ですが,そ うで

はなく,経 済性が許すスピー ドでこれを行 う

とすれば,ま ずは800ト ンの処理能力の工場 を

つ くり,経 済性 を見極め,必 要ならばさらに

技術開発 を行ってか ら1,500ト ン程度の第二

工場をつ くることになります。 したがって,

この間処理量である800ト ンを上廻って発生す

る使用済燃料は貯蔵 されることにな ります。

問題は,こ の再処理 を待つ間の貯蔵場所 を

どこにするかですが,選 択肢 としては3つ あ

ります。一つは,使 用済燃料の発生する発電

所内で,二 つ 目が将来再処理工場 を建設す る

敷地 内に早 くか ら貯蔵する方式,三 つ 目は発

電所外 に貯蔵場所 をつ くってそこに貯蔵す

る,い わゆる敷地外貯蔵 です。常識的に考 え

れば,発 電所にはさまざまな制度的な管理 シ

ステムができていますか ら,そ の貯蔵施設の

能力を増や してい くのが一番経済的であるは

ずです。 もちろん,将 来の再処理工場の貯蔵

施設 を先行 して建設 し,こ れを利用するの も

当然に考 えてよい方法です。フランスではこ

の方式を採用 していると聞いています。 しか

し,こ れを含めて,敷 地外貯蔵を否定すべ き

理由はありません。

そこで今回は,電 気事業者が再処理能力の

将来計画 との関係において発電所におけ る必

要貯蔵量 を見極め,こ れを実現可能ならしめ

るように地域社会のご理解を得てい くことが

重要 としつつ,そ の上で運用の柔軟i生を増す

ためサイ ト外の貯蔵についても,こ れが実施

可能であるように所要の制度の整備 をしてお

くべ きとしています。

実績をもつ使用済燃料の貯蔵技術

司会 電気事業者は,現 在 どのような問題 を

かかえているのか,ま た地元か らどのような

声があがっているのか,お 話 しいただければ

と思います。

早瀬 この使用済燃料の問題は,原 子力発電

を続ける限りついて回る,古 くて新 しい課題

と認識してお ります。特に立地地域か らは,

当面の使用済燃料の手当てだけでな く,長 期

的な視野に立って,国 と電気事業者が全力を

挙げて解決 を図るよう強 く指摘 されてお りま

す。い くつかの発電所で,遠 か らざる至近年
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に,貯 蔵容量を超 える見込みです。 これ らに

ついては,地 元の自治体など,皆 さんのご理

解 をいただき貯蔵容量の増強をいたしたいと

考 えてお ります。

しか しなが ら,こ の工事 を行 ったとしまし

ても,2010年 ごろには新たな対策が必要にな

ります。この時には従来の発電所内貯蔵 とい

う方式のみでなく,発 電所外貯蔵 も含めた新

しい貯蔵の考 え方の構築が重要であ り,原 子

力部会の中間報告書にも示されてお ります。

この点については国と電気事業者が協力 し,

この度設置された 「使用済燃料検討会」で検

討 を進めていきたいと考 えてお ります。

具体的な,使 用済燃料の貯蔵方式 として,

水プールの貯蔵方式,そ れからキャスク,サ

イロ,ボ ール トなど,い くつか方法があ りま

す。そのうち,水 プール貯蔵 とキャスク貯蔵

は発電所内貯蔵 として,日 本国内でも実績が

あ ります。サイロ,ボ ール ト貯蔵についても,

技術的には特段の困難はないと考えてお りま

す。

このような技術的問題の他に,発 電所外貯

蔵 に向けた今後の課題には,事業の位置づけ,

実施主体,地 域共生のあり方,最 後に,具 体

的立地点の選定方法などい くつかの課題があ

ります。 この辺 を,先 ほど申しました検討会

その他の場で検討 し,発 電所外貯蔵の実現に

向け努力をしてまい りたい と考 えてお ります。

期待される高速増殖炉懇談会の検討

司会 高速増殖炉 についての記述は,前 回の

原子力部会 の報告書に比べて少いよ うです

が,こ のあた りの経緯,こ れか らの対応につ

きましてお願いします。

中富 高速増殖炉につ きましては,ご 存 じの

ように,「 もんじゅ」事故の原因究明作業が続

いてお りました。原子力委員会 も,平 成8年

10月,「 もん じゅ」の今後の取 り扱いを含めた

高速増殖炉の開発のあ り方について,新 たに

「高速増殖炉懇談会」 を開催 して検討を進め

ることを決定 しております。

したがいまして,今 回の原子力部会 では,

従来ほど深 く議論 はしてお りません。ただ,

高速増殖炉は大規模かつ長期の開発 を必要 と

し,将 来的に核燃料サイクルの中核になり得

る技術であり,将 来重要な役割 を担うもので

すか ら,今 回の報告書は,「今後この高速増殖

炉懇談会で広範かつ十分な議論が行われるこ

とを期待する」ということになっております。

急がれる処分 ・廃止方策全体像の確立

司会 放射性廃棄物の処分や原子力発電所の

廃止措置が含 まれるバ ックエン ド対策 も,今

後の主要な課題です。これまでになされた議

論や今後の方向についてご紹介いただきたい

と思います。

中富 原子力発電に対 して国民の皆さんがも

つ不安の理由の一つに,放 射性廃棄物処分な

どのバ ックエン ド対策の遅れがあるのは事実

と思 っています。バ ックエン ド対策の未整備

に対する国民皆さんか らの強い批判を厳粛に

受け とめ,制 度整備 と事業化 を早急に進めて

い くことが必要 です。

高レベル放射性廃棄物の処分対策について

は,2000年 を目安に処分事業の実施体を設立

すべ く,い ま,関 係者間で検討が進め られて

います。その時点までには,資 金対策や安全

に対する国の責任のあり方を含め,処 分方策の

全体像を示す必要があると考えてお ります。

また,地 層処分の安全性に対する国民の関
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心が高いので,研 究 を通 じて処分の安全性を

明らかにし,国 民の皆さんにわか りやす く説

明することが重要です。

その他の放射性廃棄物についても,処 分制

度の整備 を進め るこ とが必要 と考 えていま

す。

原子炉の廃止措置については,原 子力部会

の もとに,「 原子炉廃止措置対策小委員会」が

設け られ,こ としの1月,ご 報告 をいただき

ました。 そのなかで,原 子力発電施設解体の

基本的な手順や安全確保のあり方 を示す とと

もに,炉 内構造物 などの低 レベル放射性廃棄

物の処分方策 とか,放 射性廃棄物 として扱 う

必要がない廃棄物を区分するクリアランス ・

レベルの設定など,解 体廃棄物にかかる制度

整備が主要な課題 である,と 指摘 されてお り

ます。今後,2000年 代初頭にも廃止措置に関

わる手続 きが行われ ると予測 され,国 としま

しても制度整備が必要 と考 えてお ります。

司会 バ ックエン ド対策について,今 後の進

め方に対する電気事業者のお考 えをお伺い し

たい と思います。

早瀬 電気事業者は,国 と同様 な考え方で協

力してまい りましたし,こ れからもそのつ も

りです。

ここで,一 言だけ申し上げたいのは,日 本

原子力発電の東海1号 炉が,平 成10年3月 に

廃止にな ります。 これは,日 本の商用炉 とし

て初めてのデ コミで,地 元のご理解 を得 なが

ら,安 全に,か つ効率的に,こ の作業 を進め

てまい りたい と考えてお ります。

そのなかで,先 ほどお話があ りました放射

性廃棄物 として扱 う必要のない クリアラン

ス ・レベルが,非 常に重要な一つのポイン ト

だ と思ってお ります。これには,当 然なが ら

国民的合意 という大 きな課題 とともに,合 理

的なレベルの設定に向け,厚 生省 も含めた省

庁を超 えた対応 をぜひお願い したいと思いま

す。

異例の閣議了解 核燃料サイクル推進方策

司会 今回の報告書 を受け,政 府,原 子力委

員会はどのような対応 をとられたので しょう

か。

中富 中間報告書は,本 年1月20日 に出され

ましたが,原 子力委貝会へは,審 議の途中か

ら審議状況 をご報告 し,同 委員会 で同時並行

的に検討を進めていただきました。その結果,

原子力委員会においても,1月31日 に当面の

核燃料 サイ クルに関す る具体 的な施策 とし

て,使 用済燃料の問題,プ ルサーマルの推進

策などの主要項 目についての決定が行われ,

その後,2月4日 にこの決定 を踏まえた核燃

料サイクル推進方策 ということで,閣 議了解

をいただいてお ります。

原子力委員会の決定事項がさらに閣議了解

されるのは異例ではありますが,今 回の決定

に盛 り込まれた,例 えば使用済燃料の問題,

プルサーマルの推進策,さ らには,国 民皆さ

んか らの信頼回復 といった問題が極めて重要

で,か つ国民的議論を踏 まえた上で解決すべ

き課題であった,と いうことによるものであ

ります。

その後,通 商産業大臣,科 学技術庁長官の

両大臣か ら,2月14日 には福井県,福 島県,

新潟県の3知 事に閣議了解の内容 を説明させ

ていただいてお ります。私 ども資源エネルギ

ー庁は,2月 か ら3月 にかけ,例 えば福井県

議会など,ご 要望 をいただいた地元自治体に

対 して,プ ルサーマル計画についてご説明さ
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せていただ く機会 を設けてお り,今 後 とも地

元を中心に国民の皆さんへのご説明を続けて

いきたいと思ってお ります。

お わ り に

不退転の覚悟で推進 したい

核燃料サイクルの諸問題

司会 プルサーマルに限 らず全般にわたり,

今回の中間報告書の意義,評 価につきまして,

電力業界のコメン トをお願いしたいと思いま

す。

早瀬 「もん じゅ」の事故から早 くも1年 以

上たちました。

この間,国 民の間に広がった原子力政策に

対する不信,不 安に応えるため,今 回,原 子

力部会を再開 していただき,ま た,や り方 も

従来 とは大 きく変えて,地 方自治体 との意見

交換,「 一 日総合エネ調」の開催,ま た原子力

部会の公開など,非 常に積極的で,か つ幅広

い取 り組み をされた通産省 な らびに委員 の

方々に深 く感謝申し上げたい と思います。

もう一つは,基 本政策小委の報告では将来

のエネルギー需給の観点か ち原子力の必要性

について,ま た原子力部会の報告からは原子

力開発の方向性について,さ まざまな観点か

ら明確に示 され,ま たタイ ミングよ く出 して

いただ き,大 きな意義があったと思 っていま

す。なかでも,プ ルサーマル計画や使用済燃

料対策は,ま さに動 き出した ところであり,

今後具体的に進める方向のきっかけをつ くっ

ていただいたことは極めて重要だと考えてお

ります。

今後,こ の二つの中間報告の内容に沿って,

原子燃料サイ クルに関す る諸課題 を一般の

方々のご理解 を得つつ,不 退転の覚悟 をもっ

て推進 してまい りたいと考 えてお ります。

司会 いろいろと重要なポイン トについてす

でに話が出ていますが,今 後の原子力開発の

進め方について特に強調されたい点,あ るい

は言い残された点が ございましたら,そ れぞ

れの方か らお願 いします。

試行錯誤 と大胆に変化を試みる政策を

原子力開発は世界に貢献で きる

ビッグチャンス

近藤 一番大事 なのは,い まや我々は,必 ず

しも先例がない領域に入 りかけているのであ

って,問 題 を創造的に解決 していかなければ

ならない時代にあります。

技術的にもお手本が少なく,社 会面では先

ほど申しました四極構造のゆえに生 じる複雑

な運動を現実 と受け とめて,責 任 を果 してい

かなければならない,そ のための答を創 り出

していかねばならない,そ ういう時代にきて

います。ですかち,こ れからの原子力開発に

は,そ うした試行錯誤が必然的に伴 うという

ことを計画に織 りこんで,あ るいは時宜に適

った変化 を大胆に試みる政策を考えることが

一番大事だと思います。

もう一つは,さ はさりなが ら,基 本に還 る

といいますか,我 々はなぜ原子力を利用する

かについて常に反劉し,国 民 と理解 を共にす

ることが必要 です。

過 日,あ る放送局のインタビューで,「こん

なに しょっちゅうトラブルが起 こるなら,原

子力はもうやめた方がいいというのが国民の

声ではないですか」と言 うのです。そこで私

は答えました。「本当にそういうことを貴局は
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言われるのか」 と。例 えば,通 信衛星 も失敗

したし,ハ イビジョンも失敗,そ れでも今 日

があるのではないか,し か もそれは珍 しいこ

とではない,科 学技術の歴史を見ます と,さ

まざまな成功の陰にはい くつ もの失敗が あ

り,ト ラブルがある。それを乗 り越えて現在

われわれの享受 している技術が実用域に達 し

ているのです。ですから,1回 や2回 の失敗

でやめてしまえとい う声があれば,貴 局は自

らの例 を引いてその不当さを説明すべ きでは

ないか としたのです。環境制約のなかで,人

類が等 し く豊か な生活をエ ンジョイす るに

は,技 術的選択肢 を最大限利用す る努力をす

るとともに,原 子力の大 きな供給力を開発利

用 してい くことが必要です。

化石燃料は,残存資源量が減少す るにつれ,

値段が上昇す るで しょう。 日本は石油,石 炭

を買うことはできますが,世 界経済は全体 と

して高エネルギー価格体系へ移行するでしょ

う。それが地上の多 くの人にとって何 を意味

す るのでしょうか。

また.わ が国は,地 球温暖化防止の国際約

束のなかで,絶 対値 としてのCO、 放出量の抑

制 を表明 しています。たとえ金で石油や天然

ガスが買えた としても,化 石燃料は使えない

のです。他のエネルギー源 を探さなければな

りません。温暖化防止は,ひ とり日本のため

に とどまらず,全 人類が直面する問題です。

これを突破する手段 として,原 子力 を正 しく

安全に使 えるようにすることは,日 本が世界

に貢献できるビッグチャンスで もあるわけで

す。原子力のそういう役割 を国民 と共有 でき

ないはずがないわけで,そ の努力を惜 しんで

はならないと思います。

双方向交流の契機に

中富 今 回の原子力部会の中間報告 に関す る

私 どもの立場は,一 つは取 りまとめの事務局

としての立場でしたが,も う一つは,い ただ

いた宿題を解決すべ き行政機関としての立場

でもあるわけです。

今回の原子力部会の審議に際しては,全 般

を通 して議論 を公開し,地 元の方々 との意見

交換の場 を設けるなどの新 しい試みをしまし

た。 また,報 告書の中で も,一 方的な情報提

供ではな く情報の双方向の交流が重要,と の

ご指摘をいただ きました。

その意味で,私 ども行政 を担 う側,ご 指摘

を受けてこれか ら課題を解決 してい くべ き側

としましては,今 回の原子力部会は今 までの

行政手法 を大 きく変える契機 になった と思っ

てお ります。国の行政は,従 来,や や もすれ

ば一方向のご理解,ご 協力を求め る進め方で

あったとの反省があ り,今 後,双 方向の議論

といいますか,意 見の交流を通 じて,国 民の

皆さんの考 えをいれた行政 を進めるきっかけ

になったと思ってお ります。

計画変更は事前合意のもとに

早瀬 今 回の原子力部会,そ れから原子力委

員会が開いた「円卓会議」,こ の辺が昨年の大

きなイベン トか と思いますが,私 どもも議論

を拝聴 して,透 明性 とわか りやすさ,こ れが

これからの原子力政策のキーワー ドであ り,

われわれ事業者 としまして も,今 後,常 にこ

の2点 を念頭に置いて進めていきたいと考 え

ています。

若干申し上げたいのは,変 化の激 しい今の

世の中で,原 子力を取 り巻 く情勢 も常に変転
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しています。そのなかで,揺 るぎな く守って

い くべ きで基軸は,核 燃料サイクル路線であ

りプル トニウム利用路線であると思います。

しか し,一 方に情勢変化に合 わせて変えざる

を得ぬ事項 もあ り,こ れには,大 胆,か つ柔

軟な対応が必要です。この,あ る意味での二

律背反 を,行 政は政策の上で,ま たは事業者

は事業の上で どう実現 してい くか という難 し

い課題が これか ら出て くると思います。その

なかで一番重要な点は,計 画を変更あるいは

修正す ることが必ず出てきますが,そ の際に

は,そ のポイン トを国民の前に明らかに して

理解 と合意を得 る努力,こ れを行 うべきと思

います。

もう一点申し上げたいのは,先 ほど,100年

という時間軸を申し上げましたが,今 後の原

子力は立地地域 との共生 というローカルな課

題 と同時に,今 回二回目のガラス固化体が ヨ

ーロッパから返還 されていますが,今 後のM

OX輸 送 も含め グローバルな課題 もあり,空

間軸 も大いに拡大 します。このような新 しい

時代のなかで,古 い世代に代わって鋭敏な複

眼を持 った若い人に,こ れか ら大いに期待 し

たいと考 えてお ります。

政策提言能力を備え

調整役を果せるエネ総工研に

司会 私 どもの研究所では,エ ネルギーの全

般にわたる調査研究 を中心に活動を進めてお

り,原 子力の分野にもかなり力を入れてお り

ます。今回の原子力部会の議論を踏 まえつつ,

今後の当所の役割に対する期待 など,近 藤先

生からお話 し願えれば と存 じます。

近藤 この1年 間,部 会の場で議論 してつ く

づ く感 じましたことは,こ の分野の問題を正

しく分析 していて,人 々 との情報交流に利用

できる素材あるいはその分析の場が実に不足

していることです。

アメリカには,非 常に識見の高い専門家の

集まりであるナショナル ・アカデ ミー・オブ・

サイエンス,ナ ショナル・アカデ ミー・オブ・

エンジニア リングという非政府組織があ り,

国からの要請で,実 にたくさんの政策分析 レ

ポー トを出し,行 き届いた政策提言をしてい

ます。 日本では,政 策分析 と提言は行政の中

でなされ ることが多いのですが,今 後の行政

の簡素化,時 代の方向を考えます と,こ のよ

うなNPO(非 営利団体)の 持つ専問的政策

提言機能がますます重要 になってきます。 こ

の研究所が高い政策分析能力 を持ち,か つN

POと して具体的に政策提言していただ くの

が非常に重要になって くると考 えます。

特にエネルギーは,経 済社会 を支える非常

に重要な要素であるにもかかわらず,わ か り

に くいところがあります。ニュー トンの万有

引力の法則に も,エ ネルギーの概念がないの

.です。エネルギー とい うのは,そ の存在があ

まりにも普遍的で認知 しがたい。 しか し,国

民生活の非常に多 くの場面に密接な関係 を持

っているので,こ のことを踏えてよろしく啓

発 をお願いしたい。

もう一つは,科 学技術立国を目指すわが国

に とって,技 術開発の動向,科 学技術の進展

とエネルギーに係わるさまざまな事業 との相

関を分析 し,ア カデ ミーの方へ問題 を還す調

整役 というかインタープ リターの役割 を果す

組織の存在が非常 に重要です。この役割を期

待 したいのですが,そ のためには国民 と学界

の双方にインターフェイスをもたねばなりま

せん。最近の情報技術 を高度に利用 してそう
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したインターフェイスを形成利用 して,こ の

役割を果 していただけたらと思います し,理

事の一人として微力なが らお手伝いしたいと

思います。

司会 本 日は,大 変お忙 しいところ,有 益 な,

参考にすべ きご意見をわか りやす くお話 して

いただき,まことにあ りが とうございました。

ところで,こ の座談会の3日 前,動 燃 ・東

海事業所 のアスファル ト固化処理施設で火

災 ・爆発事故がありました。現在,原 因その

他 を調査中で詳細不明ですが,わ れわれ原子

力関係者にとって反省すべ き教訓を含み,今

後の原子力推進に難 しい課題 を残すことにな

るか と思います。

機会があ りましたら,こ の件につ きまして

も,ま たお話 を伺 いたい と思いますが,本 日

は時間が参 りましたので,こ こらで終了させ

ていただ きます。あ りが とうございました。
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〔特 別 講 演〕

グ ロー バ ルエ ネ ル ギ ー 戦 略*

山 地 憲 治(東 京大学 大学院工学系研究科 教授) 』

は じ め に

山地でございます。実は私,東 大原子力工

学科の卒業でして,エ ネルギー総合工学研究

所理事長の秋山守先生は恩師であ り,学 生時

代には先生から熱工学,流 体力学の講義 を受

けました。

大学院修了後,電 力中央研究所に就職 し,

その中でいまは名前 を経済社会研究所 と変え

ていますが,当 時は経済研究所 といいました

技術経済研究部門に入所 しました。

私は,大 学院では,い ま 「もん じゅ」など

で問題になっていますプル トニウム燃料の長

期運用 を主な研究テーマにしてお りました。

原子力の長期的な役割の研究でしたから,原

子力 を単に技術的に見 るのではな く、社会経

済のなかでのエネルギーの役割,特 にそのな

かでの原子力などのエネルギー技術の役割,

これを 「技術評価」 とか 「技術予測」 と呼び

ますけれ ども,そ ういう分野 を研究す るよう

にな りました。

この分野は、ちょうど技術 と経済の境界領

域 となります。いまも同 じと思いますが,電

中研の経済社会研究所の中には、私のように

工学系を出たけれ ども経済学の手法を使って

技術経済分野の問題 を扱 う部門があ り,そ こ

で17年 余 り勤務 しました。大学に戻 りました

のは,つ い2年 ほど前であります。

さて,き ょうは 「グローバルエネルギー戦

略」 という大層なタイ トルを頂戴 しました。

それは,1995年 にこういう名前の本 を,横 浜

国立大学の藤井康正先生 との共著で電力新報

社か ら出版 したからだ と思います。幸運にも,

この本が第16回 エネルギーフォーラム賞の受

賞に恵まれましたことか ら,秋 山理事長か ら

それをテーマにした講演 をとのお話があり,

そのまま使わせていただいた次第です。

藤井 さんは,私 より15歳ほ どお若い方で,

大学院の博士課程時代に,世 界全体 をカバー

す るエネルギー モデルをつ くり,そ のモデル

を使ったCO2対 策技術 の評価で学位 を取 ら

れました。大規模 で,か つ,政 策研究に適用

性 もあるという点で,日 本人がつ くった初め

ての本格的エネルギーモデルでして,そ の紹

介が実は本の主眼でした。

ただ,モ デルによる解析は多くの数値 を扱

ってお り,前 提,方 法論,最 適化の手法など

いろいろ複雑にな りますが,き ょうは口頭で

〔事務局注〕

※ 本稿 は,昨 年11月15日,当 所 の第2回 賛助会員会議におけ るご講演 をテープ起 こしした もの です。
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のお話ですので,同 じテーマのまま,そ のモ

デルによ りどんな問題の解析 を目指 したかを

中心にお話したいと思ってお ります。

エネルギーを見る視点の拡大

まず,表 題の 「グローバル」 という言葉で

す。 これはそもそ も 「地球的」 ということで

すが,も う少 し一般的には 「全体的」 という

意味があります。私のエネルギーモデルの解

析あるいは技術評価の視点 も、できるだけ大

きな視点か ら見詰めたい という意味が込めら

れてお り,「エネルギーを見 る視点の拡大」と

いうヘディングを持 ってきたわけです。

「トリレンマ」問題の解決 に

求められる視点の拡大

最 初 に,「 ト リレ ン マ 」とい う面 白い 言 葉 は,

皆 さ ん ど こ か で お 聞 きに な っ た と思 い ま す

が,一 体 どな た の 造 語 か とい い ます と,私 は,

た ぶ ん 電 力 中 央 研 究 所 理 事 長 の 依 田 直 さん の

言 葉 か と思 い ます 。 依 田 さ ん は,就 任 直 後 か

ら,し ば しば こ の 「ト リレ ン マ 」 とい う言 葉

を所 内外 で 使 われ て お りま した 。

「ジ レ ンマ 」 とい う言 葉 が あ りま す
。2つ

の もの が相 並 ば な い,矛 盾 して い る,あ ち ら

立 て れ ば こ ち らが 立 たず とい うの が 「ジ レ ン

マ 」 で す け れ ど も,エ ネ ル ギ ー 問 題 は,そ の

「ジ レ ン マ 」で 表 現 で き るほ ど単 純 で は な く
,

「3す くみ 」とい う言 い 方 を さ れ るわ け で す
。

そ の3つ は 何 か と い い ます と,一 つ は,成

長 で す 。 エ コ ノ ミー と言 っ て も よ く,Eで 表

せ ます 。 つ ま り,グ ロー バ ル に 見 ます と,日

本 とか 先 進 国 は成 熟社 会 に 入 り,人 口 も安 定

化す ると言われています。 ところが,発 展途

上国の経済成長はこれか らです。そうします

と,エ ネルギー需要は,そ の増大する経済に

伴い,省 エネ努力を行 って も,や は り増加 し

てきます。エネルギーは,こ の成長するエ コ

ノミーに対 して供給 を確保 しなければなりま

せん。これが問題の一つです。

次は,エ ネルギー資源の問題でして,こ れ

には量的な制約があ り,70年 代に起こった問

題です。石油危機 というのは,当 時,石 油資

源の供給確保に対す る不安がベースにあった

から発生 したのです。OAPEC(ア ラブ石油輸

出国機構)と い う中東の政治的組織が,第 四

次中東戦争 をきっかけに石油禁輸措置を発動

し,わ れわれにとって非常に印象に残 った歴

史的事件になったわけです。つまり,需 要 に

対する資源供給不足の問題でした。いかに し

て資源供給源 を拡大 し,増 大するエネルギー

需要に対 して資源 をどのように して安定的に

確保す るか ということは,今 で も重大 な問題

です。

「トリレンマ」 をエネルギーか らさらに拡

げていいます と,食 糧 も含めて増大する人口

が求める需要 を,地 球の有限な資源でもって

いかに満 たしてい くか ということが基本構造

になるわけです。

ところが,エ ネルギーに関 して言えば,資

源はかな りあるのです。100万年 というような

オーダーでは無理 でしょうが,人 間には長い

数十年間か ら100年 というオーダーで見 ます

と,石 油は別にして,石 炭は数百年は十分あ

るわけです。石炭の確認資源量は,石 油換算

1兆 トンのオーダーでして,一 方にはさほど

多くない との見方もありますが,十 分にあり

す ぎて未探査の地域があ り,潜 在的には もっ

一24一
季報エネルギー総合工学



と た くさ ん あ る の で す 。 で す か ら,こ れ に 原

子 力 そ の他 を加 え れ ば,何 とか な るわ け です 。

現 在 の い ちば ん の 難 問 はや は り環 境 問 題 で

して,EnvironmentalProtection,Economic

Growth,EnergySecurityの 「3E問 題 」 の

一 つ を構 成 して い ます
。環 境 問 題 の な か で も,

ロー カ ル な 公 害 問 題,あ る い は,せ いぜ い 国

境 を越 え て 問 題 に な る酸 性 雨 に 関 して は,地

域 的 な解 決 策 の 見 通 しが か な りあ るわ け です

け れ ど も,い ち ば ん 大 き な地 球 温 暖 化 問 題 に

関 し て は,い ま の と こ ろ殆 ど見 通 しが な い わ

け で す 。

先 ほ ど 申 しま した エ ネ ル ギ ー 資 源 問 題 の 解

決 に 期 待 の 大 きい石 炭 が,こ の 地 球 温 暖 化 の

対 策 面 で はCO、 排 出 量 が 多 い と い う重 大 な

欠 点 を持 って お り,こ の3つ のE,す な わ ち

経 済 成 長,エ ネ ル ギー 資源 供 給,環 境 とが3

つ す くみ に な る とい うこ とで,こ れ を 「トリ

レ ン マ 問 題 」 と言 っ て い るわ け で す 。 グ ロ ー

バ ル に考 え た と き,基 本 問 題 構 造 と して 非 常

に大 き く巧 み に と ら え て い る言 葉 で し て,こ

の 対 策 は,当 然,大 きな視 点 か ら考 え るべ き

で あ ります 。

主役不在 となる

「複合エネルギー」の時代

「複合エネルギーの時代」,こ れは通産省オ

リジナルの言葉 です。私がここでお話 したい

のは,大 学で原子力工学科 を選んだ動機で し

て,実 は子供の頃からエネルギーの問題にす

ごく興味があ りました。それで,石 炭,石 油,

核融合 とかいろいろ勉強をし,私 はエネルギ

ーには主役がいるもの と,い つ も思 っていま

した。薪炭か ら石炭の時代に移 り,21世 紀後

半は石油の時代になって,私 が工学科 を選ぶ

頃には,次 の主役は原子力だ と思っていたわ

けです。

エネルギーには常に主役が存在 し,そ の主

役が交代 してい くというイメージを持 ってい

ましたが,私 も原子力工学科卒業以来すでに

25年,そ の間,技 術評価 をやってまい ります

と,そ ういう単純 な話ではないと思 うように

なりました。そのことがこの 「複合エネルギ

ー」 とい う意味なのです。

実際に,過 去の歴史を見ます と,石 炭は大

きなシェアを持 ったこともあ り,そ の意味で

は主役でした。石油 も,シ ェアは40%止 まり

でしたけれ ども,エ ネルギー と言えば石油 と

いう時代がかな り続きました。しか し,今 後,

この 「トリレンマ問題」の解決に向け,資 源

の枯渇,地 球温暖化 という究極的な環境問題

に対処するには,一 つの主役をつ くるのでは

な く「複合エネルギー」でい くことになろう,

というのが私の基本的な考 え方です。

時間的には2100年 までの拡大を

地球温暖化問題は,地 理的には明らかに地

球規模 で考 えるべ き問題 です。 しか し,案 外

見過 ごされているのが時間的範囲です。

COP3(気 候変動枠組み条約第3回 締約国

会議)が,1997年12月,京 都で開催 され,し

か も議長国を務める 日本政府は,「一人当た

り」の表現ですが,2000年 のCO2排 出量を90

年水準に安定化すると表明しています。人口

は,1990年 と2000年 では3%も 違いませんか

ら,実 際上は 「総量」 と言って も大差はあり

ません。そこで,そ ういう非常に短期の問題

か といいます と,実 はそうではな くて,地 球

温暖化 という環境問題 資源枯渇 とい う地球

レベルの問題 とも,や は り21世紀 を通 して考
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えるべ き問題です。ことを急いで2000年 まで

に解決 しようとします と,人 工的に非常に問

題 を難 しくして,む しろ判断 を誤 らせる面が

出るのではないか と見ています。

2100年 にします と今度は不確実性が増えて

はきますが,視 点を拡大す るという点か らは,

時間的範囲はやはり2100年 ぐらいまで広げる

べ きと考えてお ります。

評価の範囲は

ライフ ・サイクル ・アセスメン トで

私は,長 年,技 術評価をや ってお り,技 術

評価には常に3本 の柱があると教えられ,ま

た,人 にも言ってお ります。 その一つ 目が経

済性,2番 目がセキュリティあるいは供給安

定性 と言いますが,そ して3番 目が環境です。

そういう視点で昔どうや っていたか といい

ます と,一 つの発電技術について,発 電 コス

トや資源賦存量の計算,あ るいは,資 源生産

地の分散 など一 それ らをエン トロピー指標

などいろいろ工夫 してや っていたわけです

が,そ ういう評価が,発 電技術評価 というわ

けです。

特に環境問題になります と,私 が電中研に

入った1970年 代に,チ ャップマンとい う人の

「エネルギー ・アナ リシス」 という論文があ

りました。いまでいうとLCA(ラ イフ ・サ

イクル ・アセスメン ト)で すが,そ の中で展

開された主張は,『原子力発電は石油代替エネ

ルギーの役割 を担 うということで開発されて

いる。 しか し,原 子力発電所を造 るときに大

量の鉄 とコンクリー トを使 い,か つ,軽 水炉

に使用するウランの濃縮過程 は,い までこそ

遠心分離法が多いのですけれど,当 時はガス

拡散法が殆どでしたので,コ ンプレッサー を

多用 し,電 力消費が大 きい。そうします と,

原子力そのものは石油に代替するか もしれま

せんが、原子力発電所の建設,ウ ラン濃縮 に

投入す るエネルギー を考えます と,原 子力発

電が生産するエネルギーは,イ ンプ ット段階

でかなり必要 とし,ア ウ トプッ トか らその分

は差 し引かれるべ きである。その点 を考 えた

とき,原 子力発電は必ず しも石油代替になら

ない可能性がある』 という主張です。

チャップマンはそれを当時 としてはかなり

正確に計算 し,建 設や燃料に所要す るエネル

ギー投入に対 して,原 子力発電所が30年 間正

常に稼働すれば,投 入エネルギー を十分上 ま

わるエネル ギー を産出す る と述べ たわけで

す。

ところが,原 子力発電所を連続 して建設し

ているとき,運 転中の原子炉数に対 してまだ

建設中や運開して試運転状態のものが多い状

態,そ ういう段階で計算 します と,原 子力発

電は,エ ネルギー ・インプ ットのほ うが多 く

なるときもあるわけです。この点を誤解 して,

原子力は石油の代替にな らないなどという主

張 もみ られました。

また,高 レベル廃棄物処分,こ の処分方法

は未確定ですが,例 えば,1000年 メンテナン

スするの を,も しパ ッシブなクー リングでな

く何かアクティブなクー リングを施すのであ

れば,そ の1000年 分のエネルギー投入 を考 え

るとバランスしないとか,そ ういう議論があ

ったわけです。

私 自身 も,1970年 代頃,そ のあたりを明確

にするため,エ ネルギー ・アナ リシスという

意味でのLCAを やってお りました。電中研

の何冊かの報告書の中では,原 子力は ライ

フ ・サイクル ・アナ リシス的に見ても正味工
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ネルギーはプラスになると述べてお ります。

コカコー ラ社 などは,実 はLCAを1960年

代の後半頃かちやっていました。当時すでに,

ボ トルの リサイクルについて,製 作,回 収,

洗浄と輸送 とい う全サ イクル を考 えた環境 イ

ンパ ク トの調査 をしていたのです。

それがいま地球環境の時代になって,特 に

CO2の 排出量 を,い まのエネルギー ・アナ リ

シスと同 じような形で,一 つの技術のライフ

サイクルを考えた トー タルの環境 インパ クト

を評価する動 きが強 く出てお り,ISO(国

際標準化機構)の14000シ リー ズのなかで も,

LCAの 一つのスタンダー ドをつ くろうとい

う方向にあるわけです。

それがなかなか難 しいのは,私 自身エネル

ギー ・アナ リシスの経験からよ く分か ります

が,ル ールを決めればす ぐ実施可能 というも

のではありません。数多 くのデータ設定に大

変な苦労が必要です。しか し,LCAの ような

評価が注 目されるのは,こ れは非常にいいこ

とだと思っています。世の中はいろいろと関

連が多 く,一 つだけ取 り上げて議論 しても意

味ないか らです。

リターナブルなガラスビンとワンウェイの

ペ ットボ トルとで,ど ちらが環境インパ ク ト

が少ないかは,実 は簡単 には分からないので

す。 ビンを リサイクルすると,ビ ン自体の消

費は減 りますから一見環境にや さしそうです

けれども,重 たいビンを運ぶときに消費する

エネルギーや洗浄に伴 う環 境インパ クトを考

えます と,ど ちらがいいかは予断はできず,

やは り評価 してはじめて分かる問題です。こ

のような考 え方は,今 後のエネルギー システ

ムの評価に非常に重要 な視点の拡大 と言えま

す。

対策には需要サイ ドまで含めて

私は,1980年 代に,米 国電力研究所(EP

RI)へ1年 半ほど行 っていました。そのと

きアメリカで、いまは「DSM」(デ ィマン ド・

サイ ド・マネー ジメン ト)と 言っていますが,

当時は 「ロー ド・マネージメン ト」 と呼ばれ

た電力負荷調整の研究に興味を持 ちました。

要するに,電 力会社から見ますと,従 来の考

え方は,需 要は所与の条件 でした。与えられ

た需要に対 してコス トミニマムで安定供給す

る義務を負ってお り,夏 の需要 ピークに対 し

て必要な余裕 をもった供給設備 を持つ,と い

う考 え方で供給力を構成 していたわけです。

ところが,お客 さん とある供給契約 を結ぶ。

熱源機器の中には,例 えば冷暖房 とか温水器

などは給電中に短いOFFを 入れてもサー ビ

スがす ぐには落ちないようなON,OFFの 仕

方があるわけです。そうします と,ピ ー クの

時間帯には,お 客さんを幾つかのグループに

分け,ON,OFFす るグループが重ならない

ように電力会社 が遠隔操作 で直接調整すれ

ば,そ れによりピー ク需要を下げられ るわけ

です。いま九州電力では,NEDO(新 エネル

ギー・産業技術総合開発機構)の 委託 を受け,

私 も実は一時エネ総工研 の研究委貝会の一人

で したが,そ ういう直接負荷制御によるDS

Mの 実験研究をやってお ります。

アメ リカで も,負 荷 を下げるほ うがむしろ

負荷を所与の条件にして供給側で対応するよ

り遙かに安 いということで,80年 代初めから,

DSMを 電力会社のマネー ジメン トの中に取

り込む方策がなされていました。

私は,こ れは非常に面 白い と思い,日 本に

帰って聞いてみます と,日 本は実はや ってい
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たのです。 日本には,大 口の需要家 とある意

味では相対でや る 「需給調整契約」 というの

があ りました。いろいろな形態があ り,負 荷

曲線を修正するとか,あ るいは夏期昼間ピー

クの対応に夏休 の期間を調整するとか,あ る

いは,送 電 を緊急時に停止す る,停 電予告 で

きる,リ レーで瞬時に切るなど,い ろいろな

段階がありますが,そ れによってその分だけ

電力料金 を割 り引 くという方式です。実は,

「需給調整契約」 とい う名の,非 常に有効 な

ディマン ド・サイ ド・マネー ジメン トをずっ

とやっていたわけです。

ただ,そ れはいかにも日本的なや り方でし

て,ア メリカ式に 「DSM」 と呼ばなかった

ので広報 としてはマイナスしました。逆に私

は,ず いぶんアメリカでそれをPRし て きた

つ もりですけれども,ア メリカがDSMの 先

進国 と思 っている人は相変 わらずいるので

す。実は,日 本は早 くから日本流のことをや

っていたわけです。

ところが,日 本で足 りなかったのは,ア メ

リカのように,広 く一般客 に対するアプロー

チをやっていませんでした。最近は,家 庭の

電気料金にいわゆる季時別料金 という時間帯

別料金を入れるようにな りましたが,ア メリ

カはそのあた りをわ りと大胆に実施 していま

した。

日本は,契 約 をして,相 手の動 きが確実に

なればや ります。例えば,マ ーケッ トメカニ

ズムで,値 段 を高 くして需要 を下げる,下 が

るかどうかは相手任せ,と いうような実験的

なことはあまりやっていませんでした。それ

がだんだん行 なわれ るようになって きたの

は,非 常に重要 な変化だ と思います。

ここで,言 いたいことは,エ ネルギー を考

えるとき,供 給サイ ドだけではなく需要サイ

ドも含めて考 えることが,今 後 ます ます重要

になって くるということです。

規制緩和に伴 うジ レンマの解決

対立 ・選択から協調へ

次は 「市場 と政府規制」でして,こ れは昨

今問題になっている規制緩和 にいちばん代表

され るところです。いままでの電気事業,ガ

ス事業 というエネルギー産業は,ビ ジネスと

して考 えるとき,規 制下での経済効率を考 え

て きたのが特徴です。 しかし,こ こに きて,

世界的潮流 として規制緩和の方向が出てきて

いるわけです。

技術評価 の面か ら視 点を拡大 して見 ます

と,規 制は理論的には効率 を非常に歪め るも

のになります。規制があることにより,本 来,

効率的に運営され るマーケットに非効率が起

こり,一 方で公平が担保 されます。

要するに,例 えば同一地域,同 一カテゴリ

ーの電灯需要家であれば
,必 ず同 じ料金にす

るというのが規制です。そうではな くて,コ

ス トを考 え コス トに見合 った料金制にすれ

ば,条 件が非常に悪 い僻地は地点別料金 とい

うことにな りうるわけです。そのほうが社会

的効率性にはマ ッチ していますが,電 気のよ

うな公共的なものをコス トが高いといって,

僻地にいる人に対 して高 くしていいかどうか

という公平性の問題が出て くるわけです。

そっいっなかで,い ま,効 率性が重視 され

て規制緩和の動 きにあるわけです。私は,こ

こで,「対立 ・選択から協調へ」 と申し上げた

いと思います。確かにいままで規制のもとで

の産業のあ り方が強調されてきましたから,

むしろ市場競争が 目新 しく映 りますが,一 方,

一28一 季報エネルギー総合工学



経済性追求の強い市場でエネルギー供給をし

た場合 を考えます と,こ れ また非常に問題を

起こすわけです。つ まり,公 平性の問題 とと

もに,こ の後に述べ ます環境問題からしても,

非常に不具合が起こるわけです。

各論で考えたい環境税導入

例えば,新 規 に導入されたIPP(独 立発

電事業者)と 既存の電気事業者 との間には環

境規制にズレがある。そ うします と,IPP

を導入 し,一 見効率改善 をやったように見え

ますが,実 は環境面で抜けがあれば,環 境悪

化をもたらします。外部不経済と呼ばれる,

マーケッ トのなかに乗 らない悪影響 まで考 え

たとき,社 会全体 として望ましくない状況が

起 きる可能性がありえます。

市場 と政府規制の関係でこれから進む方向

は,し ば りを掛けていた規制が緩和になると

いうだけではな く,英 語で"Re-regulation",

日本語では 「再規制」 という妙な言葉にな り

ますが,次 に、おそらく規制 を少 し調整する

必要が出て くると思います。昨今,環 境税 と

か炭素税 とか議論されていますのが,そ の一

部になってい くでしょう。

産業界の方は環境税 を非常に嫌っておられ

る向きが多いのですが,直 接規制 となる排出

量規制に比べ ます と、税金による規制は,税

金 を払えば排 出は許容 され,見 方によれば規

制緩和の方向になるわけです。

しか し,そ れはなかなか有効 に働かないと

いうことがあ ります。罰金により環境規制 を

しようとします と,掛 け る罰金額の研究が必

要になるわけですが,実 は私 どもの研究では

かなり高額 にしない と,な かなか環境税,炭

素税 でもってCO2排 出を下げ るのは難 しい

のです。巨額の税金を導入します と,税 制 自

体が歪み,日 本経済までも歪めてしまう虞れ

があるのです。

このようなことが予想 され,私 は,環 境税

にはいまの ところ基本的には一般論賛成で,

各論反対の立場です。 どのような環境税かに

よりますが,規 制緩和 という意味では,直 接

の排出規制よりは緩和になっているとお考え

願 いたいのです。それ 自体は反論すべ きもの

でな く,い かなる環境税にするのがいいのか

よくお考 えいただきたいと思います。

国際的対応から

ライフ・スタイルの変更まで

技術評価では専 ら技術的対応,つ まり技術

オプションの評価 をやってきたわけです。 し

か し,私 は,最 近,経 済的対応,つ まり環境

税や炭素排出権売買などを含めて,将 来あ り

うる制度を研究の一部に加 えています。つま

り,技 術のオプションとしての,省 エネ,太

陽光発電,風 力,バ イオマス,あ るいは原子

力,そ ういう技術的対応の評価に加えて,市

場効率 とか環境規制に対する経済的対応 も含

めて考 え,視 点を一つ広げてお ります。

次に来るのは国際的対応で して,地 球温暖

化問題に とって非常に重要であります。 日本

は,い ま,CO2排 出量 を1990年 の水準に2000

年以降 も抑えるという目標を掲げているわけ

ですが,こ れは 日本国内に限って対策をとる

必要はないと考 えてもよいわけです。大気中

のCO2濃 度は地球全体での問題ですか ら,技

術的にレベルが進んだ日本で排出を下げるの

が費用効果的に悪いのであれば,例 えば削減

効果を挙げやすい中国で 日本が技術 と資金 を

出して下げた としても,地 球的に見た トータ
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ル効果は全 く同じです。

そうします と,何 も日本 というテ リトリー

にこだわる必要はなく,地 球規模の対応に拡

げるわけです。その とき,資 金や技術 を移転

す るための国際的 な仕組 みが重要 にな りま

す。 これらを含めて考えるのが3番 目の拡大

です。

私は,長 年,地 球温暖化問題の解析で,い

ろいろな対策技術 の評価 を して まい りまし

た。技術,経 済,国 際的対応 を全部総動員す

れば,温 暖化の問題は2100年 のターゲットを

何 とか クリアできるかもしれ ません。しか し,

温暖化は数多 くの地球環境問題の中の一つの

兆候 でして,い ま基本的に問われているのは,

地球 と人間社会 との間の相剋です。温暖化問

題 を解決 した としても,た ぶん食糧問題,あ

るいは,ほ かの資源不足に遭遇するのは必至

です。

このように考えます と,や は りライフスタ

イルの変更が大事です。これは人間の生き方

の問題ですので,な かなか研究レベルへ持ち

込みに くい ところです。ただ,技 術的な対応

だけを評価 しますと,技 術楽観論に陥って し

まうので危険なのです。

生活水準や様式のア ップにも,や は り限界

がなければいけません。 どういう生活をする

かを全 く聖域にして,ア メリカ流の生活 とか,

求める生活の様式や水準アップを無反省に受

け入れておき,技 術 と経済のみによる対応に

解決を求めて も打開は無理 と,常 に念頭に置

いてお くべ きです。研究 としてここに踏み込

んでも妙案は得難 いのですが,一 言申し添え

ました。

地球環境問題の経緯と展開

火付け役を果た したNGO

皆さん もうご存じのことですが,地 球温暖化

問題の現状について少 しばか りお話 します。

この問題は,技 術評価を研究する者にとって

は,昔 から知られた問題でした。環境問題につ

いて技術評価す るとき,大 気 中に放 出す る

SOx,NOxな どの環境汚染物質量を計算する

のですが,そのなかで1か らCO2量 も算出して

いました。1972年 に出された 「成長の限界」と

いう本に,すでにCO、問題が書いてあるのです。

エネルギー問題 を研究 していた人は,CO2

問題はいずれ大問題になるとは思っていまし

たが,ま だ対応策 をとる段階にはないと考 え

ていたのが80年 代の半ばまでで した。

それに,火 が点いたのが1988年 に トロン ト

で開かれた国際会議 「変化す る大気」でした。

その後 はまさに僚原の火 ともいえる勢で し

て,ち ょうど世界の歴史的転換期,い わゆる

冷戦構造崩壊後の時期に当た り,地 球環境問

題への関心が高まって,温 暖化問題が燃え上

がった といわれています。さらに言いますと,

その前年,「 モン トリオール議定書」 という,

オゾン層破壊に対 して世界が共同してアクシ

ョンをとるという協定が成立 し,大 きな成功

を収めていました。

実は,こ の運動の推進 を担っていたのは国

際NGO(非 政府組織)で した。地球環境問

題を取 り上げるNGOが,「 モン トリオール議

定書」の成立に非常に大 きな力を発揮 したわ

けです。成立後は,政 府が関与す る仕事 にな

りますので,彼 らは次のターゲ ットを温暖化
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問題に定めて運動 を展開 したわけです。

lPCC報 告書が呼んだ

「気候変動枠組み条約」

科学的側面か ら申します と,80年 代には温

暖化の研究が著 しく進展 しました。CO2の 外

にも温暖化物質 として,メ タン,亜 酸化窒素,

フロン,オ ゾンなどいろいろあることがわか

りました。これらの温暖化物質 も,実 は急激

に濃度が上がってお り,全 部合 わせ ます と

CO、 と同 じ ぐらいの温暖化効 果が あって,

CO2の みに起 因す る温暖化の倍 ほ どの温度

上昇が分かってきたわけです。その結果,早

期 のアクションを必要 とする科学的根拠 も,

80年代に少 しずつ蓄積 されてお りました。

1988年11月 にはIPCC(気 候変動に関す

る政府間バネル)が 設立 され,私 も翌年の89

年2月 からずっとIPCCに 係わ り,と きに

は強引に引 き込 まれた時期 もあ りました。I

PCCは,1990年,ス トックホルムの北方に

あるスンツバルでの会議で 「第一次中間報告

書」 を出 し,温 暖化問題に関 して科学的に不

確実性はあるにせ よ,す みやかに条約の締結

を目指すべ き,と いう勧告を出しました。こ

れは,1992年,リ オデジャネイロの地球サ ミ

ットで実を結び,160数 ヵ国,サ ウジアラビア

を除 く殆 どの参加国が署名 しました。50力 国

以上が批准した後90日 で発効 という手続きに

従い,94年3月,俗 称「地球温暖化防止条約」

と言われている「気候変動枠組み条約」,英 語

略称のFCCC(FrameworkConventionon

ClimateChange)が 発効にな りました。

山場 になる第3回 締約国会議

発効後,各 先進国は 「わが国はこうや りま

す」い うと行動計画を通報することになって

お り,日 本は,前 に申しましたように 「2000

年以降はおおむね90年 の水準に排出量を安定

化す る」 という通告をしましたし,ほ かの国

も大体 それ と似 た線を出しています。

しか し,こ の段階では温暖化に対する自国

の誓約 を一方的に宣言 しているわけでして,

次に議定書 を作 ることにな ります。

ところが,議 定書は各国のアクションを決

め るわけでして,非 常に強い国際約束にまと

め上げる必要があります。条約の締約 国が毎

年1回 会議 を持つことになってお り,1回 目

が95年 にベル リンで,2回 目が96年7月 ジュ

ネーブで開催 されました。特に重要 なのは第

3回 の締 約 国会 議i(COP,Conferenceof

PartiesonFCCC)で して,1997年12月,京

都で行 われます。

ここでは,議 定書の準備をや るわけです。

アメリカは,い ままでCO,排 出抑制にやや消

極的な態度 をとっていたわけですが,今 回は,

いろいろな政治的背景がありますが,積 極的

な姿勢 を示 し強い法的強制力 を主張 し始めた

わけです。先進国は,1997年 の京都会議で,

排 出炭素量の具体的目標値 を決めることにな

ると思います。 これをどこに決着させ るか非

常に難 しい段階にあるというのが,地 球温暖

化問題の現状です。

究極の地球環境問題一 地球温暖化

温暖化の主犯,CO,濃 度の急上昇

皆さんご存 じの とお り,地 球大気が温暖な

のは,地 球が吸収 している太陽の輻射エネル

第20巻 第1号(1997)
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ギーによるもので,地 球が吸収 している部分

だけで人類が使用するエネルギーのおよそ1

万倍にな ります。そのほか大気圏,地 表で反

射 しているエネルギーが3割 ほどあ ります。

温め られた地球は,黒 体放射の原理により,

輻射エネルギー を宇宙に放出することにより

冷却されます。その輻射は,い ま地球の表面

温度がプラス15℃ ですので,当 然,赤 外線輻

射ですが,そ の赤外線 を大気中で吸収す る物

質があ ります。それが大気 を温めて,大 気か

ら地球にもう一ぺん照 り返 しをし,こ の繰 り

返 しにより地球表面温度のバランスが とれて

いるわけです。 これが温室効果です。その大

気中で,地 表面から返って くる赤外線を吸収

する物質がCO2だ と言われているのです(参

考図 の 。

もし,大 気中に温室効果ガスが全 くな く,

地表面からの輻射エネルギーが完全に宇宙に

放散 されたとします と,そ の ときの地表面温

度はマイナス18℃ で して,そ れ をプラス15℃

まで33度 上げているのが温暖化効果ですが,

この主な原因は,実 はCO2で はなくて,お よ

そ95%が 水蒸気によるものです。

ところが,水 蒸気は天然起源が圧倒的に多

く,す でに濃度が高 く,水 蒸気が吸収するス

ペ ク トルの赤外線は殆 ど消 えているわけで

す。ですか ら,現 在以上に水蒸気濃度が上が

っても,水 蒸気による限界的な温暖化は小 さ

く,現 状か らの追加的な温度上昇に関 しては

CO、 濃度が大 きく影響 します。 しか し,先 ほ

ど申し上げましたように,そ れもCO2の みで

はな く,メ タン,亜 酸化窒素,フ ロン,オ ゾ

ンなども考えざるを得ず,今 後100年 ぐらいで

見 ます と,メ タン濃度の今後の上昇にもより

ますが,CO2は 温暖化のおよそ半分 ぐらいを

担うことにな ります。ですか ら,主 犯であ り

ますが,そ の他 にも共犯者がいることを,や

は り知識 として持っていただきたいところで

す(参 考図2)。

したがって,温 室効果は,大 気中のCO2濃

度がいちばん問題にな り,「地球温暖化防止条

約」は,CO2な ど大気中の温室効果ガスの濃

107反 射 され る太 陽放射

107Wm'2

大気による反射

77

地表から
の反射

30

太 陽放 射

342Wm-2

赤外放 射

235Wm'2

ノ 猴 気の窓
30

温室効果ガス

ヨ　　

睡 類 上昇温臨 籍1霧r噛 藷 吸.

(出所)IPCC第 二次評価報告書

参 考 図1地 球 のエ ネル ギー ・バ ラ ンス
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のOFOs

酸化窒素

(出所)IPCC報 告書 注:オ ゾン寄与 を除 く

参 考 図21850年 か ら1990年 にか け ての放射 強

制 力 の 変 化 に 対 す る,人 間 に 伴 う

各 々 の温室効 果 ガ スの寄 与

度を危険にならない水準で安定化す ることを

究極的な目標にしているわけです。 しか し,

どこが危険でない水準なのか,目 下研究中で

あ り,不 明確 なのが実情です。

大気中のCO2濃 度は,産 業革命時まで,こ

の前の氷河期以降およそ1万 年以上にわたっ

て280ppmで 安 定 し て い ま した 。 こ れ は 科 学

的事 実 な の で す 。それ が い まお よ そ360ppmま

で上 昇 し,1万 年 とい う オー ダ ー の 歴 史 ス ケ

ー ル で見 ます と
,極 め て 急 激 に上 昇 した の も

また事 実 で す(参 考 図3)。

も し,こ の ま ま放 置 し ます と,21世 紀 の 半

ば に は500pprnに 達 す るの も避 け 得 ぬ 趨 勢 と

思 い ます 。

CO2は 現状の1/2以 下に排 出削減 を

どのレベルで安定化 したらいいかは,な か

なかの難問です。

IPCCは,1996年 に発行 した 「第二次評

価報告書」において,何 ら対策をとらずその

まま放置したとき,2100年 の温度上昇を「第一

次報告書」で3℃ と予測していたのに対して,

今回は少 し下げ,約2℃ と報告 しています。

修正 された理由の一つは,太 陽か らの輻射エ

ネルギーに対する反射率にあります。大気圏
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参 考 図3大 気 中 のCO2濃 度 変 化
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での反射が上がれば,地 球は冷えます。 した

がって,温 室効果だけではなく反射率のこと

も考える必要があるのです。実は,酸 性雨の

原因となる人為物質のSOxやNOxは,大 気中

でエアロゾル(大 気中の微粒子)を つ くりま

すが,こ れは,反 射率 を上げますので,負 の

温室効果の働 きをします。

酸性雨対策 を行 ってSOxやNOxの 排 出を

グッと下げます と,時 定数が数週間 と言われ

ているエアロゾルは急激に減少 します。一方,

時定数が数百年 というオーダーのCO2は,大

気中の濃度 を減らそうとしても急激には減 り

ません。

将来,途 上国が経済成長を進め,石 炭やバ

イオマス燃料の使用 を増 します と,エ アロゾ

ルが大量に増加 し,反 射率 も上が ります。そ

の結果,温 室効果 を相殺 しますので,そ の要

素 も含めて,「 第二次評価報告書」では2100年

の気温上昇 を2℃ ぐらい と予測しているわけ

です。

温暖化防止に安全なCO2濃 度は,議 論の分

かれるところですが,実 現可能な安全 レベル

は,550ppmぐ らいと見ています。この数字は,

産業革命以前の濃度280ppmの ほぼ倍で して,

これだけ上昇 します と,平 衡時には全球平均

気温は3℃ ぐらい上がると思います。エアロ

ゾルによる反射効果やCO2以 外の温室効果

ガスの濃度条件 も加味しなくてはならず,ま

たこの想定には もちろん不確実な ところがあ

って,1.5℃ と説える人 もいますが,お よそそ

の程度 と見 られます。濃度 目標は,ま ず科学

者が議論す るべ きです し,い ま実際にや って

いるわけです。

CO2濃 度安定化の最適パス

ー 排 出量上昇の漸減から大巾な削減へ一

安定化濃度 を550ppmと します と,次に排出

量をいかに抑 えるかの問題にな ります。簡単

に結論を申します と,550ppmに 安定化す るた

めには,CO2排 出量は現状の半分以下に削減

せ ざるをえないのです。

いま化石燃料の燃焼により排出している炭

素量は年間およそ60億 トン,森 林破壊による

発生が10億 トンか ら20億1・ン,両 方合わせて

70億 トンから80億 トン出ていますが,そ の半

分以下,40億 トン以下にすることが必要 です。

この ような削減は,即 時実施 ということで

はありません。

先年,藤 井さんと共同研究 したモデルによ

り,2100年 に濃度550ppmに 安定化する最適パ

スを計算 します と,2100年 には確かに化石燃

料の燃焼による排出を30億 トンに減 らさなけ

ればいけないのですが,途 中での一時的オー

バー シュー トは許容 される と出てきます。

2030年 頃までは,年 間排出量の上昇速度 を多

少減速 させ るけれども,直 ちにフラットにす

るのではな く暫時増えるが,2030年 以降,大

幅に減 らしてい くのが モデル的 には最適パ

ス,と いう結果が出ました(参 考図4)。

実は,こ の結果 を早めに出しておけばよか

ったのですが,私 どもだけではな く,私 の友

人である,EPRIの リチェルス博士,バ ッ

テル研究所のエ ドモンズ博士,そ れか ら気象

学者のウィグリー博士の3人 が,1996年1月

の 「ネーチャー」誌にほぼ同じ結果を発表 し

てお ります。つまり,安 定化濃度を目標にし

た最適エ ミッション ・バスは,当 面は排出量

が上昇 しても,将 来減少させればいいという
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ことにな ります。

そっいっことですので,将 来の技術進歩が

あれば,急 いで2000年 以降で排出量 を安定化

できなくても大騒 ぎする必要はないのです。

ただ,非 常に微妙 な表現になりますが,い

まCOP3に 向けて議論 してお りますの は,

2000年 以降におけ る先進 国のCO2排 出量で

すから,途 上国を含めます と,先 進国が削減

して も地球全体 としては増加 はあるわけで

す。

ですか ら,先 進国の2000年 以降の排出量削

減は,努 力目標 としては必要なことですが,

仮に2000年 以降,世 界全体で増加 しても必ず

しも絶望的ではないと申し上げたいのです。

現在は,先 進国の努力によ り,21世 紀後半に

排出量半減 を可能にする技術 を見出す過渡期

にあるという認識が必要です。

このような長期に亘るエネルギー技術の コ

ン トロールが いちばん重要な問題 と思いま

す。

省エネ,脱 炭素化,太 陽電池利用

などの問題点

最後に,技 術的な内容 について少々申し上

げます。

環境対策は,や は り上流か ら始めるのが順

当であり,ま ず省エネルギー とな ります。本

来は,省 エネルギーの前にライフスタイルの

見直しがあって,浪 費を止め ることが大切で

す。 それはともか く,同 じエネルギーサー ビ

スを提供す る場合でも,効 率のいい機器の使

用,発 電機の効率改善などによ りエネルギー

消費を大巾に節約できる可能性は,た くさん

あ ります。

(10{意t⊂ 〕)
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450～750ppmvの シナ リオにつ いては,2種 類の経路(実 線

と点線)が 示 されている

IPCC第 二次評価報告書

CO2濃 度 を450,550,750及 び1000ppmvで 安 定化 させ る

こ とに対 応す る排 出量 の推 移
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しか し,省エネルギーだけに頼 ったのでは,

排出量増加 を抑えきれないのは明 らかです。

そこで,次 に くるのがエネルギーの脱炭素化

です。これは,化 石燃料のなかでいえば石炭,

石油から天然ガスへの転換 を進めることです。

いろいろな計算結果をみます と,21世 紀の

前半は,天 然ガスが一時的に世界におけるエ

ネルギー ・ミックスのナンバーワンになると

思います。 しか し,天 然ガスは,メ タンとい

えどもCを1個 含んでお り,CO2排 出をゼ ロ

にはできません。濃度安定化にはCの ないエ

ネルギーに進 まざるを得ず,詰 まるところ,

非化石エネルギーの原子力 と自然エネルギー

とな ります。核融合が21世 紀中に大きなシェ

アを占めるとは,ま だまだ見込 まれません。

太陽エネルギーには世間の期待が大 きいの

ですが,い くら太陽電池パネルの設置場所 を

求めて も日本国内では利用可能な土地に制約

があ り,限 られたエネルギー量 しか供給でき

ません。 ・

電気事業連合会でも計算 してます し,わ れ

われもやってみましたが,日 本は地価が高 く

更地への設置は無理で,既 使用の土地の活用

によるしかすべ はな く,屋 根の上,高 速道路

の法面など,そ れ らの全面積 を計算す ると容

量が分か るわけです。どんなに楽観的に見積

って も,最 高1億 キロワットだと思います。

太陽電池の設備利用率 は12%ぐ らいですか

ら,利 用率80%の 原子力に換算するとおよそ

1/6か ら1/7に な り,1億 キロワットの太陽

電池は,原 子力のエネルギーにすると,1,500

万キロワットぐらいです。いまの原子力発電

容量の1/3く らいですか ら,こ れだけで増加

する電力需要 を賄 うのは とても無理です。

ただ,世 界的に見 ます と,日 照条件のいい

ところ,例 えばアフリカの砂漠地帯などもあ

り,ポ テンシャルはあります。 しかし,こ の

ような地域の多 くは需要地か ら遠 く,エ ネル

ギー輸送が問題になります。

水力にも同様 なことが言えると思います。

知 られざる世界第4の エネルギー源

一 バイオマスー

む し ろ,自 然 エ ネ ル ギー の な か で い ち ば ん

可 能 性 が あ るの は,IPCCの 「第 二 次 評 価

報 告 書 」 に も あ る とお り,バ イ オ マ ス だ と思

い ます 。 た だ し,日 本 で の ポ テ ン シ ャ ル は 大

し た こ とな い の で す が,そ れ で も太 陽 エ ネ ル

ギ ー よ りは あ る と見 て い ま す 。

とい い ます の は,バ イ オ マ ス は,日 本 で は

紙 パ ル プ 産 業 の 黒 液 で す で に 石 油 換 算 約400

万 トン ぐらい 使 用 して い ま す 。 太 陽電 池 は ど

ん な に逆 立 ち して も,近 い う ち に 日本 で石 油

換 算400万 トン を 出力 す るの は 困 難 で す 。石 油

換 算 の400万 トンは,原 子 力 に し ます と約3百

万 キ ロ ワ ッ トで,太 陽 電 池 で は1千500万 キ ロ

ワ ッ トの オ ー ダー と な り,こ れ は至 難 の 業 と

な りま す 。

世 界 的 に 見 ます と,バ イ オ マ ス は,実 は余

り知 られ て ませ ん け れ ど も,い ま で も第4の

エ ネ ル ギ ー 源 な の で す 。 ふ つ う,エ ネ ル ギー

は,石 油,石 炭,天 然 ガ ス が それ ぞ れ,お お

よ そ4割,3割,2割 で,こ れ らで9割 を 占

め,あ と残 りの1割 を水 力,原 子 力 で 分 け て

い る と 言 わ れ て ま す が,こ れ は コ マ ー シ ャ

ル ・エ ネ ル ギー だ け の こ とで して,ノ ン ・コ

マ ー シ ャ ル を考 え ます と,薪,牛 糞 な どが あ

り,こ れ らの 寄 与 は 石 油 換 算 お よ そ10億 トン

と い わ れ て い ます 。

こ れ は,い まの エ ネ ル ギ ー 順 位 で4番 目に
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入 ります。 しか し,い まは薪はサステンナブ

ルではありません。薪 を森林から切 り出し,

森林破壊の一因になっています。 しか も,燃

や し方も非常に汚 く,か えって人命を縮める

可能性 もあ り,勧 め られるものではありませ

んが,量 的にはあるわけです。 このことは,

資源 として存在するバイオマスを,将 来技術

によ り近代的なエネルギーに変換できる可能

性を持つ といえるわけです。

ただし,土 地が要 りますか ら食糧生産 との

競合,あ るいは森林破壊など,慎 重な検討 を

必要 としますけれども,年 間生産量では,石

油換算数十億 トンのポテンシャルはあるわけ

です。数十億 トンという量の自然エネルギー

は,ほ かにはさほどありませ ん。ですか ら,

世界的には,バ イオマス利用技術の開発は非

常に重要だ と思っています。

進め るべきCO2処 分 ・固定技術の研究

ただ,バ イオマスの利用が軌道に乗 るに

は,ま だまだ相当時間がかかると思います。

それ までの間,鍵 となる原子力発電所の新設

が社会的に受け容れ られず進まないのであれ

ば,CO2の 排出削減策は,「CO2の 回収 ・処

分」 と,下 流に行かざるをえず,す でに電力

会社で非常に熱心に研究 されています。回収

については,少 な くとも技術的に可能なこと

がすでに実証されてお り,問 題は処分にあ り

ます。

処分には,4つ 方法があ ります。一つは,

石油の増進回収への使用でアメ リカでは経験

があ り,適 用可能な油田があればいつでも実

施できます。 しか し,少 なくとも日本のオブ

ションではありません。

第二は,天 然ガス採取後の廃ガス田の空所

に圧入する方法でして,こ れはオランダでか

な り研究が進んでお り,比 較的やさしいオプ

ションだと思います。

また,第 三には地下には帯水層 という水 の

層があり,CO2は 圧力をかけると簡単に水 に

溶けますので,そ こに溶か し込む方法があ り

ます。天然ガスの生産 をするとき,CO、 が随

伴 して出る天然ガス田が結構あ ります。有名

なのはインドネシアのナツナガス田でして,

そこは採取ガスの7割 ぐらいがCO2で,天 然

ガス生産にCO2が これほど多 く出たのでは

話になりません。そこで出たCO,を 地中に戻

そうという動 きがあ ります。 ノルウェーのス

タッ トオイル社 は,ナ ツナよ り早 く,1996年

秋,ノ ルウェー沖でオペレーションを始めて

いますが,こ こでは,5%ほ どの随伴す る

CO2を 回収 して,海 底下の水層中に戻す こと

をや っています。これらの方法は,技 術オプ

ションとしては持つべ きと思います。

第四の方法は,海 洋への処分です。ご存じ

と思いますけれど,CO2は 簡単に常温で液体

にな り,圧 力を300気 圧 ぐらいに します と比

重が1を 超えて海水 より重 く,水 深3000mを

超える海洋底に貯溜することができます。 し

かも,そ ういう海洋底の温度条件です と,海

底表面にクラスレー ト*と いう固体の層がで

きて,比 較的安定 して貯 えることができると

期待 されています。 また,深 海底貯留の外に

も,CO2を 海水に溶解 させるとい う方法 も最

近特に注 目を集めています。

この方法は,あ る意味では,海 洋をゴミ箱

〔事務局注〕

*ク ラスレー ト:多 数個 の水分子か らなる籠状の構造体のなかにCO、 分子が閉 じ込め られた,氷 状の物質。
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に使 うわけですか ら,海 洋底の環境問題な ど

の解決が必要で しょう。合意が とれるかどう

か微妙な問題 もありますけれども,こ の方法

もやは り研究 を進める必要があ ります。

大気中のCO2の 固定には,実 は植林がいち

ばんよく,こ れにはほ とんど問題はあ りませ

ん。また,最 近,海 洋の植物プランク トンの

増殖 を利用 したCO2固 定法が,新 聞などに

時々出ています。海洋には鉄分が足 りず植物

性プランク トンが不足 している海域があり,

そこに鉄分をまくと植物性プランク トンが増

えます。植物性プランク トンは光合成す るの

で,海 面層を通 して大気中か らCO2の 吸収が

なされます。植物性プランクトンは動物プラ

ンクトンや魚などに食べ られた りして,最 終

的には死滅 して海洋底へ落ちます。このプロ

セスによ り大気中のCO2を 海洋底へ持 ち込

む ことが可能になります。 しか し,こ の方法

をとり,鉄 分 を人工的に増や して大量の植物

性プランク トンを増殖するのは,人 工的に大

規模な赤潮 を発生させ るようなもので,な か

なか危険な技術 でもあ ります。つ まり,こ の

方法は大 きな リグレットがありうる技術であ

り,こ のあた りは慎重に考えるべ きだと思い

ます。

強調 しておきたいのは,巾 広 い対策 メニュ

ーのスコープを考えて,地 球温暖化問題に取

り組んでい く必要があるということです(参

考図5)。

ま と め

長期的に重要な技術開発

グローバルなエネルギー輸送

視点を拡大 して今後のエネルギー技術を見

ます とき,私 が期待 しているのは,次 の4つ
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参 考 図5CO2削 減 対 策 効 果(550ppmケ ー ス)
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にまとめられ ます。

一つは,「複合エネルギー」とさきほ ど申し

ましたが,こ れをいちばん実現 しているのは

電力です。電力は,何 からでも変 えられ,し

か も,非 常に効率的できれいに使えます。

このようなエネルギー を電力だけで とどめ

てお くことはな く,ガ スでも液体で もいいと

思いますが,電 力 と同じように配送で きる流

体燃料のネットワー クを作 り上げることが重

要 と思います。 これには将来的にメタノール

と水素が候補に上 りますが,こ れらは,い ろ

いろなものか ら合成できます。

いまは電力以外の クリーンエネルギーには

都市ガス ぐらい しか考 えられ ませんが,第2

の電力をつ くるのです。 そこへはいろいろな

一次エネルギー源か ら持 ち込めるようにすれ

ば,非 常に重要なエネルギー システムの変革

に な ります 。

2番 目は,上 述 の エ ネ ル ギー ・ネ ッ トワ ー

クに 近 い の で す が,統 合 と リサ イ クル です 。

申 す ま で もな く.熱 の場 合 は ヒー ト ・カ ス ケ

ー デ ィ ン グ
,物 で す と ゴ ミ発 電,回 収 し た

CO2の メ タ ノ ー ル 合 成 に よ る リサ イ ク ル も

考 え られ ます か ら,そ うい う もの を重 要 な エ

ネ ル ギー シ ス テ ム と し て 位 置 づ け る こ と で

す 。

3番 目は,も う基 本 的 に は お分 か り と思 い

ます が,非 化 石 エ ネ ル ギー の促 進 。 これ に つ

い て は バ イ オ マ ス の利 用 を特 に 申 し上 げ ま し

た 。 もち ろ ん 原 子 力 もあ ります 。

4番 目に も う一 つ 忘 れ が ち な の が,エ ネ ル

ギ ー 輸 送 の イ ン フ ラ整 備 。 こ れ も非 常 に 重 要

で す 。

つ ま り,再 生 可 能 エ ネ ル ギー の 多 くは,地

太陽光発電 水の電気分解

水素

水素の液化

メタノール合成

ベンゼンの水素化

牒d顔i
r-一 璽L-＼

給 噛旨ir斎

≒嵩日自 ク篇 犠 ㌍ 一

エネルギー
需要地域

(出所)藤 井,"エ ネルギー システムにおけ るCO2問 題対策の評価",東 京大学大学院

学位論文(1993)

エンジニア リング振興協会,"海 外 ク リーンエネルギー輸送技術 に関す る調査

研 究報告書"(1991)

参考 図6砂 漠 を利 用 した太 陽発光 シス テム
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(出所)藤 井,"エ ネ ル ギ ー シ ステ ム に お け るCO2問 題 対 策 の 評 価",東 京大 学 大 学 院

学位 論 文(1993)

エ ンジ ニ ア リン グ振興 協 会,梅 外 ク リー ンエ ネ ル ギー 輸送 技 術 に 関す る調 査

研 究 報告 書"(1991)

参 考 図7エ ネ ル ギー 輸 送 コ ス ト

球 規 模 で み た 場 合,僻 地 に 存 在 し ます 。 です

か ら,エ ネ ル ギー ・キ ャ リア を工 夫 して,グ

ロー バ ル な エ ネ ル ギ ー ・ネ ッ トワー ク をつ く

る こ とで す 。 超 電 導 の ネ ッ トワー クは,い ま

は ま だ夢 物 語 に近 く,現 実 的 に は,天 然 ガ ス

パ イプ ラ イ ン ぐ らい か ら始 め るの が 適 当 と思

い ます 。 天 然 ガ スパ イプ ラ イ ンは,ガ ス体 の

パ イプ ラ イ ン で あ り,昔,都 市 ガ ス は 天 然 ガ

ス で は な くて,石 炭 や 石 油 か らガ ス をつ くっ

て 配 送 して い ま した か ら,そ の 輸 送 イ ン フ ラ

は い ろ い ろ な 種 類 の エ ネ ル ギ ー の 輸 送 に 対 応

で き る は ず だ と考 え ます 。

私 は,こ の よ うな 夢 を持 っ て お り,エ ネ ル

ギ ー 技 術 の場 合,わ れ わ れ は,発 電 技 術,変

換技術,生 産技術,あ るいは利用技術 などに

はよく注 目してきたわけですが,エ ネルギー

輸送技術への着眼に欠けていました。 そこを

考えるのが,今 後の長期開発における一つの

方向でして,例 えばWE-NET(水 素利用

国際 クリーン ・エネルギー ・システム技術)

のプロジェクトではいろいろ研究中のようで

すが,こ れをもっと拡大 して考えてい く。グ

ローバルに,長 期的に見た場合,そ れが非常

に重要 と思っています(参 考図6,7)。

駆け足でいろいろなことを申し上げました

が,私 が,モ デルで解析 を試みた 「21世紀の

エネルギーシステム」の問題点を述べ させ て

いただきました。
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〔事 業 計 画〕

平 成9年 度 事 業 計 画 の 概 要

働エネルギー総合工学研究所

蝿σ⑱ ◇唇・幽 爵・幽 傘 幽 ◇影⑱ ・や や ⑱ ・尋・⑱ ⑱ 傘 ・魯・唖 ⑱ 噂)・・馳幽 ⑱ ⑱ 喰 ・碁・⑱ ・毒Φ爵 ・傘 ◇碁〉魂σ⑱ ◇影⑱ 幽

本研究所は,エ ネルギーに関連する情報の

収集,加 工,提 供お よびプロジェク ト調査研

究 を推進 し,併 せてエネルギー技術の普及啓

発活動 を進めることを基本方針 とし,そ の事

業活動の効率化 を一層推進 しつつ,平 成9年

度においては,次 の各号の事業 を行 う。

1.エ ネルギーに係 る科学技術 に関する調査

について

エネルギーに関連する各種情報を,国 内お

よび海外の諸機関 との情報交流等を通 じて広

く収集 し,技 術的見地か ら区分,整 理する。

(1)エ ネルギー技術デー タベース基礎資料

の情報収集 ・検索 ・処理

(2)地 球環境基礎情報の収集

2.エ ネルギーの開発,供 給,利 用に係る科

学技術資料 ・情報の分析法,評 価法,体 系

化法の開発および応用に関する研究につい

て

エネルギーの開発,供 給,利 用に係る科学

技術資料 ・情報に関 して,そ れらの分析,評

価,体 系化 を行 うための手法の開発研究 を実

施 し,ま た,こ れ ら資料 ・情報の分析 ・評価,

第20巻 第1号(1997)

動的な変動予測,相 関性の評価,目 的に応 じ

た体系化 などを行い,そ の利用価値の向上を

はか ることとす る。

(1)エ ネルギー技術デー タベースの体系化

法の開発研究

(2)各 種エネルギー ・システムの技術的 ・

経済的評価手法の開発研究

(3)環 境,経 済等への影響 を考慮 した総合

的エネルギー需給システム評価手法の開

発研究

(4)先 端シ ミュレー ション技術 を中心 とし

たシステム工学に関する調査研究

3.エ ネルギーの開発,供 給利用に係 る技術

上の基礎的事項に関する部門的,総 合的な

研究について

エネルギー新技術の萌芽 の発見 と将来展

望,エ ネルギー技術要素の特性向上,安 全性・

信頼性の評価,エ ネルギー開発,供 給,利 用

のための各種 システムの評価研究,開 発計画

の立案 と最適化など,部 門的,総 合的な技術

的見地からの研究 を行 う。

(1)原 子力に関する安全評価,ヒ ューマン

ファクター,PAに 関する研究

(2)エ ネルギー技術シーズに関す る調査研
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究

(3)エ ネルギー供給見通 し等に関す る調査

研究

(4)エ ネルギー ・システム技術等に関する

調査研究

(5)エ ネルギー と地球環境問題に関する調

査研究

4.エ ネルギーの開発,供 給,利 用に係 る技

術上の応用的事項 に関する専門的,総 合的

な研究について

刻々 と変化す る社会的,経 済的,技 術的な

多種多様 な制約の もとで,エ ネルギーの開発,

供給,利 用に関して,安 全性の確保 を前提 と

して,地 球環境問題への対応 を考慮 しつつ,

現実性のある最適なシステム を設計する。

さらに,こ れらの最適 システムの設計研究

の成果を具体的なプロジェクトに応用す る研

究を行い,プ ラン ト設備や機器の開発に資す

る等専門的,総 合的見地か らの研究 を行 う。

〔原子力関係〕

(1)原 子力開発利用政策に関する調査研究

・原子力開発政策に関する調査研究

・海外の原子力開発政策の調査分析

・国際協力のあ り方に関する調査研究

(2)新 型原子炉の開発実用化等に関する調

査研究

・FBRの 実用化に関する調査研究

・軽水炉技術の洗練 ・高度化に関する調

査研究

・高温ガス炉プラン トの適用性に関する

調査研究

(3)核 燃料サイクルに関する調査研究

・プル トニウム利用に関する調査研究

・使用済燃料管理システムに関する調査

研究

(4)原 子炉廃止措置実施の環境整備に関す

る調査研究

(5)放 射性廃棄物の処理 ・処分に関する調

査研究

・日本型地層処分 コンセプ ト研究

・地層処分クライテ リアの調査研究

・高 レベル放射性廃棄物処分に係る社会

的受容性に関する調査研究

・地下水流動に関する調査研究

(6)原 子力安全の社会科学的研究

(7)原 子力分野における数値 シミュレーシ

ョンに関す る調査研究

・BWR熱 水力挙動解析手法に関する研

究

・原子炉シ ミュレー ション手法高度化に

関する研究

〔化石燃料関係〕

(8)炭 化水素系エネルギーに関する調査研

究

・石炭層ガスに関する調査研究

・メタンハイ ドレー トの利用に関す る調

査研究

・石油製品の合理的利用に関する調査研

究

・自動車排気ガス中の未規制物質に関す

る調査研究

・低公害型自動車燃料の開発 ・利用等に

関す る調査=研究

・重質油 ・超重質油の利用技術に関す る

調査研究

(9)石 炭の利用技術に関する調査研究

一42一 季報エネルギー総合工学



⑩ 石炭水添ガス化プロセス高度化に関す

る調査研究

(Il)高 度脱灰火力技術に関する調査研究

⑰ 次世代高温エンジンに関す る調査研究

〔新エネルギー ・エネルギーシステム関係〕

㈲ 自然 ・再生可能エネルギーに関する調

査研究

(14)省 エネルギー技術に関する調査研究

㈲ 将来の電力需要に関する分析調査

・産業構造変化が電力需要に与える影響

に関す る調査研究

・分散型電源の普及 と電力需要に関す る

調査研究

㈲ エネルギー貯蔵技術に関する調査研究

・水蓄熱等蓄熱技術に関する調査研究

・キャパ シタによる電力貯蔵技術に関す

る実証研究

㈲ 電力負荷平準化に関する調査研究

⑯ 発電技術に関す る調査研究

・高効率廃棄物発電技術の最適 システム

に関す る調査研究

・次世代高効率火力発電技術に関する調

査研究

・燃料電池の開発 ・利用に関する調査研

究

(珊 新エネルギー導入施策に関する調査研

究

⑳ 電気 自動車等代替エネルギー 自動車に

関す る調査研究

⑳ 水素利用国際 クリーンエネルギー シス

テム技術(WE-NET)に 関する調査研

究,評 価

伽 新水素エネルギーに関する実証研究お

よび基礎研究

第20巻 第1号(1997)

〔地球環境関係〕

㈱CO2回 収 ・再生可能エネルギー利用型

発電システム等の地球環境対策技術に関

する調査研究

㈲ 地球温暖化問題に対する国際的な対応

策 ・政策に関す る調査研究

㈱ 廃棄物の リサイクルに関する調査研究

〔横断的研究〕

㈲ 各種エネルギー間の競合に関する研究

伽 長期的なエネルギーシステムのベス ト

ミックスに関する調査研究

5.前 三号の研究に係 る試験について

新水素エネルギー実証 ラボラ トリーにおけ

る実証試験 を行 うとともに,前 三号の研究に

伴 う材料,要 素,機 器等の試験 も随時行 うこ

ととする。

6.前 各号の調査,研 究,試 験の成果に係 る

資料の作成,整 備,提 供について

前各号の事業で得 られた成果の うちから,

技術情報 として有用度の高いものを目的に応

じて速やかに編集 し,利 用者に提供す る。 さ

らに,こ れらの研究成果は出版,寄 稿 ・投稿,

講演会,学 会発表等により公表 し,広 く利用

に供することとする。

また,そ れぞれの目的に応 じたエネルギー

の開発,供 給,利 用に係 る技術指導 を行 い,

人材 を養成す るなどエネルギー技術に関する

指導,普 及,啓 発 に努めることとす る。

(1)技 術情報の編集,整 備,提 供

(2)定 期刊行物の出版
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(3)エ ネルギー技術普及講演会(エ ネルギ

ー総合工学シンポジウム,月例研究会等)

の開催

7.そ の 他

エネルギーの開発,供 給,利 用の円滑な展

開を図るためには官 ・学 ・民一体 となった協

力体制を整え,効 率的に機能 させ ることが重

要である。本研究所は,こ のような観点に立

って,エ ネルギー技術上の諸問題について,

各所の専門家による討論 と情報交流を行 う場

を提供 し,責 任ある,し かも時宜に適 した新

しいエネルギー技術政策について提言を行 う

こととする。

また,海 外の研究機関 との交流 ・連携を深

めるとともに,国 際プロジェク トへの参画等

により,国 際協力事業の一端 を担 う。

(1)エ ネルギー技術懇談会の設置および運

営

(2)内 外の関係研究機関との研究協力

一44一
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灘継 潔灘寒灘纒 潔潔灘纒 潔灘箋継 湊潔潔灘纒 潔潔灘慈灘継 湊潔潔潔潔潔

〔寄 稿〕

低 品位 炭 の転 換 技 術
一 新 ク リー ン燃料 ジメチルエーテルの合成 一

大 野 陽 太 郎(NKK技 術開発本部技術企画部 主幹)

濾潔潔潔灘薫灘纒 潔潔潔潔潔灘継 襲継 潔灘慈潔灘継 潔潔灘継 潔灘湊灘継

1.は じめ に

経済成長が著 しいアジア地域においては,

エネルギー消費量の増加 も急速で,今 後,エ

ネルギー需給逼迫,環 境問題が大 きな課題 と

なる可能性が高い。

エネルギー供給については,総 量でみた場

合,域 外の中東等からの原油,石 油製品の輸

入増加が予測されているが,域 内に多量に賦

存する褐炭,亜 渥青炭などの低品位炭を含め,

石炭資源 をより一層活用す ることが必要であ

ると考えちれる。 しか し,褐 炭,亜 歴青炭な

どの低品位炭 は,水分を多量に含んでいた り,

自然発火性があ るな どハ ン ドリング性が悪

く,利 用が進んでいない。 また,採 炭に伴い

発生す る炭層メタンは,そ の大部分が利用さ

れずに大気 中に放散 されているが,メ タンは

炭酸ガスに比べ数 十倍の温室効果 を示 すの

で,そ の活用は地球温暖化対策の観点か らも

重要であると考えられる。

環境保全に関 しては,従 来より,比 較的大

規模 な発電所,工 場等の固定排出源について

は,排 ガス処理設備が設置され,効 果をあげ

ているが,民 生用及び輸送用燃料消費につい

ては,面 的な分散排出源であるので,燃 料そ

の ものをクリーンにする必要がある。 クリー

ンな燃料である天然ガス(LNG),LPGは

今後需要 が大 き く拡大す ると予測 されてお

り,価 格上昇が懸念 されている。

そこで,石炭 を炭鉱の山元でガス化 し,その

ガスか らLPGと 類似の運搬利便性を有す る

新 クリー ン燃料ジメチルエーテル(DimethyI

Ether,DME)を 合成 し,周 辺地域・国に輸送

し利用することは,未 利用資源の活用及び環

境面で大 きな意義があると考えちれる。

また,我 が国の石炭火力発電所では,今 後

の増設分 も含め,灰 の処分場の不足が懸念 さ

れてお り,石 炭灰の処理が重要な課題の一つ

となっている。石炭 を山元でDMEに 転換し,

アッシュフ リーのクリーン燃料 として我が国

に導入することの環境対策上の意義は大 きい

と考 えられる。

2.DMEと は

2.1DMEの 物 性 と用 途

ジ メチ ル エ ー テ ル(DME)は,化 学 式 が,

事 務局 注:本 稿 は,当 研 究所 が開催 した 「第141回 月例 研 究会 」(平 成8年11月)に おけ る講 演 内容 を,本

誌 へ の掲載 の ため文 章化 して いた だい た ものです 。
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CH30CH3で 示 され る最 も簡 単 な エ ー テ ル で

あ る。 一 般 に,「 エ ー テ ル 」と呼 ば れ て い るの

は,ジ エ チ ル エー テル(C2H50C2H5)で あ る。

DMEと 関 連 す る各 種 燃 料 の 物 理 的性 質 及 び

燃 焼 特 性 を表1に 示 す 。DMEは,沸 点 が 一

25.1℃ の 無 色 の 気 体 で,化 学 的 に 安 定 で あ り,

25℃ に お け る飽 和 蒸 気 圧 が6.1気 圧 と低 く,圧

力 をか け る と容 易 に液 化 す る。 そ の 性 質 がL

PGの 主 成 分 の プ ロ パ ン,ブ タ ンに 類 似 して

い るの で,貯 蔵,ハ ン ドリン グ はLPGの 技

術 が 応 用 で き る。 用 途 に つ い て は,一 部,溶

媒,冷 媒 な ど に使 用 され る が,大 部 分 は 噴 射

剤(塗 料,農 薬,化 粧 品用)と して利 用 され

て い る。 現 在,メ タ ノー ル の 脱 水 反 応 ま た は

メ タ ノー ル 合 成 の 副 生 産 物 と して 製 造 され て

お り,生 産 量 は 日本 で8,000t/年,世 界 で も

10万t/年 程 で あ る。

フロンに代わるエアゾール用噴射剤 として

の使用に先だって,毒 性の調査が行われてお

り,LPG並 みで,極 めて低毒性であること

が確認されている(表2)。DMEの 麻酔性は

小 さくLPGと 同程度である。 メタノールよ

りもDMEの 方が毒 性が低い。大気中での分

解時間は,数 十時間程度であ り,温 室効果や

オゾン層破壊の懸念はないと考 えられ る7)。

金属は腐食されない。ゴム類には膨潤する

ものがあるが,テ フロン系であれば使用可能

である。

2.2燃 料 と して のDMEの 利 用

DMEの 重 量 あ た りの発 熱 量(低 位)は,

6,900kca1/kgと プuパ ン,ブ タ ン,メ タ ン よ

り低 い が,メ タ ノー ル よ り高 い。 気体 と して

は,14,200kcal/Nm・ と メ タ ン よ り高 い発 熱 量

表1各 種燃料の物理的性質および燃焼特性

項 目 ジメチルェーテル プ ロパ ン n一ブ タ ン メ タ ン メ タノー ル

化学式 CH30CH3 C3H8 C4Hlo CH4 CH30H

沸点(℃)
一25

.1
一42

.0
一 〇

.5
一161

.5 64.6

液密度(9/鴫20℃) 0.67 0.49 0.57 一 0.79

ガス比重 〔対空気比〕 1.59 1.52 2.00 0.55 一

蒸発潜 熱(kcal/kg) 111.7 101.8 92.1 121.9 262

飽 和 蒸気圧(atm,25℃) 6.1 9.3 2.4 246 一

最 大 燃焼 速度(cm/s) 50 43 41 37 52

発 火 エ ネ ル ギ ー(10-6J) 45 30 76 33 21

発火温度(℃) 350 504 430 632 470

爆発限界(%) 3.4～17 2.1～9.4 1.9～8.4 5～15 5.5～36

セ タ ン価 55～60 (5) (10) 0 5

低位 発熱 量(kcal/Nm・) 14,200 21,800 28,300 8,600 一

低位 発 熱量(kca1/kg) 6,900 11,100 10,930 12,000 5,040

()… 推定値
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表2DMEお よび関連化合物の生体に対する影響

項 目 DME ジエチルエーテル メ タ ノー ル LPG

毒性の概要

軽微な麻酔性 皮膚刺激性

(脱脂,炎症)

覚醒作用

(酩酊,昏睡)

慢性毒性

粘膜刺激性

視神経障害

(眼痛,失明)

中枢神経障害

(頭痛,失神)

軽微な麻酔性

急 性 毒 性

LC,。(吸 入,ラ ッ ト)*1
3379/m・/4h 739/m・/2h 649/m・/4h 6589/m・/4h

許容 濃 度(ppm)

15分 以下短 時 間暴 露限 度

1日8時 間労働加重平均濃度

1,000

1,000

500

400

250

200

1,250

1,000

*1生 物の50%死 亡確率に対す る濃度および時間

を持 っ て い る。 爆 発 限 界 は,プ ロパ ン,ブ タ

ン よ り広 い が,メ タ ン と同程 度 で メ タ ノー ル

よ り狭 い。 火 炎 は,天 然 ガ ス の よ うに 可視 青

炎 で あ り,LPG用 の コ ン ロが その ま ま利 用

で き,ア ル デ ヒ ドは 生 成 しな い 。

従 来,燃 料 と して の 利 用 は,合 成 ガ ソ リン

へ 転 換 す る際 の 中 間体 との 見 方 が 一 般 的 で あ

っ たが,中 国 の 山 西 媒 炭 化 学研 究 所 で は,D

MEがLPG類 似 の 性 質 を持 っ て い る こ とに

着 目 し,LPG代 替 燃 料 と してDMEを メ タ

ノー ル の 脱 水 反 応 に よ り製 造 す る技 術 開 発 を

行 っ た 。 西 安 で小 規 模 で あ るが 家 庭 用 燃 料 と

して の 商 用 生 産 が 開 始 され て い る。

DMEの セ タ ン価 は軽 油 の セ タ ン価(40～

50)に 比 べ,55～60と 高 く,デ ィー ゼ ル エ ン

ジ ン用 燃 料 と して 使 用 が 可 能 と考 え ら れ る。

ハ ル ダー ・トプ ソ社 とア モ コ社 等 が7.3尼 の ト

ラ ッ ク用 エ ン ジ ン を用 い て 行 っ た 試 験4)に よ

る と,同 一NOxレ ベ ル で デ ィー ゼ ル油 と比 較

し,燃 料 消 費 は少 な く,ま た,ス ス の発 生 が

極 め て低 く,米 国 カ リフ ォ ル ニ ア州 で 重 量 ト

ラ ッ ク向 け に1998年 よ り実 施 予 定 の極 低 エ ミ

ッ シ ョ ン車(ULEV,UltraLowEmission

第20巻 第1号(1997)

Vehicle)規 制値 を満足できるクリー ンな燃料

であることが確認されている(図1)。

DMEの 燃料 として想定 され る用途 と代替

対象燃料 を表3に 示す。石炭あるいは天然ガ

スなどから安価に製造できれば,LPG類 似

の運搬の利便 性をもつ クリーンな燃料 として

の用途は大 きいと考 えられる。

0.14

0.12

口.10

O.08

0,06

0.04

0.02
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図1デ ィー ゼ ル エ ン ジ ン か らの

環 境 汚 染 物 質 の 排 出4)
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表3燃 料としてのDMEの 用途 と

代替対象燃料

用 途

民 生 用

輸 送 用

発 電 用

代替対象燃料

石 炭,石 炭 ブ リケ ッ ト,

石 炭 ガ ス,天 然 ガ ス,

LPG

デ ィーゼ ル油(軽 油)

石炭,石 油,

天然 ガ ス(LNG),

LPG

3.DMEの 合成ガスからの直接合成

3.1DMEの 合成反応

DME合 成に関する反応式 と反応熱を表4

に示す。DMEの 合成ガス(H2,CO)か らの

合成反応(5)は,メ タノール合成反応(1),

脱水反応(2),シ フ ト反応(3)の3段 階のス

テップからなっている。 シフ ト反応が遅い場

合は,(1)と(2)の 反応の組合せの(4)式

で反応が進行すると考えられる。総括の反応

は発熱反応で,メ タノール合成段階の反応熱

が大 きい。一般に,メ タノール合成触媒は,

シフ ト反応 を促進す る機能 を持 っているの

で,(4)式 と(5)式 の中間に くると考 えられ

る。

図2に メタノール合成反応(1)とDME合

成反応(5)のCO平 衡転化率の温度,圧 力依存

性を示す。双方の反応は共に,低 温,高 圧で

平衡転化率が高 くなる。メタノール合成に比

べ,DME合 成は低圧であっても平衡転化率

が高いことがわか る。図3に,二 種のDME

合成反応式(4),(5)の(H2+CO)平 衡転化

率 が合成 ガ ス中の水素 と一酸化炭 素 の比

(H、/CO)に よりどのように変化す るかを示

す。どちらの反応式の場合 も,合 成ガスの組

成が反応の量論比H2/CO=2(反 応式(4)),

H2/CO=1(反 応式(5))に 一致 した場合,平

衡転化率が最大 となっているが,反 応式(5)

の方が高い平衡転化率 を示 している。 シフ ト

反応(3)が,反 応(1),(2)に 対応 して進行

することの重要性がこの対比から理解 されよ

う。
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表4DME合 成に関する反応式と反応熱

反 応 式
反 応 熱

(kca1/mol-DME相 当)

(1)2CO十4H2→2CH30H 十43.4

(2)2CH30H→CH30CH3十H20 十5.6

(3)CO十H20→CO2十H2 十9.8

(4)2CO十4H2→CH30CH3十H20 十49.0

(5)3CO十3H2→CH30CH3十CO2 十58.8
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図4DME合 成 ス ラ リー床 反応 ・器概 念

3.2反 応装置の形式

DMEの 合成反応は発熱反応熱が大 きいの

で,反 応熱の除去 と温度制御 を慎重に行 わな

いと温度が過度に上昇 し,図2か ら明 らかな

ように反応平衡上不利になるだけでなく,触

媒が活性を失 う危険がある。

触媒反応の装置形式 として,固 定床による

気固接触反応が選ばれ ることが多いが,DM

E合 成反応のような強い発熱を伴 う場合には

反応熱の除去が難 しくホットスポットが形成

されやすい。スラリー床は,図4に 示すよう

に,微 粉の触媒が媒体油に懸濁 しているスラ

リーの中を,反 応ガスが気泡 となって上昇す

る間に反応す る装置形式である。反応熱は速

やかに熱容量の大 きい媒体油に吸収され,媒

体油の熱伝導率 も大きいので反応器内の温度

が平滑化 され,温 度制御が容易であり,装 置

構造 も簡単になる。

触媒の形状や強度面か らも,ス ラリー床は

固定床 より制約が少ない。触媒の性能が劣化

して きた場合,ス ラリー床では運転中にスラ

リーポンプによる触媒交換が可能であるが,

固定床では運転 を停止 して交換する必要があ

り,触 媒寿命についての要求が厳 しい。

一方,ス ラ リー床では,脱 水触媒上で生成

した水の媒体油への溶解度が低いので,気 相

中に移動 し,COと 反応せずに,反 応器から出

て しまう傾 向が大 きく,全体 としてCO転 化率

が低いという問題がある。

3.3現 在までの研究結果

合成ガスからのDME合 成の研究が行われ

るようになったのは,1980年 前後からで,ガ

ソリン合成の中間ステップ としてであ り,い

ずれも,メ タノール合成触媒 と脱水触媒を混

合 した固定床 を用いていた。我が国において

も,新 燃料油開発技術研究組合の研究テーマ

の一つ として研究が行われ たが8),高 温部生
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成による触媒の劣化が問題 として指摘 されて

いる。

現在,ベ ンチスケール以上の規模で研究 を

行っているのは,表5に 示す3社 である。エ

アプロダクツ・アン ド・ケ ミカル社5)はスラ リ

ー床 メタノール合成の応用 として研究を行 っ

ている。ハルダー・トプソ社3)では,固 定床 を

多段,多 塔に分割 して反応熱の除去を行い温

度制御を容易に しているが,装 置 として複雑

なものになっている。

NKKで は,1989年 より東京大学工学部藤

元薫教授 と共同で合成ガスからのDME合 成

の研究 を行 ってきた。NKKの 方法は,ス ラ

リー床 を採用 し,脱 水触媒にシフ ト機能を追

加 していることが基本的特徴 である。脱水反

応により生成 した水 をCOと すみやかにシフ

ト反応 させ,H2とCO2に 転換させ ることを目

的に,脱水触媒にシフ ト反応機能を追加 した。

生成 したH、は媒体油への溶解度,拡 散速度 も

大 きいので,メ タノール合成反応により利用

され,全 体 として高いCO転 化率 を得 ることが

期待 され る。 ビーカースケール実験によ り,

その効果 を確認するとともに適正 な反応条件

を明 らかにすることがで きた1)・2)。

現在は,図5に 示す小型ベ ンチプラン ト(反

応器は内径90mmφ,高 さ2mの スラ リー床,D

MEの 最大生成量50kg/d)に より研究中であ

る。実験結果の一例 として,ワ ンパスのCO転

化率,生 成物中の各成分の選択率(CO2は,除

外 して,DME,CH30H,CH4の 合計 を100

%と した)を 図6,図7に 示す。温度上昇 と

ともにCO転 化率は大 きくなるが,極 大値があ

る。 これは,転 化率が平衡 に近づ くことによ

る平衡制約 と反応ガスの溶解度が温度上昇に

より低下す る影響が表れていると考 えられ

る。圧力50気 圧,温 度300℃ で50%を 超えるCO

転化率,90%を 超えるDME選 択率が得 られ

ている。触媒寿命については,ビ ーカースケ

ールであるが,図8に 示すように,700hrの 連

続実験で,性 能劣化の無いことが確認 されて

いる。

表5DME直 接合成プロセス開発研究の比較

開 発 者 NKK エアプロダクツ・アンド・ケミカル社 ハ ル ダー ・トプ ソ社

対象原料 ガス 石炭ガス 石炭ガス 天 然 ガ ス リフ ォー ミン グ

原料ガス組成(H2/CO比) 1 0.7 2

反応器タイプ スラ リー床反応器 スラ リー床反応器 固定床反応器

反応条件

温度(℃) 250～320 250～280 210～290

圧力(atm) 30～50 50～100 70～80

空 間 速度(k¢/kg-cat/hr) 2.0～6.0 1.5～10 不 明

反応率(ワ ンスルー)(%) 55～60 33 不 明

最終製品 DME:95～99% DME十 メ タ ノー ル DME十 メ タ ノー ル

(DME:30～80%) (DME量 不明)

1989～:1kg/dビ ー カ ー 1986～:ビ ー カ ー 1993～:50kg/dベ ン チ

開発経過 1995～:50kg/dベ ン チ 1991～:4t/dノ ぐイ ロ ッ ト 1995～:2t/dノ ぐイ ロ ッ ト

1997～:5t/d大 型ベ ン チ
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温度:～350℃
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図5DME合 成ベンチスケール実験装置概略
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4.石 炭からのDME合 成 と利用

4.1DME合 成 の プ ロセ ス フ ロー

石 炭 及 び 炭 層 メ タ ンか らのDME合 成 の プ

ロセ ス フ ロー を 図9に 示 す 。 石 炭 ガ ス化 に よ

り得 られ る合 成 ガ ス 中 のH2/CO比 は,0.5～

1.0な の で,脱 硫 後,ガ ス 組 成 をH2/CO=1に

調 整 し,DME合 成 に 供 給 され る。反 応 式(5)

(H,/CO=1)を 利 用 す る こ とは,反 応 式(4)

(H2/CO=2)の 場 合 に 比 べ,ガ ス組 成 の 調

整 幅 が 少 な い の で設 備,運 転 コス トが 有 利 で

あ る。 炭 層 メ タ ン は,石 炭 ガ ス化 炉 中 で リブ

オ ー ミン グ され 合 成 ガ ス に転 換 され る の で,

そ の ま ま利 用 す る こ とが で き る。 ワ ンバ ス の

反 応 率 が 高 い の で,リ サ イ クル 比 は1=1で

十 分 で あ る。反 応 生 成 物 のDMEは,CO2と と

もに 冷 却 分 離 に よ り,未 反 応 ガ スH2,COか ら

分 離 さ れ る。DMEは,脱 炭 酸 後,不 純 物 の

水,メ タ ノー ル が 分 離 さ れ 成 品 とな る。

4.2石 炭のDME転 換利用の評価

石炭 をDMEに 転換 して利用す るメリット

としては,

① 石炭のような輸送 ・貯蔵過程での粉塵の

発生がな く,設 備 も簡単になること

② 石炭中の灰分が石炭ガス化炉 中で溶融ス

ラグとな り,路 盤材などへの利用が容易に

なること

③ 硫黄は完全に脱硫 され,元 素硫黄などの

形態で原料 として利用 されること

④DMEは 硫黄分,窒 素分 を含有 しないの

で燃焼過程でSOxの 発生がな く,NOx発 生

量が低減されること

などが期待 される。

① 発電利用では,LNGと 同様にコンバイン

石炭

炭層メタン

↓
石炭ガス化

[H2/00=0,5-1]

コンプレッサー

う

▼

ガス組成
調製

ス蘇 塞ヤ
1

製品分離
/脱 炭酸

脱硫 一レ

▼

う コンプレツサー レ

11「Hpノ ∩ ∩-11 †
[H2/OO==1]

口ME合 成

3H2十300→OH300H3十 〇〇2

回
口MEタ ンク

水 、 メタノール

図9石 炭 及 び炭 層 メタ ンか らのDME合 成 プ ロセ スフn一
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ドサイクルによる高効率発電が可能であり

② 受入れ ・貯蔵設備 はLPG並 みでよいの

で,LNGに 比べ るとかな り簡便なもの と

なる

と考 えられる。

経済性については,開 発技術学会のアジア

地域新 クリーン燃料研究会において,図10に

示すようなフローに基づいて,海 外の産炭地

で,石 炭 をガス化 し,DMEを 製造 し,我 が

国に輸送 し,発 電 した場合の トー タルシステ

ム として検討 を行った6)。DMEの 製造 コス

トは,熱 量換算で今後価格上昇が予測 される

LPG,軽 油並 であ り,我 が国における発電

原価 も既存の石炭火力 と同程度以下になると

推定された。

5.今 後の展開

石炭 を山元でDMEに 転換 して利用す るト

一 タルシステムの中で
,技 術開発の課題はD

MEの 合成過程 である。そこで,現 在 までの

研究結果 を踏まえ,DME合 成技術を実用化

技術ヘスケールア ップするために,通 産省資

源エネルギー庁より補助金を受けて,「環境負

荷低減燃料転換技術開発」 として,平 成9年

度 より5年 間の計画で,㈲ 石炭利用総合セン

ターの もとに,NKK,太 平洋炭破㈱,住 友

金属工業㈱の三社が協力 して推進す る予定で

ある。平成9年 度 より,約2年 間かけて,5

t/d規模 の大型ベ ンチプ ラン ト試験の基礎検

討 と基本設計,設 備の設計 ・製作,設 置工事

などを行 い,平 成11年 度 より運転試験を実施

す る。また並行 して,ト ータルシステム,F

S検 討を行 う予定である。

6.ま と め

利用の進んでいない低品位炭を含め,石 炭

炭層メタン

↓
石炭一レ ガス化 ・口ME製 造

(DME転 換火力発電フロー)

匡亜}+回

(概略コス ト試算) 前 提

・[⊃ME2 ,500t/d生 産(海 外炭坑]」元)

・50万kW発 電

DME製 造
設備費 550～750億 円

r

ロME製 造コスト 2.E～2.9円/103koal

ロME転 換発電コスト 8.E～9,4円/kWh

図10DME転 換火 力発 電 トー タル シ ステム フv一 と経 済性
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か らDMEを 製造する技術が実用化 され,D

MEが 民生用,輸 送用 また発電用 クリー ン燃

料 として,流 通 してい くと,我 が国のみなら

ず,石 炭資源の豊富で人口の多い中国,イ ン

ド,イ ン ドネシア等のアジア諸国におけるエ

ネルギー ・環境問題 の解決に有意義なものと

なると考 えられる。一方,DMEは 従来か ら

の一般的な燃料ではないので,そ の普及 ・利

用には,製 造か ら流通までの総合的な取組み

が求められよう。
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メタンハ イ ドレー トとその将来性

一 日本周辺海域に眠る新 しい天然ガス資源一
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1.は じ め に

当研究所は,「 非在来型天然ガス基礎調査」

のテーマのもとに,メ タンハイ ドレー トに関

す る世間の注目がいまだ低かった平成元年か

ら,複 数の民間企業の協力を得て調査研究活

動 を進めている。以来,作 成 した各種の調査

報告書の中で,政 府,学 会,エ ネルギー業界

に対 し,メ タンハ イドレー ト研究の重要性を

繰返 し訴えてきた。

最近,世 の関心が高まり,テ レビ ・週刊誌

などのマスコミにも取 り上げられる機会が増

え,ま た以前 と異る多方面からの問い合 わせ

が当研究所へ到来し,関 係者の一員 として大

いに喜んでいる。

本稿では,脚 光 を浴びつつあるメタンハイ

ドレー トの調査研究について,最 近の動向を

紹介する。

2.メ タ ンハ イ ドレー トとは な にか

「メタンハ イ ドレー トとは,一 体何か?」

これがまず受ける質問である。「百聞は一見に

しかず」のことわざどお り,見 て触ればす ぐ

わかるのだが,現 在 どこでも容易には入手で

きず,研 究関係者 しか見たことがないものな

ので,ま ず性状の簡単な説明か ら始める。

メタンハ イ ドレー トの外見は氷その もの

竃 識 縦 竃 観 ζ9巨ζ9嘩

観 竃 竃 竃 竃 観 竃 竃 竃

で,触 る と氷 同様 に 冷 た く,室 温 で緩 や か に

溶 け,中 の メ タ ンは 気 体 とな っ て放 散 し,最

後 に水 だ け が 残 る。無 臭 ・無 味 で,ま さに 「氷 」

とい っ た 感 じを もつ 。 メ タ ンハ イ ドレー トを

「メ タ ン氷 」 とで も訳 せ ば,い っ そ の こ と分

か り易 い か も しれ な い。

メ タ ンハ イ ドレー トは,常 温 常 圧 で は 溶 け

る に従 い メ タ ン を放 出す るの で,火 を近 づ け

る と燃 え上 が る。 炎 は,都 市 ガ ス(ほ とん ど

メ タ ン)を ガ ス バ ー ナ ー の 空 気 孔 を閉 じて燃

や した と きの 色 そ の もの で,黄 色 っ ぽ い炎 で

メ ラ メ ラ と明 る く燃 え る。

「メ タ ン 氷 」 と響 きの 似 た 「氷 ア ズ キ」 は,

氷 とア ズ キ が 別 々 に な って い るが,メ タ ンハ

イ ドレー トは,水 分 子 が 作 る か ご状 の格 子 の

中 に メ タ ン分 子 が 閉 じ込 め られ,あ たか も1

つ の 物 質 の よ うに な って い る(図1)。

メ タ ンハ イ ドレー トに は様 々 な結 晶構 造 が

あ るが,代 表 的 な1型 の 場 合,理 論 上 標 準 状

態(1℃,1気 圧)で 水12に 約1642の メ タ

ン を 内 包 す る。 水 に メ タ ン を直 接 溶 か し込 ん

で も2～5倍 程 度 しか 溶 け な い の に 比べ,水

体 積 の150倍 を越 え る メ タ ン が 入 り込 む の は

驚 くべ き こ とで,メ タ ンハ イ ドレー トは メ タ

ン の貯 蔵 ・運 搬 装 置 に もな る と期 待 され て い

る。

た だ し,水 分 子 が つ くる全 て の カ ゴ の 中 に

第20巻 第1号(1997)
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(出 所)前 川 達 男,第10回 地 質 調 査 所 研 究 講 演 会 資

料,!996年6月

水分子の構成 す る2個 の12面 体 および6個 の14面 体

が作 るカゴ状 格子に,1個 のメタン分子が 内包 され

る。図 のア ミ掛け部分が カゴ状格 子であ る。

図1作 表 的 な メ タ ン ハ イ ドレー トの 結 晶 構 造

メタン分子が収まることはな く,メ タンハ イ

ドレー ト1尼 に理論値の7～9割 程度のメタ

ンが濃縮 され.ている。

メタンハ イ ドレー ト相 図は図2の とお り

で,圧 力を上げた り,温 度 を下げたり,他 の

気体 を少 しでも混ぜ たりす ると,安 定領域は

大 きく変化する。この分野は,現 在,研 究の

焦点であ り,活 発な研究競争が展開されてい

る。活性炭を使用すると常温 ・常圧で も安定

したメタンハイ ドレー トが作 られるとの最近

発表 された研究例 もある。

水は,メ タン以外の気体物質,例 えばCO2

などとも同じ様 な結晶固体 を作 り,こ れらを

総称 してガスハイ ドレー トと呼んでいる。

3.メ タ ンハ イ ドレー トは ど こ に あ るか

メ タ ンハ イ ドレー トは,地 球 上 広 く分 布 す

る。 陸 上 で は シベ リヤ,ア ラ ス カ,カ ナ ダ な

どの永久凍土地帯にあ り,ま た北極海や南極

海の比較的浅い海底下の地層にもある。こう

した寒冷地帯以外でも,大 陸棚の数百メー ト

ルか ら数千メー トルの海底で発見が あいつ

ぎ,そ の量は年々増加の一途 を辿っている。

図3に,米 国地質調査所のクベンボルデン

氏が まとめたメタンハイ ドレー トの分布地図

を示す。海洋メタンハイ ドレー トは,全 地球

の大陸棚 に広 く分布 している。

日本周辺の大陸棚にもメタンハ イ ドレー ト

が広範囲に埋蔵 されてお り,図4に 地質調査

所佐藤幹夫主任研究官による最新の調査結果

を示す。

メタンガス
+氷

メタン八イドレート

十氷

+気 体メタン500

ε

煮1000

5000

5

0τ

(Σ
ト
く
)
R
出

50

100

500

100001000
-10010203040

温度('0)

(出所)ク ベ ンボ ル デ ン,ガ スハ イ ドレー ト第1回 専

門家 会議,(1996,ベ ル ギー)資 料 よ り作 成

Nacl,N2が 加 わる とメタンハ イ ドレー ト・気体 メタ

ン境 界は左 にずれ る。

CO2,C2H6,H2S,C3H8が 加 わる とメタンハ イ ドレー

ト ・気 体 メ タン境 界 は右 に ず れ る。(カ ッツ ほか

(1959)よ り)

図2メ タ ンガ ス,メ タ ンハ イ ドレー ト,水 の 相 図
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4.ODPLegl64掘 削 航 海 の 成 果

メタンハ イ ドレー トの研究は,従 来,も っ

ぱ ら学問的興味 で行われて きた観があった

が,資 源開発面におけ る調査研究 として一大

進展 をな したのが,ODP(OceanDrilling

Program,国 際深海掘削計画)Leg164と 呼ば

れる1995年 の掘削航海であった。その詳細は

後述す るとして,観 測デー タが示す重み と説

得力を遺憾 なく発輝 し,地 球環境科学,資 源

科学の両分野 において記憶 さるべ き成果 と

なった。

ここでは,当 研究所の1995年 度報告書その

他か ら次々に公表 されたこの歴史的調査につ

いて紹介する。

(1)ODPの 概 要

ODPは,米 国 科 学 基 金(NationalScience

Foundation)と 他 の参 加19ヶ 国 の 資 金 に よ り

運 用 さ れ,研 究 成 果 の 管 理 は テ キサ スA&M

大 学(TexasA&MUniversity)が 行 っ て お

り,日 本 の 窓 口 は東 京 大 学 海 洋 研 究 所 とな っ

て い る。

ODPと そ の 前 身 のDSDP(DeepSeaDril-

lingProgram)は,こ れ ま で,大 西 洋 中 央 海

嶺 の 調 査 に よ り,地 殼 変 動 メ カ ニ ズ ム で あ る

海 洋 底 の拡 大 や,地 磁 気 極 の移 動 の 解 明 な ど

に 輝 か しい 成 果 を挙 げ て お り,こ こ20年 間 に

お け る世 界 の 海 洋 地 質 学 を リー ドして き た観

が あ る。

ま た,大 規 模 な 基礎 研 究 の プ ロ ジ ェ ク トで

あ りなが ら,大 変 効 率 良 く運 営 され て い る。

1985年1月 か ら1993年12月 ま で9年 間 に311

箇 所 の掘 削 点 で773孔 の掘 削 を行 っ て お り,ほ

ぼ4日 に1孔 の 高 効 率 とな っ て い る。 な お,

Legと い うの は1航 海 ご との 調 査 プ ロ ジ ェ ク

魍 博・気

㍉
(!

「」

、

、

へ》̂噂

●ザ

● 海洋性メタン八イドレート

◆ 陸上メタン八イドレート

(出 所)ク ベ ン ボル デ ン,ガ スハ イ ドレー ト第1回 専 門家 会 議(1996,ベ ル ・ギー)資 料 よ り作 成

図3メ タ ン ハ イ ドレー トの 世 界 分 布 図
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トの番号を意味し,「節」と言 う日本語訳が充

てられている。

② 掘 削 船 ジ ョイ デ ス ・レゾ リ ュ ー シ ョン号

ODPの 鍵 とな っ た実 験 設 備 は,か の有 名 な

グ ロー マ ー ・チ ャ レ ン ジヤ ー 号 の 後 継 船 で,

洋 上 の 船 舶 を精 度 良 く一 定 位 置 に制 御 で き る

ダ イナ ミッ ク ・ポ ジ シ ョニ ン グ ・シ ス テ ム を

装 備 した掘 削 船 ジ ョ イ デ ス ・レ ゾ リュ ー シ ョ

ン号(排 水 量18,636ト ン)で あ っ た 。

海 洋 に は,表 層 と海 底 付 近 で は方 向 の 異 な

る海 流 が あ り,さ らに 風 浪 中 で船 舶 を正 確 に

同 じ位 置 に 静 止 させ る の は 高 度 の 技 術 で あ

る。 ジ ョ イ デ ス ・レ ゾ リュ ー シ ョ ン号 は,こ

れ ま で,水 深38mか ら5,980mに わ た る世 界 各

地 の海 域 で調 査 活 動 を行 って お り,最 深 の掘

削 孔 は 海 底 面 下2,000mに 及 ん で い る。

しか し,こ の 掘 削 船 は,海 底 下 の ガ ス層 を

堀 り抜いたとき,噴 出す るガスに対応する暴

噴防止装置がない という,メ タンハ イ ドレー

ト掘削に重大な弱点 を抱 えていた。もし,多

量のガスが海底掘削孔から吹 き上げ,そ の上

に浮かぶ船がガスのバブルに包 まれ浮力が不

足すると,沈没す るおそれあ りとされていた。

そのため,ODPの 旧ガイ ドラインは,メ

タンハイ ドレー ト層の掘削を危険とみなし禁

止していたが,崩 壊発生の可能性は低いと見

込 まれてきたことよりガイ ドラインが変更さ

れ,今 回初めてメタンハイ ドレー ト層を貫通

した掘削にチャレンジした。

なお,補 足すれば,次 世代のODP掘 削船

からは暴噴防止装置が装備 される予定 と聞い

ている。

(3)ブ レー ク海 嶺 と掘 削 ポ イ ン ト

ODPLeg164掘 削 航 海 に は,当 研 究 所 の 調

⑱ 二分布が確認された海域

◎:メ タ八イ ドレー トの採取地点

:日本が主張する排他的経済水域

曜
壌r

繭

ノ ③

◎

.ノ5画

!《●、
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ノ

＼

＼
診

●

/

,
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〃

4//
ノ

1太 平洋

@3/主 な分布綴

南西諸島海溝

南海 トラフ

房総半島東方

千島海溝

日本海東縁

タタール トラフ

オホーツク海

(6.7には分布が見込
まれる海域を含む)

(出所)1996年 度,非 在来型天然 ガス基礎 調査報告書 より作成

図4日 本周 辺 海域 の メ タンハ イ ドレー ト分布 図
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査研究会 メンバー として東京大学松本良教授

と地質調査所の渡部芳夫 ・佐藤幹夫の両主任

研究官が参加 され,日 本にいち早 く重要な情

報を連絡 していただいた。

ODPLeg164掘 削航海は,米 国東海岸か ら

約300キ ロ,大西洋上のブレー ク海嶺 と呼ばれ

る海域で行 われ(図5),数 箇所で掘削がなさ

れた。994,995お よび997の 地点は,メ タンハ

イ ドレー ト層の存在が予め分かっていたとこ

ろで,い ずれ も水深2千mの 海底面から,メ

タ ンハ イ ドレー ト層 を貫 通 して さ らに

700～750mの 掘削がなされたが,心 配された

ガスの暴噴はな く,無 事調査 を完了 した。

(4)多 量のフリーガスの確認

今 回の掘 削航海におけ る特筆すべ き成 果

は,メ タンハイ ドレー ト層の直下に多量のブ

リーガスが存在することが確認 されたことで

あった。

メタンハ イ ドレー トの採取 は,こ れ まで

もっぱら固体のメタンハ イ ドレー ト層を対象

に進め られてきたが,固 体はハ ン ドリングが

難 し く,資 源 としての利用に悲観論が 多数

あった。

相 当量のフリーガスがメタンハ イ ドレー ト

層の下に存在するとい う説は,一 部の研究者

からは出されてお り,当 研究所 も1992年 の調

査報告書の中で,そ の量はメタンハイ ドレー

トの量に匹敵するオーダー と予測 していた。

しか し,Leg164に よる確認まで,こ れほど

多量に存在するとは誰に も予想できないこと

であった。

今回の掘削探査で分かったことは,メ タン

ハ イ ドレー ト層が石油や天然ガスの貯留層に

おけるキャップロックの機能 を果たし,そ の

下にフリーガスが貯留されているということ

である。 フリーガスの採取であれば,基 本的

には通常の天然ガス採取 と変わらず,経 済1生

は著 しく向上 し,資 源 として商業化の可能性

に関係者の期待が高まった。

(5)解 明されたBSR出 現のナゾ

北緯82。

34。

32。

30。

28。

80。 7B。 76。 74。 西経

/興 ●

/

§

ノ

§

、
・

謬._
[]BSRの 地点番号

(出所)1996年 度,非 在来型天然ガス基礎調査報告書 より作成

図50DPLeg164の 調 査対 象 海域

第20巻 第1号(1997)
一59一



メ タ ンハ イ ドレー トが 分 布 して い る海 底 に

地 震 探 査 を行 う と,海 底 疑 似 反 射 面(BSR,

BottomSimulatingReflector)と 呼 ば れ て

い る異 常 に 強 い 反 射 面 が 観 測 され るが,こ れ

まで これ が メ タ ンハ イ ドレー ト存 在 の証 拠 と

考 え られ て い た 。(図6)。BSRが あ れ ば メ

タ ンハ イ ドレー トは必 ず 存 在 す るが,BSR

が な い と こ ろ か ら もメ タ ンハ イ ドレー トは 発

見 さ れ,BSRに ナ ゾ が 残 さ れ て き た。 固体

と気 体 の 境 界 面 な ら 当然 強 い反 射 が 生 じ るわ

け で,今 回 の調 査 の 結 果 か ら,BSRは メ タ

ンハ イ ドレー トと フ リー ガ ス の 境 界 面 で あ る

こ とが 確 認 され,BSR出 現 の ナ ゾ が 解 明 さ

れ た。

(6)メ タンハイ ドレー トとフリーガスの分布

天然ガスの掘削費用は,掘 削深度に指数関

数的に比例 して増加すると言われている。最

南南西
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つ
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謳
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994 995

近 の ガ ス 田 で は,地 表 か ら数 千mの 掘 削 も決

して珍 し くな い が,メ タ ンハ イ ドレー トとそ

の フ リー ガ ス は,海 底 面 下1千m以 内 に 分 布

して お り,採 取 面 で 持 つ メ タ ンハ イ ドレー ト

とそ の フ リー ガ ス の 有 利 さに な っ て い る。

今 回,BSRを 貫 き700～750mの 掘 削 を

行 っ た結 果 か ら判 明 した こ と を ま とめ る と,

次 の とお りで あ る(図7)。

① メ タ ン ハ イ ド レー トは 海 底 面 下 約

200～450mの 堆 積 物 中 に分 布 して い る。

② メ タ ンハ イ ドレー ト分 布 の 上 限 と下 限

に は,連 続 す る塊 状 ま た は 層 状 のハ イ ド

レー ト帯 が 発 達 して い る。

③ フ リー ガ ス層 の厚 さ は,メ タ ンハ イ ド

レー ト層 の 厚 さ とほ ぼ 同 じ約250mあ る。

④ メ タ ンハ イ ドレー ト とフ リー ガ ス の賦

存 量 は,ほ ぼ 等 しい。

997 北北東

(出所)1996年 度,非 在 来 型 天然 ガ ス 基礎 調 査 報 告 書 よ り作 成

プ レー ク海嶺 の地震 探査 に よる海底面 の断面図。

994,995,997は 掘削サ イ ト番号 。横軸の1目 盛 は600メ ー トル。

縦 軸は海底面か らの地 震波が戻 って くるまでの時間 で1目 盛 が約80メ ー トル。

図6BSR(海 底 疑 似 反 射 面)と メ タ ン ハ イ ドレー ト
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(出 所)デ ィ ケ ン ズ他ODPLeg164調i査 グル ー プ,

㌔ature"誌,1997年1月30日 号 よ り作成

離 綴 秘 衛二藩繍 鷺 の黒角]

図7海 底地 層 中の メタ ンハ イ ドレー トと

メタン濃度 の 関係

5.フ リー ガ ス の 姿 と密 度

さ て,フ リー ガ ス は い か な る状 態 で 存 在 す

るの か 。 常 温 ・常 圧 の 世 界 に い る私 た ち は,

深 海 底 下 に あ るガ ス の姿 を なか な か 想 像 し難

い が,掘 削 サ イ ト995,997は 水 深2,775m,さ

ら に 海 底 面 下450mに フ リー ガ ス が 存 在 す る

の で,海 面 下 合 計3,225mと な り,圧 力 は 約323

気 圧,1尼 の 気体 が3c㎡ に圧 縮 され た状 態 に

な って い る 。

今 回 の掘 削 に お け る新 兵 器 は,PCS(耐 圧

コ ア サ ン プ ラー,PressureCoreSam-

pler)と 呼 ば れ る装 置 で,採 取 し た地 層 サ ン プ

ル を海 底 か ら体 積 膨 張 に よ り失 う こ と な く船

上 に 引 き上 げ る こ とが 可 能 とな っ た 。 そ の結

果,地 層 中 の孔 隙 に従 前 の 予 想 値1～2%を 大

き く上 回 る最 大15%(体 積 比)の メ タ ン が 存

第20巻 第1号(1997)

在 す る こ とが 確 認 さ れ た。

ま た,水1m・ 当 た り最 大65m3(標 準 状 態,

0℃,1気 圧)の メ タ ン を含 む こ とに な り,こ

の 値 は,国 内最 大 の 水 溶 性 天 然 ガ ス 田,千 葉

県 茂 原 ガ ス 田 の生 産 記 録,水1m・ 当 た り天 然

ガ ス30m3を 上 回 る もの で あ っ た 。

6.膨 大 な メ タ ン ハ イ ド レ ー一一一1トの 量

今回の調査海域 となったブレー ク海嶺周辺

におけるメタンの賦存量は,炭 素換算で35G

T(1GTは10億 トン)と 推定され,こ れは

1996年 の米国における天然ガス消費量の105

年分に相 当する膨大な量であ り,米 国でも話

題 となっている。

全地球の賦存量には諸説があるが,前 出の

クベ ンボルデン氏は,1996年9月,ベ ルギー

のゲン ト市で開催 された専 門家会議において

「ガスハイ ドレー トの地質学的起源入門」 と

題する大変に説得性ある持論を展開した。そ

の核心は,メ タンハイ ドレー トの賦存量は,

図8に 示すとお り,メ タンの炭素換算で約10

陸上生物相

非溶解性の
水中有機物

石油・石炭・天然ガス

署駅離亨鋸籔
炭素換算5兆 トン

損失有機物他

ガ ス八 イ ドレニト1

メタン八イドレ■"iF・1

諜鹸縦倉婁)

(出所)ク ベ ンボルデン,ガ スハ イ ドレー ト第1

回専 門家会議(1996,ベ ルギー)資 料 よ

り作成

図8全 地球 に おけ る炭化 水素 の種 類別 存在 量
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兆 トン,メ タンガス(天 然ガス)容 積換算で

約2京m・,LNG換 算で約7兆4千 億 トン,原

油換算で約65兆 バー レルという極めて膨大な

説であった。

メタンハイ ドレー トの賦存量が,回 収可能

および不可能な化石燃料(石 炭,石 油,天 然

ガス)の 約2倍 との推定には驚かされるが,

全地球 では約1京m3の オーダーで存在す ると

い う意見が複数 の研究者か ら支持 されてい

る。ただ,こ の数字は,必 ず しもすべて経済

性 を有するもの とは限らない。

一方,当 研究所の1996年 度報告書の中で,

地質調査所の奥田義久燃料資源部長 ・佐藤幹

夫主任研究官は,将 来資源 として考えられる

メタンハイ ドレー ト分解 ガスとフリーガスの

賦存量をメタンガス容積換算で全地球合計で

約404兆m3と 試算してお り,クベ ンボルデン氏

の推定値の約2%と 控 え目な数字 となってい

る。また,日 本周辺海域には約7.4兆m・の将来

資源 として可能性 を持つメタンハイ ドレー ト

分解 ガスとフ リーガスの存在 を挙げてお り,

これは 日本におけ る天然ガス年間総消費量

(1995年)約540億m・ の約137年 分に相当する

(図9)。

在来型天然ガス

天然ガス

八イ ドレー ト

日本国内天然ガス
総消費量1年 分

世界

日本

世界

日本

・1'"●

1437
…

0,041
1

`llll

iiii
x__ゴ

八イドレート 分解ガス フリーガス
'蕪 翻291＼113

、

4ア副
2.7

…

0.054i

…
∫で

61b20'100200300400
天然ガス量(兆m3)

(出所)1996年 度,非 在来型天然ガス基礎調査報告書

図9天 然 ガ ス 資源 として の 可能 性 を持 つ

メタ ンハ イ ドレー トの量

7.メ タ ンハ イ ドレ ー ト資 源 の 将 来 性

海 底 資 源 開 発 とい う夢 の実 現 に は 資 金 を要

す る。 少 し古 いデ ー タに な るが,1955年 か ら

1990年 ま で の 間 に,日 本 が 国 内 の 大 陸 棚 石

油 ・天 然 ガ ス の 探 鉱 に 要 した 金 額 は,物 理 探

査 が 約383億 円(基 礎 調 査141億 円,企 業 探 鉱

242億 円),試 掘 で約1,748億 円 の 計2,131億 円

とな っ て い る。 この 金 額 を ドル 換 算 す る と1

ドル120円 と して 約18億 ドル で,35年 間 の 年 平

均 で は5千 万 ドル で しか な い 。IEAに よれ

ば,日 本 政 府 の エ ネ ル ギー 技 術 開 発 の 総 予 算

は47億 ドル に達 し(1995年),米 国 の29億 ドル

の1.6倍 に も お よぶ 巨 額 な もの で あ る こ と と

比 較 す る と誠 に わ ず か な もの で あ る。

そ の 結 果 発 見 され た 資源 は,石 油 換 算 で推

定 埋 蔵 量2,266万k2の 石 油 ・天 然 ガ ス で,1k2

の 資 源 発 見 に 要 す る投 資 額 は9,404円 と な っ

て い る(1,494円/バ ー レル に相 当,1997年2月

現 在 の 原 油 市 況 は約2,400円/バ ー レル)。

原 油2,266万k2の 価 格 は,1バ ー レ ル20ド

ル,1ド ル120円 と して3,422億 円 に な る。

い ま国 産 メ タ ンハ イ ドレー トとフ リー ガ ス

資 源 の 総 量7.4兆M3(原 油 換 算 で76.7億k2)を

前 述 の石 油 ・天 然 ガ ス 田 と同 じ効 率 で 発 見 す

る と して,全 資 源 発 見 に は 探 鉱 費 の み で約72

兆 円 とな る。 しか し,幸 い に も,日 本 周 辺 海

域 のBSRの デ ー タ は広 範 囲 に 取 得 され て お

り,従 来 型 天 然 ガ ス 田 の探 鉱 よ り著 し く有 利

と考 え られ る。

現 在 の 技 術 水 準 で は,メ タ ンハ イ ドレー ト

とそ の フ リー ガ ス の 存 在 が わ か っ て も,ガ ス

田 の採 算 性 を判 別 す る技 術,ま た深 海 底 下 か

ら経 済性 良 く採 取 す る技 術 と も ま だ確 立 され

て お らず,巨 額 が 予 想 さ れ る探 鉱 ・開 発 費 の
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大幅低減には,多 くの技術革新が課題 として

残 っている。

グローバルな価格競争が展開されている現

在,メ タンハイ ドレー トとそのフ リーガスは

既存の安価な石油 ・天然ガスと競合す る運命

にある。巨額の探査 ・開発費を要するこの資

源 を21世 紀の早期 に実 用化す るには,高 い

ハー ドルの克服が必要 と考 えられる。

しかし,超 長期に見れば,中 国やイン ドな

ど人 口の多いアジアの発展途上国で経済成長

が進みエネルギー需要が高まるので,21世 紀

中頃にはエネルギー価格の高騰は必至 と見込

まれている。 メタンハイ ドレー トの生産技術

の開発に成功すれば,わ が国における国産エ

ネルギーの供給に大 きな朗報をもたらす もの

と考えられる。

図10は 日本近海の鉱業権出願状況図であっ

て,鉱 業権が出願 または設定 された海域は,

国土総面積 の3.4倍 にあたる127万 ㎞ に も及

ぶ。在来型石油 ・天然ガスの採鉱対象 となる

譲

SKI【【】】 石油翼螺闘晃
Nl皿 看 日 石 闘鷺

㎜ 日本酔 雌 石論
」睡 】日纐 洋石麺簸原開彊

、忍

NOl匝田 ニツPtンオフシヨTEM

ビz墨 出光石開。日石開鏑・日鉱・石柚翼醸ε
=コ 出光石閃・日絃

(出所)通 商産業省 資源エネルギー年鑑(1993)

図10日 本周 辺海 域 の鉱業 権 出願状 況(1991年3月 末)
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堆積盆地だけで も37万㎞ に達 してお り,日 本

近海には将来の可能性が残されていることを

示 している。

8.貯 蔵 装 置 と して の メ タ ンハ イ ドレ ー ト

グ ドムン ドソンらの ノルウェーの研究 グ

ループは,メ タンハ イ ドレー トが メタンの貯

蔵装置 として使用可能なことに気づ き,1996

年,ト ゥールーズの国際会議で 「ハ イ ドレー

トによる天然ガス輸送」 と題する論文 を発表

した。

彼 らのフィー ジビリティスタディは,製 造

プラン ト,ハ イ ドレー ト運搬船,再 ガス化プ

ラン トまでを一連のシステム として,大 規模

な天然ガス輸送の開発 を図る野心的な研究で

ある。バレンツ海か らヨーロッパ大陸へ,あ

るいは西オース トラリアか ら日本へ といった

ガス生産田か ら消費地 まで,3500海 里を超 え

る遠距離輸送(積 み込み積み卸 しを含め約30

日の航海)へ の利用可能性を検討 したもので

ある。

天然ガスの輸送は,現 在,液 化 してLNG

船によりなされているが,液 化温度がマイナ

ス163℃ と超低温のため液化 に多大 なエネル

ギーを要す るほか,航 海中の超低温維持装置

や超低温タンクの特殊金属材料などを必要 と

す る,コ ス ト高の要因を抱えたエネルギー輸

送システムになっている。

これに対 し,メ タンハイ ドレー トは,温 度

が氷点下に保持 されれば大気圧下でも安定 し

てお り,冷 凍庫 に入れれば長期間保存が可能

となる。メタンと水からメタンハ イ ドレー ト

をつ くるエネルギーはLNGの 液化 に比べは

るかに少ないが,輸 送には容積がかさばるの

が欠点である。

メ タ ン ハ イ ドレー トを 輸 送 す るNGH船

(NaturalGasHydorateCarrier)は,典 型

的 な125,000～135,000m・ 級LNG船 の 約3倍

の大 き さ とな る。 タ ン クの 配 置 は マ ン モ ス タ

ン カ ー(VeryLargeCrudeCarrier)に 似 て

お り,12に 分 割 さ れ た タ ン クは大 気 圧 で マ イ

ナ ス15℃ に保 持 さ れ る。 同体 積 の ガ ス を輸 送

す るに は,LNGタ ン カー1隻 に 対 して2隻

のNGH船 が 必 要 とな る。

表1は,日 量4兆ft3(約1,130万m・)の 輸 送

シ ス テ ム で,初 期 投 資 額 を同規 模 のLNG方

式 と比 較 し た結 果 で あ る。 キ ャ ピ タ ル ・コ ス

トは,輸 送 船 で は大 差 な い が 製 造 プ ラ ン トと

再 ガ ス化 プ ラ ン トで は 著 し く相 違 し,メ タ ン

ハ イ ドレー ト方 式 は シ ス テ ム の 全 コス トが18

億13百 万 ドル(約22百 億 円)で あ っ てLNG

方 式 に対 し約24%,金 額 に して 約5億6千 万

ドル(約700億 円)の 低 減 が 可 能 と試 算 して い

る。

表1LNG方 式 とメ タンハ イ ドレー ト方式

の初 期投 資 比較

(百万USド ル)

LNG方 式
メ タ ンハ イ ドレー ト

方 式

製造 工程 1,220 790

輸 送 750 700

再 ガ ス 化 400 320

合 計 2,370 1,810

差 額 560

(注)比 較 条 件

処 理 量:日 量 約1,130m・(4兆ft3)の 天 然 ガ ス

輸[送距 離:3,500海 里

(出 所)グ ドム ン ドソ ン ら,第2回 天 然 ガ スハ イ ド

レー ト国 際会 議(1996,フ ラ ンス)資 料

これは,日 本のエネルギー業界にとっても

魅力ある報告で,今 後の資源開発にも影響を

及ぼす もの と思われる。特に,今 後の開発が
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期待 される比較的小規模で,あ まり大 きな初

期投資が許されない海外天然ガス田か らのメ

タン輸送に適用が期待 される。

9.わ が国政府によるメタンハイ ドレー ト

研究の動向

通産省は,平 成7年 度か ら,メ タンハ イ ド

レー トを含む国内の石油 ・天然ガス調査 を第

8次5力 年計画 として開始 した。これ を受け

て石 油公 団は,平 成11年 度 にメタンハ イ ド

レー ト層を貫通する掘削計画 を立てている。

また,通 産省工業技術院は,先 導研究 テー

マの一つ として,今 年度か らの3力 年計画で

メタンハイ ドレー トの開発技術 ・利用技術 に

関わる広範囲な調査研究をNEDO(新 エネル

ギー ・産業技術総合開発機構)に 委託 してい

る。

さらに,科 学技術庁が進めている日本独 自

の深海掘削計画(OD21計 画)で は,学 術研

究 目的の調査 を重視 してお り,今 後,地 球物

理学,海 洋地質学,資 源工学などさまざまな

分野の専門家により,日 本周辺のメタンハイ

ドレー トの実態が解 明され るもの と思 われ

る。

当エネルギー総合工学研究所 も,民 間研究

機 関の立場か ら,当 研 究所が主催 す るマル

チ ・クライアン ト 「非在来型天然ガス基礎調

査」活動への参加 を企業に呼びかけ,メ タン

ハイ ドレー ト研究の一層の推進 を図 りたいと

思っている。
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資 源 エ ネ ル ギー 年 鑑1993

情報源の解説

詳しく調べたい人のため比較的入手が容易な

情報源を以下に記す。

(1)日 本語参 考 書:松 本,奥 田,青 木 著 「メ タン

ハ イ ドレー ト」(副 題:21世 紀 の 巨大 天 然 ガ ス

資源),日 経 サ イエ ンス社 刊,1994

(2)ODPLeg164の 最 新 報 告 の 掲 載 誌:Gerald

R。Dickens,CharlesK.Paull,PaulWa1-

lace&theODPLeg164ScientificParty,

「?
nature",Jan.30,1997

(3)イ ン タ ー ネ ッ トで の 最 新 情 報:

・http://marine .usgs.gov/highlights.htmI

(米 国地 質 調 査 所)

・http://www .aist.go.jp/GSJ/Home-

Page.html(工 業 技 術 院 地 質 調 査 所)
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〔技 術 解 説〕

放射性汚染除去の基礎知識

和 達 嘉 樹((財)エ ネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 専門役)

1.は じ め に

従来,放 射性汚染除去は,原 子力施設や放

射性物質取扱い実験室において,身体(皮 膚),

防護衣,機 器,設 備・施設が対象であったが,

チェルノブイ リ原子炉事故により,環 境の放

射 性汚染 とその除去がウクライナ及びベ ラル

ー シでは現実の問題 となった。さらに,今 後,

耐用年数が過 ぎた原子炉の廃止措置に伴い,

合理的な放射性廃棄物処理処分の観点から,

放射性汚染除去が行われるものと考える。

放射性汚染は,放 射 陛核種(放 射性同位体)

による汚染であり,一 般の汚れとは異なる特

殊性 を有す る。またその除去 も,い わゆる清

浄 ・掃除 とは異なる面を持ち,区 別 して取扱

われている。

本編は,適 切な参考書1)が少 ない放射性汚

染除去について,基 礎 となる知識を記 し,原

子力関係者,放 射性物質を取扱う研究者の参

考に供す るとともに,一 般の人々の理解に も

資することを意図 している。

2.放 射性汚染とその除去の特殊性

放射性汚染 とその除去の特殊性 を集約する

と,次 の①～④ となる。

① 放射性汚染 は,そ れを構成する放射性核

種の半減期に従 い時間 とともに減少す る。

② 放射性汚染 を構成す る放射性核種 の量

(9数)は,極 微量である。

③ 放射1生汚染の除去は,放 射 性核種の除去

が 目的であ り,見 た目の清浄さとは関係が

ない。

④ 放射性汚染の除去 によ り生 じる廃棄物

は,放 射性廃棄物 として処理処分 しなけれ

ばならない。

①は,放射1生汚染に限られた特殊性である。

各放射性核種 は固有の半減期 を有する(表1

参照)。短半減期の核種による汚染ならば,除

去の必要がない。例えば56Mn汚 染の場合,半

減期が2.579時 間なので,2日 も経てば自然に

放射性汚染は消滅す る。 しかし,長 半減期の

表1放 射性核種の特性

放射性核種 放射能 半減期
比放射能

(KBq/9)

トリチ ウム(3H) β 12.33年 3.58×1011

炭素 一14(14C) β 5730年 1.65×108

マ ン ガ ンー56(`6Mn) β,γ 2.579時 間 8.03×1014

コ バ ル トー60(56Co)
β,γ 5.271年 4.18×1010

ニ ッ ケ ル ー63(63Sr) β 100.1年 2.10×109

ス トロ ンチ ウ ム ー90(90Sr) β 28.78年 5.11×109

ヨ ウ 素 一131(13ユ1) β,γ 8.021日 4.60×1012

セ シ ウ ム ー137(137Cs) β,γ 30.07年 3.21×109

ブ ル トニ ウ ム ー239(239Pu) α・γ 24110年 2.30×106

ア メ リ シ ウ ム ー241(24'Am) α・γ 432.2年 1.27×108
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核 種,例 え ば239Pu汚 染 の 場 合,半 減 期 が

24,110年 な の で 汚染 の 自然 消 滅 に は頼 れ ず,

除 去 を 必要 とす る。

② は,放 射 性 汚 染 に 際 立 っ た特 殊 性 で あ る。

放 射 線 施 設 内 で人 が 触 れ る物 の 表 面 の 汚 染 密

度 限 度 が,法 令 で定 め られ て い る。 そ れ は,

α線 を放 出 す る核 種 に つ い て4Bq/cm2,α

線 を放 出 しな い 核 種 につ い て40Bq/cm2で

あ る2)。 こ こ で,α 線放 出核 種 に241Am,β 線

放 出核 種 に90Srを 例 に とっ て,表 面 汚染 密 度

限 度 に相 当 す る核 種 の 量(9数)を 表1の 比

放 射 能 を 用 い て 計 算 す る と,241Amで は

3.1×10-11g/cm2,90Srで は7.8×10『i2g/

cm2と な る。 この よ う な極 微 量 が 問 題 と な る

分 野 は,他 に は見 当 ら な い。

③ は,放 射 【生汚染 の 除 去 に 際 し,汚 染 の 程

度 及 び 除 去 の 達 成 度 は,放 射 線 測 定 器 に よ る

計 測 で判 断 され る こ と で あ り,見 た 目の 清 浄

さ とは 関係 が な い。 つ ま り,目 に 見 え な い極

微 量 の放 射 性 核 種 が 対 象 だ か ら で あ る。 そ れ

故,汚 染 除 去 に 当 って は,ま ず,放 射 線 計 測

出入口

(廊下)

出入口

により汚染分布図を作成することが必要であ

る(図1参 照)。

④は,汚 染除去により発生する廃棄物は放

射性廃棄物 となるため,一 般の廃液やごみの

ように下水や ごみ箱に捨てられず,法 規に従

って処理処分 しなければならない。それ故,

汚染除去に当っては,廃 棄物の発生量を低減

す る除去方法 をとることが肝要である。

3.放射性汚染 と除去(除 染)に 関する基本

(1)固 体表面 と汚染機構

放射性汚染 とその除去の対象は非常に広範

囲に亘 るが,い ずれ も物の表面,す なわち固

体表面の放射1生核種 による汚染 とその除去 と

いう点で共通である。放射性汚染 とその除去

は,固 体表面の性質並びに汚染機構に大 きく

依存する。固体表面は,汚 染に関して非浸透

性 と浸透性に分類され,汚 染様式には表面汚

染 と内部汚染がある(表23)参 照)。 同様にし

て汚染機構 は,表 面汚染及び内部汚染につい

て,表33)の ように示 される。

ここで,表 面物理的汚染は,水 洗などの簡

単な物理的処理によって,固 体表面に何 らの

変化 も与えずに除去 し得 るものである。これ

に対 し,表 面化学的汚染は,除 去剤 を用いる

化学的処理,或 いは強力な物理的処理による

除去 を必要 とするものである。さらに,拡 散 ・

浸透の結果 としての内部汚染は,表3に 示す

ように,一 層除去 し難いものである。

表2固 体表面の分類

図1汚 染 分布 図(仮 想 図)

βγ放射性核種 による汚染密度(Bq/100cm2)

例 汚染様式

非浸透 性
金属,ガ ラス,

プ ラ スチ ッ クス,・
表面汚染

浸 透 性
木 材,綿 布,コ ン ク リ
ー ト

,皮 ふ,・

表面汚染
および内
部 汚 染

第20巻 第1号(1997)
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表3汚 染機構の分類

汚 染 機 構 除去の
難 易

表画汚染
表面物理 的汚染:物 理吸着,付 着
表面化学 的汚染:化 学吸着,表 面

化学反応

易

難
内部汚染

内部非固定 汚染:固 体内の基質 に
非 固定

内部 固定 汚 染:固 体内の基質 に
固定

(2)汚 染除去の原則

① 早 期 除 染

固体表面における放射性汚染 ・除去の様子

を,汚 染時間に関して概念的に図2に 示す。

一般に
,汚 染量は汚染時間 と共に増加 し,

ある時間後は,増 加速度は遅 くなるか飽和に

達す る。一方,除 去に関しては,汚 染時間が

短 いうちは,固 定 され る表面汚染或いは拡

散 ・浸透 による内部汚染が少ないことか ら除

去が容易である。しか し,汚 染時間が長 くな

ると,そ れ らの除去 し難い汚染が多 くなるた

め除去が困難 となる。

従って,汚 染 したら直ちに除去 をする"早

期除染"が 原則 として挙げられ る。特に,身

体(皮 膚)除 染の場合,早 期除染が体 内汚染

防止の点か らも有効 である(図34)・s)参照)。

② 短時間除染あるいは1回 除染

汚染除去は,比 較的短時間内に或いは1回

の除去操作により完了してしまうことが,実

▲
T
ー

汚
染
量
又
は
残
存
汚
染
量

汚染時間→

図2汚 染 ・除去の汚染時間との関係

験的にも経験的にも認め られている(図46)

参照)。この現象は,日 常一般の汚れの清浄に

おいても体験することである。

従 って,原 則 として,"短 時間除染"或 いは

"1回 除染"が 挙げられる
。このことは,作

業者の被曝の低減及び放射性廃棄i物の発生量

の低減か らも意味のある原則である。

4,除 去剤 と除去メカニズム

汚染除去は,汚 染 を固体表面から分離 し,

遊離 した汚染を固体表面に再汚染させないこ

とである。従 って,放 射性核種の固体表面 と

の結合状態によって,適 切な除去剤が決めら

れるべ きである。以下 に,代 表的な除去剤 と

その除去 メカニズムについて述べる。

(1)表 面物理的汚染の除去

表面物理的汚染の場合,放 射性核種 と固体

表面 との結合状態は,分 子間力のような物理

的なものであ り,水が除去剤 として機能する。

粉体状 汚染や陰イオン汚染が これに相 当す

る。

S・C十water-→S十water(C)

S:固 体表面,C:汚 染(放 射性核種)

ただ し,粉 体状汚染の場合,内 部被曝防止

のため湿式除染が原則であり,バ キュームク

リーナーの使用は避ける。

(2)表 面化学的汚染の除去

表面化学的汚染の除去には,除 去剤が必要

になる。放射性核種の固体表面 との結合状態

がイオン吸着であれば,イ オン交換反応によ

り除去 しうる。

従 って,H+を 供給する酸,例 えば塩酸,硝

酸が効果的な除去剤 となる。
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図3皮 膚 除 染 結 果

80

1

1

Q
U

nO

凋4

a

O

O

(棄

寵
＼
no
E
)
⊃
職

嶽
映

仲
罎

旺

○:乾 燥汚染綿布試料

●:非 乾燥汚染綿布試料

[⊃」

2.口

1.0

試 料:プ ラスチックス

除去剤:酸 化チタンペースト

名回の口」は,
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00
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洗浄時間(min)ペ ース トの塗りかえ回数(回)

ウラン汚染におけ る乾燥 汚染綿布試料 と非乾燥 汚 ペー ス トの塗 りか え回数 によるEP汚 染の除染指数D.1

染綿布 試料の水洗 による除去効果の比較(30℃)の 変化(研 磨 圧力:O.5kg,研 磨 回数:20回,室 温)

図4除 去 に 及 ぼ す 除 去 時 間 と除 去 回 数 の 効 果

S・C十nH+一 一→S・Hn十cn+

図57)に,各 種 金 属 表 面 か らの 核 分 裂 生 成

物(F.P,各 種 の 陽 イ オ ン放 射 性 核 種 を含 有 す

る)の 除去 に 及 ぼ すpHの 効 果 を示 す 。金 属 表

面 に 影 響 す る よ うな 高 濃 度 の 酸 溶 液 を 必 要 と

せ ず,pH2,す な わ ち0.01N程 度 で,十 分 な

除 去 効 果 が得 られ る こ とが 分 か る。

特 に,遷 移 元 素(Mn,Fe,Co,Ni等)の

放 射 性核 種 イ オ ン の 除 去 に有 効 な 除 去 剤 と し

て,キ レ ー ト形 成 剤 が あ る。代 表 的 な もの に,

エ チ レ ン ジア ミン 四 酢 酸(EDTA)が 挙 げ ら

れ る。

第20巻 第1号(1997)
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S・C十EDTA-→S十EDTA・C

キレー ト形成剤の使用に当たっては,キ レ

ー ト形成剤の解離や放射性核種イオン,形 成

したキレー ト化合物の加水分解等を考慮す る

と,中 性か らアルカリ性にわたっての使用が

適切である(図66)参 照)。

身体(皮 膚)除 染か ら施設除染に至 るまで,

広 く用いられている除去剤に界面活性剤があ

る。陰イオン界面活性剤であるドデシルベ ン

ゼ ンスルホン酸ナ トリウム(DBS)や ドデ

シル硫酸ナ トリウム(SDS)は,市 販の洗

剤の主成分である。除去メカニズムか らは,

陽イオン放射性核種の除去には,界 面活性剤

分子が会合体(ミ セル)を 形成するミセル臨

界濃度(CMC)以 上の濃度が有効 である(図

76)参照)。しか し,キ レー ト形成剤 と併用する

場合には,界 面活性能の方に期待するため,

104
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10}
024681012

洗浄水のpH

図5F.Pの 除 去 に お け るpHの 効 果

(除 去 時 間10min,30℃)

41

CMC以 下の濃度で使用す ることが多い。

その他,ペ ース ト除去剤が挙げられる。こ

れは,除 去による廃液の発生がないことが特

色である。酸化チタンペース ト(ア ナ タース

型酸化チタンを0.1N塩 酸で練 ったもの)が

諸
作
用
に
も
と
つ
く
除
去
効
果
の
増
大

4,0

3,0

口1

一70一

2.e

1.0

＼
H+の 作用

＼
総合除去効果

0714
除去剤水溶液のpH

図6キ レー ト形成 剤 の除去効 果

0

0,010.11,010.口

濃度(wt%)

図7綿 布 か らの60Co2+の 陰 イ オ ン 界 面 活 性

剤 に よ る除 去

(除 去 時 間10min,30℃)
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代表的なもので,化 学的除去効果のほか,研

磨 といった物理的除去効果 も伴 っている。酸

化チタンペ ース トは,皮 膚除染に も使用され

ている。

(3)表 面層の剥離による汚染除去

実際の汚染除去では,除 去剤を使わない汚

染表面層の剥離による除去がしば しば行 われ

る。例えば,浸 透性 固体表面を持つ コンクリ

ー トの剥離除去である。

S・S'C-→S十S'C

図88)は,コ ンクリー トの60Co,137Csの 汚染

状況に関する実証的試験結果であり,こ れ ら

放射性核種は,表 面層付近に多くが分布 して

いることが分か る。このような知見は,廃 炉

措置における汚染 コンク リー トの除染に有用

、ー
一

一2

ヨ

引

(bD
＼
σ
蔓
)O
Uo
Ω

遷
醸
廼

一5

0

図8

1370S

6000

0.510

距離(om)

コ ン ク リ ー ト 中 の137Cs及 び60Coの

汚 染 状 況(119日 間)。

但 し,1Ci=・3.7×1010Bq

である。但 し,放 射化されたコンクリー トの

場合は,剥 離 というより放射化部分の切断 ・

撤去が行 われ る。

5.環 境放射性汚染の除去の基本的考 え方

先年のチエルノブイリ原子炉事故により,

ウクライナ及びベ ラルー シでは,環 境放射性

汚染の除去が現実の問題 となった。 また,ア

メリカでは,過 去の原子力開発による環境放

射性汚染の処置が課題 となっている。環境放

射性汚染は結局の ところ,放 射性核種による

土壌の汚染 と河川 ・湖沼の汚染に帰着する。

それ故,こ れ らの汚染の除去について,以 下

に基本的考 え方 を述べる。

① 土壌汚染の除去

土壌汚染の場合は,実 証的試験結果(図

99)・'0))に見 られるように,土 壌表面付近に放

射性核種の多 くが とどまる。事実,チ エル ノ

ブイ リ原子炉事故に より図1011)に 見 ちれる

ように,ベ ラルーシの国土が広範囲に亘 り137

C等 により汚染されたが,7年 間で137Csの 土

壌中移行 は,5cm程 度であった11)。ウクライ

ナについても,同様な報告12)がなされている。

土壌汚染そのものを化学的に除染すること

は,除 去剤による土壌の汚染 を考えて も実際

には不適であ り,ま た,除 染の結果生 じる放

射性廃棄物 も大量なものとなる。それ故,前

に述べた汚染表面層の剥離による除去,す な

わち汚染土壌の剥離除去が,現 実的かつ最 も

有効 な除去方法 となる。

しか し,こ の場合でも広大な面積 を対象に

す るので,生 じる放射性廃棄物の量は大量 と

なることは避け られない。例えば,汚 染土壌

の表面層5cmを 剥離 し,200eの ドラム缶に

収容す るだけで,1km2当 りドラム缶の本数は
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25万本に及ぶ。これを処分のため等量のセメン

トで固化 したとすると,処 分すべきドラム缶の

本数は50万本 となる。

② 河川 ・湖沼汚染の除去

河川 ・湖沼汚染の除去は,土 壌汚染の除去

に比べ,さ らに難 しい面がある。それは,放

104
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図9通 気 層 土 壌 中 に お け る放 射 性 核 種 濃 度

分 布

(○:60Co,△:85Sr,□:137Cs)

射性核種は河川 ・湖沼の水中に浮遊 ・溶存 し

ているのみならず,底 土にも沈着 ・吸着 して

お り,水 と底土の間には,次 のような平衡状

態があるためである。

底土 ・Cl=ゴ 水(C)

つ まり,水 を除染す るだけではな く,汚 染

底土を撤去 しなければ,根 本的な汚染除去に

はならないのである。

環境放射性汚染の除去に当っては,最 初に

汚染分布図を作成 し,次 に住民に対する放射

線被曝線量評価 を行い,何 処をどの程度除染

しなければならないか を決める必要がある。

対象面積が広大なため,要 する時間,費 用が

かか り,放 射 性廃棄物の量 も莫大な もの とな

るため,こ のような準備,検 討が必要なので

ある。

6.お わ り に

昭和30年 代の始め頃から,我 が国では放射

性汚染除去が放射線管理の一環 として,日 本

原子力研究所において業務 として行われた。

放射性汚染 とか放射性廃棄物 といった新 しい

言葉 を使 いはじめた頃であ り,放 射線測定器

も開発途上にあった。放射性汚染除去の技術

開発 とともに,実 際に種々の放射性汚染除去

に携わった筆者に とって,最 近,こ の分野の

参考書が書かれていないことが気掛か りであ

った。幸い執筆の機会に恵まれたので,放 射

性汚染除去の基礎知識に限定 して本編 を著 し

たものである。

「環境放射性汚染の除去の基本的考え方」

で述べたように,環 境放射性汚染の除去はい

ろいろな面で大変なことであ り,汚 染 を起 こ

さないことがいかに大切であるかがよ く理解

されたことと思 う。
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ク リー ンエ ネル ギー 自動車 レポー ト(第3報)

活発化するハイブリッド自動車の開発

蓮 池 宏 饒 勢鐵 鎌 縣 長徹)
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最 近,新 聞 や 雑 誌 で 「ハ イ ブ リ ッ ド自動 車 」

とい う こ とば を よ く 目に す る よ うに な っ て き

た。 テ レ ビ で 見 た り,町 中 で実 物 を見 か け た

りす る こ と もあ る。 今 回 は,こ の ハ イ ブ リッ

ド自動 車 を採 り上 げ て み る。

1.ハ イ ブ リ ッ ド自動 車 とは何 か

「ハ イブ リッ ド」 とは2つ 以上の混合物 と

いう意味で,2つ 以上の動力源を持つ 自動車

のことをハイブ リッド自動車 と呼んでいる。

組み合わせ る動力源 は,い くつ もの種類が

考えられる。一般には,主 として航続距離の

要求 を満たすためのエネルギー量を供給する

動力源 と,主 として加速や登坂など短時間の

パ ワーを供給する動力源 とに分け られる。表

1に 試作車に採用 されたことのある動力源を

表1ハ イブ リッ ド自動 車 に用 い る動 力源

示す。たとえば,ガ ソリンエンジンとウル ト

ラキャパシタ,デ ィーゼルエンジンと蓄圧装

置,燃 料電池 と二次電池,と いった組み合わ

せのハ イブ リッド自動車が開発されている。

二つの動力源の組み合わせ方には大きく分

けて2種 類ある。シリーズ方式 とパ ラレル方

式 と呼ばれるものである。図1に 二つの方式

の構成を示 した。

① シ リー ズ方式

エ

ン
ジ

ン
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機 魎
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駆
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②パラ レル方式

函

機械 的接続
一電気的接続

(エ ンジン)一
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一
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壷
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艶

エネルギー供給用 パワー供給用

ガソ リンエンジン

ディーゼルエンジン

その他各種 エンジン

燃料電池

二次電池

ウル トラキャパ シタ

フラ イホイール

蓄圧装 置

図1ハ イブ リッ ドシス テム の構 成

ハ イブリッドシステムの運転方法は次の3

種類が代表的である。

① パワーアシス ト型

自動 車 用 エ ネ ル ギー の 問 題 は,エ ネル ギ ー の面 か ら も都 市大 気 汚染 の面 か ら も地 球 温 暖化 の面 か ら も,今

後 ます ます 重 要 に な っ て い くで あ ろ う。 さ まざ ま な情 報 の ポ イ ン トを整 理 し ク リー ンエ ネ ル ギー 自動 車 の今

後 を展 望 して み る,と い うの が この レ ポー トの趣 旨 であ る。 こ こ で述べ る こ とは筆 者 個 人 の 見解 で あ り,必

ず し も的 を得 て い な い点 もあ るか と思 う。読 者諸 兄 の ご批判 を仰 ぎた い。E-mail:hasuike@iae.or.jp
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これは,内 燃エンジンによる駆動 を基本

として,発 進 ・加速などの大パワーが必要

なときに,パ ワー用動力源が補助(ア シス

ト)す るものである。これによって,エ ン

ジンの低速 トルクを補 ったり,高 負荷時の

黒煙やNOxの 排出 を抑えた りす るこ とが

できる。

減速時は運動エネルギー を回収 してパワ

ー供給源に蓄 え,加速時などに再利用す る。

システム構成はパ ラレル式の場合が多い

が,シ リーズ式でもこのような運転は可能

である。

② レンジ ・エクステンダー型

この方式は,電 気 自動車が原型で,こ れ

にエンジン発電機を加 えて走行 中や停車中

に充電ができるようにしたものである。電

気 自動車の 「一充電走行距離(レ ンジ)を

延長(エ クステン ド)す る」 という意味で

ある。

エンジンは効率 と排ガスを勘案 して最 も

良い条件で一定運転 され る。パワーの過不

足はパワー供給装置で調節す る。

システム構成はシリーズとなる。

③ 使 い分け型

郊外では内燃エンジンのみで走行 し,都

市内では排ガスの出ない電気モー タのみで

走行す るといった具合に,時 と場合によっ

て2種 類の動 力源 を使 い分 ける方式であ

る。システム構成はパ ラレル方式になる。

2.燃 費や排ガスが改善 される理由

ハイブ リッ ド車では燃費や排ガスが改善 さ

れるが,そ の理由は次の二つに集約 され る。

第一の理由は,エ ンジン(表1の エネルギ

ー供給用動力源)を ,効 率や排ガスの点で有
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自動 車 技 術会,自 動 車 技術 ハ ン ドブ ック

利な条件で運転できることである。

エ ンジンの効率や排ガス性状は,回 転数や

出力によって大 きく異なる。例えばガソリン

エンジンの効率は,図2に 示すように最高点

では240g/kWh(≒34%)程 度だが,一 方で600

g/kWh以 上(≒13.5%以 下)の 領域 もあり,

一般的な走行での平均は20%程 度 と言われて

いる。 また,デ ィーゼルエンジンの黒煙は加

速時のような高負荷の領域 で特に多 く排出さ

れ る。

、ところが従来の 自動車の場合は,高 速走行

でも低速走行で も,急 加速でも緩やかな加速

でも,い つ も一個のエンジンで対応 しなけれ

ばならないので,効 率の悪い領域や排ガスの

多い領域での運転を避けることはできない。

これに対 しハイブ リッ ド自動車では,性 質

の異な る第二の動力源 を組み合わせ ること

で,べ 一ス となるエンジンはなるべ く最適に

近い条件で運転 し,走 行負荷に対するエンジ

ン出力の過不足は,第 二の動力源(た とえば

二次電池+モ ータ)に 吸収 させ ることができ

る。不利な条件での運転 を避けることで,実

使用におけるエンジンの平均効率や平均排ガ

ス性状が大幅に改善される。
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第二の理由は,運 動エネルギーの回収 ・再

利用である。

従来の 自動車では,走 っている車の運動エ

ネルギーは,ブ レーキをかけた ときに熱に変

わって周辺に散逸 して しまう。ハイブ リッド

自動車の場合は,駆 動用のモータが制動時は

発電機 として働 き,運 動エネルギー を電気エ

ネルギーに変えて(回 生制動 という)二 次電

池などに貯蔵す る。そして,貯 蔵 されたエネ

ルギーは,加 速時な どに再利用される。これ

により,再利用された分だけ燃料が節約 され,

燃費が向上 し排ガスの発生 も少な くなる。

3.古 くて 新 しい ハ イ ブ リ ッ ド自動 車

ハ イ ブ リ ッ ド自動 車 は,電 気 自動 車 の 開発

と並 行 して,こ れ ま で に様 々 な種 類 の 車 の 開

発 が 行 わ れ て きた 。 ハ イ ブ リ ッ ド自動 車 用 の

内燃 エ ン ジ ン と して は,ガ ソ リン エ ン ジ ン,デ

ィー ゼ ル エ ン ジ ン,ガ ス エ ン ジ ン,ガ ス ター ビ

ン な ど,種 々 の もの が 用 い ら れ て きて い る。

ま た,ス ター リン グ エ ン ジ ン の よ うな外 燃 エ

ン ジ ン を用 い た シ ス テ ム も試 作 され て い る。

しか し,こ れ ら は実 験 段 階 で 終 わ っ て い る

もの が 多 く,実 用 化 され た例 は,デ ィー ゼ ル

エ ン ジ ン とこ 次 電 池(十 電 気 モ ー タ)を 組 み

合 わ せ た 日 野 自 動 車 のHIMR(Hybrid

Inverter-controlledMotorandRetarder

System)く らい しか な い 。

これ ま で 多 くの 研 究 開 発 が行 わ れ な が ら,

な か なか 実 用 に 至 らな か っ た最 大 の 理 由 は,

得 られ る メ リッ トの割 に コ ス トが か か り過 ぎ

る た め で あ っ た 。 ハ イ ブ リ ッ ド自動 車 の メ リ

ッ トは 燃 費 向 上 と排 ガ ス 低 減 で あ るが,燃 費

向上 は べ 一 ス 車 と比 べ て20～30%程 度,排 ガ

ス低 減 も半 減 く らい で あ っ た。 一 方 で 車 両 コ

ス トは2倍 近 くになってしまう。20～30%の

燃料費節約では,車 両価格 の上昇分をとても

賄えるほどではない。前述のHIMRを 搭二載 し

たバスも,一 般の路線バスよ り価格が数百万

円も高 く,経 済的にはペイしていない。

排ガスについても,規 制値は一般のエンジ

ン車でもクリアできるレベルに設定されてい

るので,そ の1/2に なって も,1/5に なっ

ても,車 のユーザー も自動車メーカー も特に

メリットを受けるわけではない。電気 自動車

のように排ガスゼロというのであればインパ

ク トがあるが,ハ イブリッ ド自動車の場合は

ゼロにはな らない。そのためアピール性 も今

一つで,自 治体などによるアピール効果を狙

った導入に対す る需要 も少なかった。

それではなぜ今,ハ イブ リッ ド自動車の開

発が再び活発化 してきたのだろうか。

一つは
,カ リフォルニア州のZEVプ ログラ

ム(ZeroEmissionVehicleProgram)か ら

の流れである。本レポー トの第2報 で も述べ

たように,近 い将来におけるZEVの 本格的実

用化は難iしいことが明らかになってきて,そ

れに準ずる低排ガス車 として,ま た,エ ンジ

ン車から電気 自動車への橋渡 しの車 として,

ハイブ リッド自動車が注目されてきた。新聞

報道によれば,カ リフォルニア州の規制当局

は,ハ イブ リッ ド車 も電池のみでの走行距離

に応 じて複数台数 をZEV1台 分 と認め るこ

とを検討 しているという。

もう一つは,CO2問 題からの流れである。自

動車からのCO、排出を減 らすための最 も効果

的かつ確実な方法は,車 両単体の燃費向上で

ある。燃費向上 を徹底的に追求するために,

エンジンの細かな改良だけでな く,駆 動 シス

テム全体を見直して効率の高いシステムを検
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討 した結果,エ ンジンの平均熱効率が高 く,

制動時のエネルギー回収 ・再利用が可能なハ

イブ リッ ド自動車が浮上 してきたわけだ。

しかし,以 前 と同じような技術 を用いてい

ては,ま た同じ失敗を繰 り返す ことになる。

本当に実用化 を目指すには,排 ガスあるいは

燃費の面で,相 当にインパク トのある性能改

善が必要になる。例 えば燃費であれば,従 来

のような2～3「 割」の改善ではな く,2～3

「倍」が欲 しいところだ。最近の技術進歩に

より,そ うした改善の可能性が見えて きた。

これが,ハ イブリッ ド自動車が注目されるよ

うになって きた,も う一つの要因である。

4.日 米 欧 の ナ シ ョナ ル プ ロ ジ ェ ク ト

平 成8年 秋 か ら平 成9年 初 め に か け て,通

産 省 が ハ イ ブ リ ッ ド 自動 車 の 開 発 に 取 り組

む,と い う記 事 が 新 聞 に何 回 か 掲 載 され た 。

実 は,米 国 と欧 州 で は,政 府 主 導 の ハ イ ブ リ

ッ ド自動 車 開 発 プ ロ ジ ェ ク トが す で に ス タ ー

トして い る。

最 も早 か っ た の は 米 国 で あ る。 大 統 領 の肝

い りで1993年 秋 に ス ター トし たPNGV(Part-

nershipforNewGenerationVehicle)プ

ロ グ ラ ム で あ る。Partnershipと は,政 府 と3

大 自 動 車 メ ー カ ー の 研 究 開 発 共 同 体

(USCAR:UnitedStatesConsortiumfor

AutomotiveResearch)と の 共 同 プ ロ グ ラ ム

で あ る こ と を意 味 して い る。PNGVプ ロ グ ラ

ム に は3つ の 目標 が 定 め られ て い るが,第1

の 目標 と して 「(国内 メ ー カー の)自 動 車 生 産

の 国 際 競 争 力 の 向 上 」 が掲 げ られ て お り,か

つ て 米 国 が 非 難 し た 日本 株 式 会 社 の 米 国版 の

よ う で興 味 深 い。 それ は さて お き,大 き く注

目 さ れ て い る の が,第3番 目の 目標 で あ る

表2PNGVプ ログ ラムの 技術別 研究 チ ーム

・直 噴 デ ィー ゼ ルエ ン ジ ン

・燃料 電 池

・ガ ス ター ビ ン

・二 次 電 池

・ウル トラキ ャパ シ タ

・フ ラ イ ホ イー ル

・製造 技 術

・車 体 材 料

・シ ス テム 分析

・車 両 シス テ ム

「2004年までに1994年 の平均的乗用車の3倍

の燃費(80マ イル/ガ ロン)の 商品化プロ ト

タイプ車を開発する」 ことである。計画書に

はハイブ リッド自動車 を開発するとは明示 さ

れていないが,実 態はハイブ リッド方式の駆

動システムの採用が前提 となっている。表2

に示す10の 技術別研究チームが対象 としてい

る技術からも,そ のことが伺 える。同プログ

ラムの開発予算は毎年約4億 ドル(約500億

円)に も達 し,7年 間で40億 円 という日本の

計画 とは桁違いの金額である。2004年 の最終

目標に至 るまでに,1997年 末に要素技術の絞

り、込み を行 い,2000年 には燃費3倍 のコンセ

プ ト車 を開発することが予定 されている。

欧州では,EC委 員会の下でCarofTomorrow

計画が始 まっている。この計画では,燃 費が

良 く,排 ガスがカ リフォルニア州基準のZEV

(ゼロ排ガス車)ま たはULEV(超 低排ガス

車)相 当で,2005年 までに経済的に競合可能

になる自動車の開発 を目標 としている。現在

の ところ,開 発 しようとす る具体的な車両シ

ステムを絞 り込むには至っていないが,EC委

員会の下の他の技術開発プロジェクトで開発

されている技術(レ シプ ロエンジン,ガ スタ

ービン,燃 料電池,二 次電池,フ ライホイー

ル等)の 活用が考えられている。
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日本のプロジェク トは本年度(1997年 度)

から開始 され,開 発期間は2003年 度までの7

年間が予定されいる。燃費の 目標は,米 国な

どに倣 って3倍 に設定 されるようである。

5.民 間の独 自開発 も活発化

日米欧の政府補助による開発プロジェク ト

はこれか ら本格化す るところであるが,民 間

べ一スでは既に様々な開発が行 われてお り,

それが活発化する傾向にある。

トヨタ自動車は1997年3月 に,燃 費2倍,

排ガス1/10の ハ イブ リッ ド自動車 を開発 し

て1997年 内に販売 を始め ると発表 した。車両

価格は通常のガソ リン車 より50万円高い程度

に抑えるという。THSと 名付け られたハイブ

リッドシステム(図3)は,基 本的にはパ ラ

レル方式だが,モ ータと発電機を別々にして

いる点が新 しい発想である。エンジンもア ト

キンソン ・サイクル という新型エンジンを採

用 している。

トランスミッシ ョン ■闘 ■ 動 力 伝 達

一燃=:::ひ電 力 伝 達

(出 所)日 本 経 済 新 聞,97年3月26日

図3ト ヨ タ の ハ イ ブ リッ ドシ ス テ ム

トヨ タ 自動 車 は,1995年 の 東 京 モー ター シ

ョー で,直 噴 ガ ソ リン エ ン ジ ン,無 段 変 速 機,

ウ ル トラ キ ャ パ シ タ な ど の新 技 術 を組 み 込 ん

でや は り燃 費2倍 を実 現 したハ イ ブ リ ッ ド自

動車(表3の 「PRIUS」)を 発表 している。今

回,こ れとは全 く異なる技術 を用いて実用車

を開発 したことは,ト ヨタ(お よび トヨタグ

ループ)の 技術力 とクリー ン自動車に対す る

力の入れようを感 じさせ られた。

欧州ではアウディが,エ ンジン駆動 とモー

タ駆動 とを切 り替える方式のハイブ リッド自

動車の販売 を予定 している。欧州では,一 部

の自治体が環境対策の一つ として,都 市中心

部へのエンジン自動車の乗 り入れ制限(電 気

自動車は規制対象外)を 行 ってお り,規 制区

域内ではモータ駆動に切 り替える方式がニー

ズに合っている。

ハイブ リッ ド自動車の実用化で先行 してい

る日野 自動車は,HIMR搭 載車の販売実績を

着実に増やす とともに,エ ンジン仕様の最適

化,電 池の改良などにより,燃 費向上,メ ンテ

ナンス性の向上 を図っている。また,路 線バス

だけでな く,観光バス,ゴ ミ収集車,小 型 トラ

ックなど,HIMR搭 載車種 を拡大 している。

ディーゼルエンジンと蓄圧装置 とを組み合

わせたハイブリッ ド自動車(路 線バス)は,

表31995年 東 京 モー ター シ ョー に

出品 され たハ イブ リッ ド自動 車

開発者 車 名
ハ イブ リ

ッ ド方 式
エ ン ジ ン

エネルギー

貯蔵装置

三菱 HEV シ リー ズ CNGエ ン
ジン 有機系電池

ダ イハ ツ

シャ レー

ドソ シ ア
ルXV-H

シ リー ズ
ガ ソ リン
エ ン ジ ン 密閉鉛電池

富士重工 ELCAPA パ ラ レル ガ ソ リン
エ ン ジ ン

鉛電池+
キャパ シタ

トヨ タ PURIUS パ ラ レル 直噴ガソ
リン

キャパ シ タ

トヨ タ
コー ス タ
ーHEV シ リー ズ

ガ ソ リン
エ ン ジ ン 密閉鉛電池

東北電力 WAVE シ リー ズ
ガ ソ リン
エ ンジ ン

ニ ッケル水

素電池
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三菱 自動車やいす ・"自動車が開発 し,地 方 自

治体が運営する路線において実用試験が行わ

れている。

この他,各 社がハ イブリッ ド自動車の開発

を行 ってお り,1995年 の第31回 東京モーター

ショーには表3に 示すハイブ リッド自動車が

出品された。本年秋の第32回 東京モーターシ

ョーには,さ らに進化 し商品化 に近づいたハ

イブ リッド自動車が出品されるものと期待さ

れる。

6.キ ー ・テ ク ノ ロジ ー は何 か

一つ 目の鍵 はピー ク用動力源である。これ

は 「動力源」 とはいうものの,ピ ー クパワー

の供給 とともに,制 動時の回生エネルギーや

エンジンの余剰出力を貯蔵す る,と いう機能

がある。ハ イブ リッド自動車の燃費向上は,

このエネルギーの貯蔵 と再利用をいかに高い

効率 で行えるかが重要なポイン トになる。そ

して,車 の寿命期間中のエネルギーの吸収 と

放出(電 池で言えば充電 と放電)の 回数 は,

レンジ ・エクステンダー型の運転をする場合

で1000回 以上,パ ワー ・アシス ト型の場合は

10万 回以上になると考えられる。

したがって,ピ ーク用動力源には,① 大パ

ワーの供給能力 とい う基本的な特性の他に,

②パワー吸収能力が高いこと,③ 回収 ・放出

のエネルギー効率が高いこと,④ 繰 り返 し使

用の耐久性が優れていること,さ らに⑤低 コ

ス トであること,と いう5つ の特性 を兼ね備

えたものが必要である。

HIMRを は じめ として最 も使用例 が 多い

のは鉛電池である。鉛電池は,① の大パワー

の供給 と⑤ の低 コス トは及第 レベ ルである

が,他 の3つ の点は十分 ではない。鉛電池に

代 わるピーク用動力源 としては,リ チウム・イ

オン電池,ウ ル トラキャパ シタ,フ ライホイ

ールの研究が活発化 している
。 これ らの うち

のどれかが,上 記の5つ の条件 を全て満たす

もの として登場 して くることを期待 したい。

二っ 目はエンジンである。既存 自動車の内

燃エンジンをそのまま使ったのではおもしろ

くない。おもしろ くない,と いうのは不真面

目だが,従 来の車 とコス トも効率 も同じエン

ジンを使っていては,ハ イブ リッ ド化により

他の部 品が増えるのを補完できない。

ハ イブリッ ド自動車用には小型で効率の高

いエンジンが適 している。一方で,負 荷応答

性は多少劣 っていても構わない。近いところ

では直噴ガソリンエンジンや直噴ディーゼル

エンジン,や や長期の技術 としては燃料電池

やセラミック ・ガスタービン,タ ーボコンパ

ウン ド・エンジンなどが開発対象 となるであ

ろう。

そして もう一つ重要 なのが制御 技術 であ

る。燃費の向上 も排ガスの低減 も,二 っの動

力源をいかに最適に組み合わせて運転す るか

にかかっている。これまでのハ イブリッド車

では,試 験用の走行パターンでは燃費が改善

されるが,実 用 してみると逆に悪化 した とい

う例 も報告されている。実使用での走行にお

いて,確 実に燃費改善 と排ガス低減を達成で

きるような制御方法を開発す ることが重要で

ある。

7.コ ス トが 引 き合 う条 件

トヨタが出して くるクリーンエネルギー 自

動車の値段にはいつ も驚かされる。電気 自動

車RAV4を500万 円で販売す るの も画期 的な

ら,ハ イブリッド車をべ一 ス車の50万 円増に
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抑えるというのも耳 を疑 うくらいだ。新開発

の トランス ミッションも,そ れに組み込むモ

ータや発電機 も,生 産量が少ない うちは高価

だろうし,エ ネルギー貯蔵用(ピ ー ク用動力

源)に はニッケル水素電池を使 うというので,

製造原価はとて も50万円増では収まらないと

思 うのだが。

メーカーの採算はともか くとして,本 当に

燃費2倍 のハ イブリッ ド車が従来車 より50万

円高で販売 されるなら,経 済性の面で従来車

に十分に対抗で きる。表4に 示 したように,

ハ イブ リッド車では燃料費が年間5万 円安 く

なるので,車 両価格の差額は5年 で回収でき

ることになる。運輸省の審議会において,自

動車税を従来のエンジン排気量基準から燃費

基準に変 更す る とい う方 向も模索 されてお

り,こ れが実現すればハイブ リッド自動車に

とって,さ らに追い風 となる。

表4ハ イ ブ リッ ド車 の経 済性 の 試算例

乗用車 2tト ラ ッ ク

従来車 ハイブリツド 従来車 ハイプリツド

年間走行距離
(km)

10,000 10,000 30,000 30,000

燃 費(km/尼) 10 20 6 12

燃料価格
(円/幻

100 100 76 76

年間の燃料費
(万円)

10 5 38 19

車両価格
(万円)

～150 従 来車
十50

～250 ?

一番登場 してほしいのは
,都 市内で配送用

などよく使われている小型 トラックのハイブ

リッド自動車である。表4に 示 したように,

ディーゼルの2t積 み トラックの場合,年 間走

行距離 を3万kmと すると,燃 費2倍 のハイブ

リッド車では年間の燃料費は19万 円に半減す

る。商用車の法定償却年数5年 間の燃料費節

約額は95万 円 となる。 したがって,デ ィーゼ

ル2tト ラックの車両価格,約250万 円に対 し,

100万 円程度高 くて も経済的には引 き合 うこ

とになる。

8.他 の ク リー ン エ ネ ル ギ ー 自動 車 との 関 係

ハイブ リッ ド自動車が脚光 を浴びるように

なって きた とき,他 のクリー ンエネルギー 自

動車 との関係はどうなるのだろうか。

まず,ハ イブ リッ ド自動車の技術は,LPG

自動車やCNG(圧 縮天然ガス)自 動車,メ タ

ノール自動車にとって歓迎すべ きものである

と思 う。燃費が2倍 ということは,同 じ量の

燃料で航続距離が2倍 に伸びることを意味す

る。LPGやCNG,メ タノールは,ガ ソリンや

軽油 よりエネルギー密度が小 さく,航 続距離

が短 いことがデ メ リッ トの一つ となってい

る。例 えばCNG自 動車の場合,実 用 されてい

る車の航続距離は200km程 度である。ハ イブリ

ッ ド方式のCNG自 動車ではこのデ メリッ ト

がだいぶ軽減されることになるであろう。

電気 自動車からみるとハ イブリッ ド自動車

は兄弟か親類のようなものであり,共 通す る

技術 も多い。 とくにシ リーズ式ハイブ リッド

のモー タや コン トロー ラは,電 気 自動車 と全

く同じである。ハイブリッ ド自動車が普及 し

ていけば,そ の過程 でモー タや コン トローラ

の技術が進歩 しコス トダウンも進むし,電 池

技術の進歩にも好影響があるだろう。これ ら

は長い目でみれば,電 気 自動車の実用化にも

寄与す るものである。

9.ま とめ(普 及 へ の 期 待)

ハイブ リッ ド自動車の燃料はいろいろなも
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のの可能性があるが,ガ ソリンか軽油であれ

ば燃料のインフラス トラクチャの整備が不要

になる。 これは普及の容易 さという点で大 き

なメリットになる。 クリー ンエネルギー 自動

車は,燃 料供給用のインフラの整備が普及の

ためのネックになることが多い。LPG自 動車

やCNG自 動車のように,技 術的な問題はクリ

アされて も,燃 料供給のインフラ整備に時間

とコス トがかか り,普 及の速度が制限されて

しまう。その点,ガ ソリンや軽油が使 えれば,

インフラス トラクチャの問題は最初か ら解決

済みである。

ハ イブリッ ド自動車が依然 として石油系燃

料 を使 うのであれば,そ れは脱石油 という観

点か らは好 ましくないように感 じられるか も

知れない。 しか し,そ れは違 う。燃費2倍 の

ハイブ リッ ド車が2台 普及すれば,非 石油工

ネルギーの自動車が1台 普及した時 と同 じ石

油消費削減効果が得 られるのである。 インフ

ラ整備の問題を考 えれば,石 油系燃料 を使 う

ハイブ リッ ド自動車は,短 中期的には最 も大

きな石油消費削減 とCO,排 出抑制 をもたらす

可能性があると思う。

日米の研究プロジェクトの 目標である 「自

動車の燃費を3倍 にす る」 というのは決 して

易 しくはないが挑戦す るに値す る目標であ

る。3倍 でな くともせめて2倍 でよい。それ

によって自動車用燃料の消費量は半分にな

る。 これは非常に魅力的な目標であ り,ぜ ひ

実現 してほしい と思 う。 日本のためだけでは

ない。アジアでのモータリゼー ションに伴 っ

て懸念されている石油需給の逼迫,CO2排 出

の増大 という問題に対する有力な対応策にな

るからだ。

第20巻 第1号(1997)
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● 行 事 案 内●

第15回 エ ネル ギ ー総 合 工 学 シ ンポ ジ ウム

テ ー マ=「 天 然 ガ ス の 将 来 展 望 と 輸 送 ・利 用 技 術

一 メ タ ノ ー ル は21世 紀 の エ ネ ル ギ ー と な り う るか 一 」

〈基調 講 演1>「 天然 ガスの将 来 展望 」(仮 題)

東京ガス㈱ 最高顧問 片 岡 宏文

く基調 講 演2>「 今 なぜ メ タノー ルか 一 メ タ ノール の エネル ギー利 用 の意 義一 」

東京大学 大学院工学系研究科 教授 吉 田 邦夫

〈特別 講演 〉 「エ コ ノ ミス トの 目か ら見 た エネル ギー問題 」

㈱長銀総合研究所 主席研究貝 竹 内佐和 子

《講演1>

《講演2》

《講演3>

〈講演4>

〈講演5》

「天然 ガス資 源の賦 存 開発状 況 と新 しい輸送 方 法」

三菱商事㈱ 豪州LNG部 次長 桑 原 徹 郎

「メ タ ノー ル の製造 と研 究 開発 の現 状」

三菱ガス化学㈱ 化成品事業部 企画開発グループ 統括部長 上松 正 次

「メ タ ノー ルの 発電 へ の利 用技術 と経済性 向上対 策の 要 点」

㈲エネルギー総合工学研究所 プロジェクト試験研究部 部長 高倉 毅

「燃 料 電池 自動 車 とメタ ノール ー 輸送 用燃 料 と しての将 来一 」

トヨタ自動車㈱ 第1FP部 主担当貝 河津 成 之

「我 が 国の 長期 エ ネル ギー需 給見 通 しと

CO2排 出抑 制 対策 に 関す る考察 」

㈱テクノリサーチ研究所 代表取締役 内 田 二 郎

日 時=平 成9年7月14日(月)IO=00～17=00

会 場:東 商 ホー ル 東京 商工会 議 所 ビル4F千 代 田区丸 の 内3-2-2

参 加費=無 料

問 合先=側)エ ネル ギー 総合工 学研 究所 企画 部 金 子裕 子

電 話:03-3508-8894/E-mail:ykaneko@iae.or.jp/FAX:03-350H735

(なお,プ ロ グラム は若干 変 わ る可 能性 が あ ります)
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研究所のうごき
(平成9年1月1日 ～4月1日)

(通商産業省 環境立地局 地球環境対策

室長 桜井和人氏)

2.総 合エネルギー調査会基本政策小委員会

の検討状況紹介

(通商産業省 資源エネルギー庁 長官官房

企画調査課 計画調整班長 頓宮裕貴氏)

◇ 第3回 評議員会

日 時:3月7日(金)12:00～13:10

場 所:経 団連 会館(9階)906号 室

議 題:

第 一号 議案 平 成9年 度事 業計 画 お よび収

支 予 算(案)に つ い て

第二号 議案 評議 員 の一部 交替 につ いて

第 三号 議案 その他

◇ 第47回 理事会

日 時:3月21日(金)12:00～13:10

場 所:経 団連 会館(9階)906号 室

議 題:

第一号 議案 平 成9年 度事 業計 画 お よび収

支 予算(案)に つ い て

第 二号 議案 平 成9年 度運 営費 の借 入 につ

いて

第 三号議 案 評 議員 の一 部交 替 につ い て

第四号 議案 その他

◇ 第41回 企画委員会

日 時:1月29日(火)10100～13:00

場 所:新 橋SYビ ル7階 会 議室

議 題:

1.最 近 の事 業概 要 につ い て

2.最 近 の調 査研 究 の状 況 と今 後 の展 開 につ

いて

3.そ の他

◇ 月例研究会

第143回 月例 研 究会

日 時:1月31日(金)14:00～16100

場 所 二航 空会 館6階 中 ホー ル

議 題:

1.COP3に 向 けて の我 が国 の方 向性 と取

組 状況

第20巻 第1号(1997)

第144回 月例 研 究会

日 時:2月28日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館6階 中ホー ル

議 題:

1.総 合 エ ネル)e'・一一調査 会 原子 力部 会 中間報

告 書 紹介(プ ル サーマ ル,使 用 済 燃料貯

蔵 他)

(通商 産業 省 資源 エ ネル ギー庁 原子力

産 業 課 総括 班長 中西宏典 氏)

2.総 合 エ ネル ギー調査 会 原子 力部 会原 子炉

廃 炉 措置対 策小 委 員会 報告 書紹 介

(通商 産業 省 資源 エ ネル ギー庁 原 子力

発 電安 全 企画 審査 課 安 全分 析 調査班 長

宮川 純一 氏)

第145回 月例研 究会

日 時:3月28日(金)14:00～16:00

場 所 二航 空会館6階 中 ホー ル

議 題:

1.気 候 変動 問題 へ の我が 国 の対応 につ い て

(通商産 業省 環境 立地局 環 境政 策 課長

松永 和夫 氏)

2.統 合 評価 モ デル に よる地球 温暖 化対 策 の

解 析

(東京 大学 工 学系研 究科 電気 工学 専攻

教 授 山地憲 治 氏)

◇ 主なで きごと

一83一

1月8日(水)・ 第1回 原子 力文化検 討 会

13日(月)・ 第2回 長 期電 力 需要要 因分 析委

員会

14日(火)・ 第1回 石 炭灰 有効 利用 拡大 技術

調査 委 員会

20日(月)・ 第2回 燃料電 池 の実用 化 の ため

の システ ム調 査 委員会

・第8回 原子炉 安全 数値 解析 高 度

化委 員会

(水)・ 第2回 地熱 開発 技術 調査 委員会



1月22日(水)

23日(木)

28日(火)

29日(水)

2月4日(火)

5日(水)

6日(木)

7日(金)

12日(水)

17日(月)

19日(水)

20日(木)

～21日(金)

21日(金)

24日(月)

25日(火)

28日(金)

3月4日(火)

・第9回WE-NET研 究 リー

ダー会議

・第2回 分散型電源動向分析調査

委員会
・第3回 国際的視点に立った将来

型軽水炉の設計のあり方に関す

る調査委員会
・第2回 自動車排出ガスに係わる

未規制有害物質調査委員会
・第2回 発電用新型炉プルトニウ

ム等利用方策開発調査委員会

・第3回 地層処分研究委員会

・第3回 低質燃料利用高効率発電

技術調査委員会
・第3回 地球環境対策技術調査研

究委員会
・第2回 石炭水添ガス化高度化調

査分科会
・第4回 原子炉総合数値解析シス

テム実用化検討委員会
・第9回 原子炉安全数値解析高度

化委員会
・第4回 エネルギー環境予測検討

委員会
・第10回WE-NET研 究 リー

ダー会議
・第3回 地球環境対策技術 として

のグローバルエネルギーシステ

ムの評価に関する調査委員会
・第2回 負荷集中制御専門委員会

・第2回 石炭灰有効利用拡大技術

調査委員会

・第3回WE-NET革 新的 ・先

導的技術に関する調査 ・研究委

員会
・第3回 石油活用型スーパーごみ

発電システムの普及促進に係る

モデル調査委員会

・第4回 高温ガス炉プラン ト研究

会
・第1回 コンピュータ技術の活用

によるエネルギー関連分野の高

度化の方策等に関する調査研究

最新エネルギー情報分科会
・第3回 自動車排出ガスに係わる

6日(木)

7日(金)

10日(月)

11日(火)

13日(木)

13日(木)

～14日(金)

14日(火)

14日(火)

17日(月)

18日(火)

21日(金)

24日(月)

未規制有害物質調査委員会
・第3回 先進型高温高効率エンジ

ン調査委員会

・第4回 国際的視点に立った将来

型軽水炉の設計のあり方に関す

る調査委員会
・第3回 負荷集中制御専門委貝会

・第3回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査委員会
・第8回TRU廃 棄物中深地層処

分シナリオ調査検討委員会
・第3回 長期電力需要要因分析委

員会
・第1回 将来型軽水炉要素技術調

査検討委員会

・第3回 燃料電池の実用化のため

のシステム調査委員会

・第3回 石炭水添ガス化高度化調

査分科会
・第3回WE-NET全 体システ

ム概念設計一安全対策 ・評価技

術WG
・第2回DSM技 術検討委員会

・第5回 原子炉総合数値解析シス

テム実用化検討委員会
・第3回 高度脱灰火力技術に関す

る調査委員会
・第2回 コンピュータ技術の活用

によるエネルギー関連分野の高

度化の方策等に関する調査研究

最新エネルギー情報分科会
・第3回 高速増殖炉利用システム

開発調査検討委貝会
・第3回 地熱開発技術調査委員会

・第2回 非在来型天然ガス基礎調

査委員会
・第3回 石炭灰有効利用拡大技術

調査委員会
・第6回 長期的エネルギー ・環境

技術の研究開発に関する調査委

貝会
・第3回 分散型電源動向分析調査

委員会
・第3回 発電用新型炉プル トニウ

ム等利用方策開発調査委員会
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3月26日(水)・ 第11回WE-NET研 究 リー

27日(木)

28日(金)

ダー会議
・第4回 低質燃料利用高効率発電

技術調査委貝会
・第4回 地球環境対策技術 として

のグローバルエネルギーシステ

ムの評価に関する調査委員会

・第2回 石炭灰溶融燃焼評価委員

会
・第3回 含酸素軽油の開発可能性

に関する調査委貝会
・第3回 コンピュータ技術の活用

によるエネルギー関連分野の高

度化の方策等に関する調査研究

最新エネルギー情報分科会

◇ 人事異動

01月1日 付

(採用)

津 田 潤

(委嘱)

相 馬

プロジェクト試験研究部 主

管研究員

昭典(常 務理事 事務局長)

総 務部 長 を兼任

(平成10年3月31日 迄)

03月31日 付

(出向解 除)

小 川 紀一郎(エ ネ ル ギー技術 情 報 セ ンター

長 兼 プ ロジェ ク ト試験 研 究

部 兼WE-NETセ ンター

副主 席研 究員)

斎 藤 俊哉(新 水素 エ ネ ル ギー 実証研 究 セ

ンター 新 水素 エ ネ ル ギー 実

証 ラ ボラ トリー 研 究 員)

前 田 修(新 水 素 エネ ル ギー 実証研 究 セ

ンター 主管研 究 員)

高真 新 一(新 水 素 エネ ル ギー 実証 研究 セ

ンター 新水素 エネ ル ギー 実

証 ラ ボ ラ ト リー 主 任 研 究

員)

04月1日 付

(採用)

小 川紀 一郎 エ ネ ルギー 技術 情報 セ ン ター

長 兼 プ ロ ジェ ク ト試験研 究

部 兼WE-NETセ ン ター

副 主席研 究 員

第20巻 第1号(1997)
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VOL.19,

【巻頭言】

【座談会】

【事業計画】

【寄稿】

【寄稿】

第19巻 通 巻 目 次

NO.1(1996.4)

流動性と余裕と 通商産業省 工業技術院長 平 石 次 郎……1

lPCC第 二次評価報告書の作成を振 り返って

一 エネルギー供給 ・産業部門における

温室効果ガス排出抑制への対応一

国民金融公庫 理事

東京大学 工学部 教授

東京農工大学 工学部 教授

司会(財)エ ネルギー総合工学研究所 企画部 部長補佐

特別参加 〃 専務理事

平成8年 度事業計画の概要

弘

久

夫

宏

均

孝

本

谷

木

池

澤

塚

石

柏

蓮

吉

2

(財)エ ネルギー総合工学研究所……26

APECに お け る エ ネ ル ギ ー分 野 の 取 り組 み

一 「3Eス タデ ィ」 か ら 「行 動 指 針 」 まで一

通商産業省 資源エネルギー庁 国際資源課 課長補佐 山 城 宗 久 … …30

アジア ・太平洋地域のエネルギー事情 とわが国の戦略

(財)電力中央研究所 研究開発部 研究開発調査担当 部長 新 田 義

【海外出張報告】欧州における低質燃料利用高効率発電の現状

主任研究員 高 瀬

【随想】 エネテク ドリーム21(そ の13)

地域共生型発電所デザインで何 を表現するのか

一 地域景観創造型発電所デザインの

構築を求めて一

【研究所のうごき】

孝 … …39

哲 … …51

与志耶 劫 紀……67

【行事案内】

87

【第18巻 通巻 目次】

89

【編集後記】

90

94
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VOL.19,

【新任挨拶】

【退任挨拶】

【随想】

NO.2(1996.7)

新任のご挨拶

理事長 秋 山

発足の頃の思い出をこめて

前理事長 山 本

「インデネカ文明」のルーツを求めて

通商産業省 関東通商産業局 公益事業部長

前 ㈲エネルギー総合工学研究所 企画部長 藤 間

【調査研究報告】廃棄物発電高効率化技術の検討

【調査研究報告】メタノール発電の総合評価

守 … …1

寛 … …2

健 一 … …4

エネルギー技術 情報 センター長 小 川 紀 一 郎

主任研究員 山 口 健 一 … …14

一 天然ガス利用の第2サ イクル として一

主任研究員 平 山

【海外出張報告】欧州主要国における原子炉廃止措置の状況

【技術解説】

【技術解説】

【随想】

【訪問記】

主管研究員 川 野

重質油の処理技術

プロジェクト試験研究部 部長 片 山

原子力における放射性廃棄物処分

専門役 和 達

クリーンエネルギー自動車 レポー ト(第1報)

一 低公害車フェアを訪れて一

プロジェクト試験研究部 部長補佐 蓮 池

東北電力㈱ 柳津西山地熱発電所

【研究所の うごき】

智 之 … …31

忠 昭 … …49

優 久 雄 … …59

嘉 樹 … …75

宏 … …86

lAE女 性 研 究 員 取 材 チ ー ム … …90

【編 集 そi妾=言己】

96

100
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VOL.19,

【新任挨拶】

【退任挨拶】

NO3(1996.10)

新任のご挨拶

退任のご挨拶

専務理事

前専務理事

-
⊥

り
盈

俊

均

裕葉

澤

稲

吉

特集:第14回 エネルギー総合工学シンポジウム

ー 拓けるか原子力の未来像一

平成8年7月15日(月)東 商ホール(東 京商工会議所 ビル4階)
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編集後記

本号の巻頭言は,久 しぶ りにガス業界か ら

東京ガス(株)の 山本洋平専務取締役 に寄稿

いただいた。年度末で もあって大変ご多忙 な

中であられる と推察 された ところであるが,

当所の依頼 を快 く引 き受 けて頂 いた ものであ

る。

座談会は,こ の1月 末取 り纏め られた 「総

合 エネル ギー調査会原子力部会 中間報告」 の

読 み方,苦 労話 しを関係 者に語 って頂こ うと

い うこ とで企画 した。参加者 は,部 会 長の東

京大学近藤駿介教授,電 力よ り電気事 業連合

会 の早瀬佑一原子力部長,通 産省 よ り当初計

画では三代 真彰原子力発電課長,そ して司会

役 として当所 より稲葉裕俊専務理事の予定 で

あった。 ところが,予 定 した座談会実施 日の

直前に動燃の核燃料再処理工場 の事故が発生

し,そ の関係 等 もあって三代課長が出席困難

とな り代 って同課 の中富泰三企画官に急遽 ご

参加 いただ くこ ととなった次 第であ る。

寄稿の一つである東京大学 山地憲治教授 の

「グu一 バルエネルギー戦略」は,昨 年11月,

当所賛助会員会議 で特別講演いただいた もの

であるが,長 期的 な視点 を踏 まえて要求され

る昨今のエネルギー問題の理解 に,非 常に参

考 になると判断されたため,ご 講演 をテープ

起 こしした ものである。

もう一つの寄稿 で ある低 品位 炭転換 技術

は,石 炭あ るいは天然ガスよ りの流体化燃料

の候補 であ り,ま た平成9年 度 よ り国家 資金

を得 て研究が進 められ るこ とになったジメチ

ルエー テルにつ いて,NKKの 大 野陽太郎氏

に寄稿 いただいた ものである。 メタノー ル同

様今後 の流体 化燃料 を検討する場合の ご参考

になるのではないか と考 える。

所内からは,兼 子弘主管研究員 の 「メタン

ハイ ドレー トとその将来性」,和達嘉樹専 門役

の「放射性汚染除去 の基礎知識」,蓮 池宏部長

補佐の 「ク リーンエネル ギー 自動車 レポー ト

(第3報)」 を載せ た。いずれ も昨今話題のテー

マ であ り興 味 を持 って読 ん で頂け た と考 え

る。

その他,本 号では当所が7月 に予定 してい

る恒例 のシンポジュウムを行事案 内にて紹介

した。LNGは,天 然ガスの輸送 ・利用形態 と

して定着 してい るが,昨 今アジア域内におい

てLNGに なじむ「大規模かつ良質 なガス田」

の存在 が少 くな り,コ ス ト上昇 の兆候が伺 え

る状況 に鑑み,将 来LNGの 補完 をなす燃料候

補 としてメタノールを取 り上げ,そ の可能性

を探る視点か らシンポジュウムを開催するこ

とになったものである。

で きるだけ多 くの皆様のご参加 を,所 員一

同心からお待 ちいたしてお ります。

ノ」、)Il糸己一良区 言己
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